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　京都には、数多くの大学・短期大学が集積しています。その都市特性を活かすため、京都市と大学を中心

とした産学公の連携により、1994年に全国初の大学連携組織である「京都・大学センター」が設立されました。

当財団の前身となるこのセンターから数えると 20年を経過し、この間、中期計画として第 1～ 3の「ステー

ジプラン」を策定し、事業を推進してまいりました。前計画である「第3ステージプラン（2009-2013年度）」

においては、文部科学省「戦略的大学連携支援プログラム」を活用した大学間連携によるFD事業や国際連

携事業など、先駆的な事業に取り組んでまいりました。

　現在の高等教育を取り巻く情勢を見ますと、18歳人口の長期的な減少やグローバル化などを背景に、知

識基盤の形成や人材育成を担う大学の質的向上に社会的な期待が高まっております。また、地域の核と

なる大学機能の構築も喫緊の課題となっております。

　一方、京都は、前計画の推進期 5年間において、全国的な少子化傾向にもかかわらず大学生の総数は横

ばいで推移しており、地元入学者に比べて全国各地からの入学者が相対的に多い状況となっています。また、

留学生数も増加傾向にあります。このことは、各大学・短期大学が、それぞれの特徴や個性を活かした魅力・

教育の質向上に努めるとともに、相互に競争的な取組みを進めるだけでなく、京都地域全体の魅力の向上

が必要であるとの認識のもと、大学間連携事業に精力的に取り組んできた賜物といえます。

当財団では、2014 年度より「第 4ステージ」を迎え、このたび策定した中期計画に基づき、①京都地域

における大学間連携事業の推進、②加盟大学・短期大学の教育の質向上の追求支援、③「大学都市」京都、

地域の発展と活性化への貢献を掲げて、一層の大学振興に取り組んでまいります。

　また、併せて京都市と当財団が協働で策定いたしました、「大学のまち京都・学生のまち京都推進計画」

におきましても、❶学生が学ぶ環境の充実、❷大学・学生の国際化の促進、❸学生の進路・社会進出の支援、

❹大学との連携による京都の経済・文化・地域の活性化、❺学生が持つエネルギーをいかした京都力の強化

❻プロモーション戦略の強化を施策の柱として、着実に実行してまいります。

計画策定にあたり、様々なご尽力・ご支援をいただいた大学政策委員会の方々をはじめ関係者の皆さまに、

心から厚く御礼申し上げます。

平成 26（2014）年 3月

公益財団法人 大学コンソーシアム京都

理事長　

赤松　徹眞



　2009 年度よりスタートした財団の中期計画「第 3 ステージプラン」が 2013 年度をもって終了すること

から、それに続く「第 4 ステージプラン」を策定すべく、これまでの事業の総括を含めた様々な検討を

重ね、このたび、「第 4 ステージプラン－京都地域における学生の『学びと成長』の支援をめざして－」

が完成いたしました。サブタイトルには、今後展開する財団の事業を、京都地域の学生の「学びと成長」

支援に繋がるものにしたいという思いとともに、これを、財団に関わる皆さま方や市民、自治体、産業界

等の関係者の方々とも共有したいというメッセージをこめました。

　この「第 4 ステージプラン」では、「高等教育と財団を取り巻く状況」を踏まえたうえで、現行事業の成果・

実績の確認と改善課題の検証・分析に基づき、今後の事業推進にあたって当財団が「目指すもの・役割」

を明確に掲げるとともに、その実現に向けた「検討課題と改革の方向性」を明示しております。

　加盟大学・短期大学をはじめとする関係者の方々との意見交換を重ねる中で、全般的な事業の精選、財

団運営の合理化・効率化、効果に再考の余地のある事業の縮減等の「改善・見直し」に、賛同する意見が

多く寄せられました。また、「大学間連携」で事業を行うことの意義に期待する声として、「単位互換（特

にコーディネート科目等）」「FD・SD」「学生交流」等の取組みにおいて、他大学とともに事業を進める財

団プログラムの優位性に対する意見を多くいただきました。また、分野別には、「国際交流」において多数

の要望があり、留学生受入れにあたっての生活支援・住居等の整備について、自治体との協力やインフラ

整備の働きかけも含めた積極的な施策が求められていることが明らかになりました。さらに、留学生受入

れと送り出しを別々に取り扱うのではなく、日本人・留学生を教育プログラムや寮生活を通じて相互交

流させることや、インターンシップ等を含めた留学生の進路課題に対応すること等についても、期待が寄

せられています。

　これらを踏まえ、今後 5 年間の財団事業の具体化にあたっては、専門委員会及び加盟大学・短期大学・

団体の皆さまとの共通認識を図り、自治体に積極的な連携協力を求めながら、推進してまいります。

　結びに、2012 年秋より本計画策定に御尽力をいただきました、大学政策委員会及び、同幹事会、ワーキング

グループメンバー委員各位をはじめ、貴重な御意見をお寄せいただきました加盟大学・短期大学など関係

団体の皆さまに心から御礼申し上げ、引き続き事業の推進にご協力を賜りますよう、重ねてお願い申し上

げます。

平成 26（2014）年 3 月

公益財団法人 大学コンソーシアム京都

大学政策委員会委員長　

草野　顕之



公益財団法人 大学コンソーシアム京都

第４ステージプラン（2014～2018年度） ～の概要

財団の目指すもの
① 京都地域の大学間連携と相互協力を図り、加盟大学・短期大学の教育・学術研究水準向上とその成果の地域社会、産業界への還元をめざす。

② 地域社会、行政及び産業界との連携を促進し、地域の発展と活性化に努め、京都地域を中心とした高等教育の発展と社会をリードする人材の育成をめざす。

第3ステージ（2009～2013年度）

「大学のまち京都」ならではの新しい地域連携モデルを

活かした高等教育の質の向上

第3ステージにおいて財団の果たす役割

フレームワーク

Ⅰ.地域性を活かした大学間連携による教育の質の向上Ⅰ.と新たな

教育プログラムの開発

Ⅱ.「大学のまち京都」をリードする学生の育成

Ⅲ.教育力向上のためのＦＤ・ＳＤ事業の充実と地域ネットワーク

の推進

Ⅳ.加盟大学・短期大学の個性・魅力を活かした機能的な「ミニ・

コンソーシアム」の形成

Ⅴ.「京都・ワンキャンパス」の国内外への発信

Ⅵ.京都高等教育研究センターでの共同研究による京都の魅力の追求

①大学教育の質的転換と抜本的改革に対する社会的要請

・18歳人口の長期的な減少と少子高齢化

・大学機能の再構築とガバナンス強化

・グローバル人材の育成

・地域の核となる大学づくり「COC構想」

②教育内容や提供方法に関する変化                                                                                                              

・組織的な「キャリア教育」の実施

・オンライン無料大学講座の進展

・付加価値の高い授業運営（アクティブラーニングなど）

Ⅰ.地域性を活かした大学間連携による教育の質の向上と新たな

教育プログラムの開発

・既存事業（単位互換・生涯学習・インターンシップ）の新たな展開

・海外の大学コンソーシアムと提携した国際交流型科目・留学プログラムの開発

・「京都・地域連携型教育プログラム（仮称）」の開発

・eラーニング導入によるさらなる発展～大学連携によるICTの活用強化～

Ⅱ.「大学のまち京都」をリードする学生の育成

・大学間連携による「学生の人材育成プログラム（仮称）」の企画・実践

・学生の「リーダーシップ能力養成プログラム（仮称）」の実施

Ⅲ.教育力向上のためのＦＤ・ＳＤ事業の充実と地域ネットワークの推進

・FD（ファカルティ・ディベロップメント）事業の展開

・SD（スタッフ・ディベロップメント）事業の展開

Ⅳ.加盟大学・短期大学の個性・魅力を活かした機能的な「ミニ・

コンソーシアム」の形成

・機能的な「ミニ・コンソーシアム」を形成する環境・基盤の整備

Ⅴ.「京都・ワンキャンパス」の国内外への発信

・「京都ブランド」の強化と共同入試広報の積極的な展開

Ⅵ.京都高等教育研究センターでの共同研究による京都の魅力の追求

・京都高等教育研究センターでの共同研究の推進

事業計画：キーワード「質の向上」、

　　　　 「地域性、国際性」、「事業の選択と集中」

高等教育と財団を取り巻く情勢

高等教育政策の全国的動向

【第3ステージ期(2009～2013年度）の状況】

①京都の大学等の学生数について、166,000～167,000名規模で推移。

②地元より全国各地からの入学者が多い「入学者流入超過型」傾向を

維持。

③留学生数が2009年～2013年で5,377名から6,900名へ約

1,500名増。

④短期大学定員未充足状況は5年前と比較して深刻さを増大。

 (2009年 9法人未充足/全15法人 ⇒ 2013年 11法人未充足/全14法人）

京都の高等教育の現状

【高大連携事業】    

共同入試広報事業の展開・拡大から「キャリア教育」を重視

した高校生・大学生の交流事業へのシフト 

【インターンシップ事業】    

・現状の各コース（ビジネス・パブリック・プログレス）の
　運用改善

・事業の特色を踏まえた広報の強化

・事前事後プログラムの効果検証

・専門委員会における総合的な検討 

【単位互換事業】 

・「コーディネート科目」「プラザ科目」の特色化    

・科目内容や到達度等の評価制度の構築    

・制度の効果的広報    

【生涯学習事業】    

・実績を踏まえた提供科目の整理や広報のあり方の再検討    

【e-ラーニング】    

・e-ラーニングシステムの円滑で安定的な運用の課題の整理 

①大学間連携による教育プログラムの充実  

【留学生・日本人相互交流の促進】    

授業・講座、地域、各種イベントなどの既存事業を通じた

交流機会の提供    

【留学生受入れ体制の強化】    

・住宅整備    

・短期留学プログラム開発・実施    

・生活支援・就職支援    

【学生の海外派遣】    

・既存ネットワークの活用    

・海外派遣プログラムの開発支援

・海外研修プログラムの相互利用    

・海外派遣準備講座の開講    

【グローバル化に対応した大学教職員の育成】    

・研修企画の策定・実施

④国際交流プログラムの充実  

【重点事業の点検評価】

2014年度：スタートアップ

▶ 2015年度：事業推進

▶ 2016年度：中間見直し
（加盟校ヒアリング）

▶ 2017年度：修正企画実施

▶ 2018年度：総括・次期計画策定
（加盟校ヒアリング）

第４ステージプラン（2014～2018年度）の推進
・基礎データ・資料の収集整備    

・共同研究プロジェクトの組織化    

・調査・研究の組織体制（部門の設立と専門研究員の配置）    

・周年記録の集約による財団実績の俯瞰的整理    

⑤調査・研究機能の再構築

①事業の方向性＝「大学と地域・産業界の間に立って連携事業を

　推進する役割の維持発展」

②ニーズにあった事業の再構築と加盟校の求心力を高める工夫の

　必要性（事業内容の質の向上と特色化）

財団を取り巻く状況

第４ステージ（2014～2018年度）

①京都地域における大学間連携事業の推進

②加盟校の教育の質向上の追求支援

③「大学都市」京都、地域の発展と活性化への貢献

第4ステージにおいて財団の果たす役割

①加盟大学・短期大学ならびにステークホルダーの

　ニーズ・期待への対応

②質の向上を基本とした「事業の選択と集中」の実施

第4ステージプラン策定にあたっての留意点

事業計画

【ＦＤ事業】    

・京都からのＦＤ情報発信と情報交換・コミュニケーションの

　促進を念頭に置いたＦＤフォーラム企画 

・階層別ＦＤ研修の効果検証    

・専門委員会体制の見直し    

【ＳＤ事業】    

・大学アドミニストレータ研修プログラムの再開に向けた検討    

・各種ＳＤ事業の効果検証(ワークショップ、フォーラム、

職員共同研修、ガイドブック）

②大学の発展を支える教職員の育成

【共同入試広報事業の見直し】    

・共同入試広報(ブース広報等）から修学旅行や校外学習を活用

　した高校生へのキャリア教育提供    

【学生交流事業】    

・学生交流事業の教育的な効果検証    

・芸術関連事業への財団の関わり方の見直し

【都市政策関連事業】    

・事業認知度の向上（企画内容の充実、政策系分野以外の参画）

・財団における調査・企画部門との研究テーマ及び体制整理   

③大学のまち京都・学生のまち京都活性化

【課　題 】

・組織運営（会員総会の運営改善）

・財団の財政課題（選択と集中）

・財団事務局体制の見直し

【留 意 す べ き 観 点】

①財団事業への加盟校の学生の

　コミットメントの促進

②財団事業への加盟校の教職員の

　コミットメントの促進

③調査・企画機能の強化

④情報発信・共有機能の強化

京都地域における学生の

「学びと成長」の支援をめざして
～
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Ⅴ.「京都・ワンキャンパス」の国内外への発信

・「京都ブランド」の強化と共同入試広報の積極的な展開

Ⅵ.京都高等教育研究センターでの共同研究による京都の魅力の追求

・京都高等教育研究センターでの共同研究の推進

事業計画：キーワード「質の向上」、

　　　　 「地域性、国際性」、「事業の選択と集中」

高等教育と財団を取り巻く情勢

高等教育政策の全国的動向

【第3ステージ期(2009～2013年度）の状況】

①京都の大学等の学生数について、166,000～167,000名規模で推移。

②地元より全国各地からの入学者が多い「入学者流入超過型」傾向を

維持。

③留学生数が2009年～2013年で5,377名から6,900名へ約

1,500名増。

④短期大学定員未充足状況は5年前と比較して深刻さを増大。

 (2009年 9法人未充足/全15法人 ⇒ 2013年 11法人未充足/全14法人）

京都の高等教育の現状

【高大連携事業】    

共同入試広報事業の展開・拡大から「キャリア教育」を重視

した高校生・大学生の交流事業へのシフト 

【インターンシップ事業】    

・現状の各コース（ビジネス・パブリック・プログレス）の
　運用改善

・事業の特色を踏まえた広報の強化

・事前事後プログラムの効果検証

・専門委員会における総合的な検討 

【単位互換事業】 

・「コーディネート科目」「プラザ科目」の特色化    

・科目内容や到達度等の評価制度の構築    

・制度の効果的広報    

【生涯学習事業】    

・実績を踏まえた提供科目の整理や広報のあり方の再検討    

【e-ラーニング】    

・e-ラーニングシステムの円滑で安定的な運用の課題の整理 

①大学間連携による教育プログラムの充実  

【留学生・日本人相互交流の促進】    

授業・講座、地域、各種イベントなどの既存事業を通じた

交流機会の提供    

【留学生受入れ体制の強化】    

・住宅整備    

・短期留学プログラム開発・実施    

・生活支援・就職支援    

【学生の海外派遣】    

・既存ネットワークの活用    

・海外派遣プログラムの開発支援

・海外研修プログラムの相互利用    

・海外派遣準備講座の開講    

【グローバル化に対応した大学教職員の育成】    

・研修企画の策定・実施

④国際交流プログラムの充実  

【重点事業の点検評価】

2014年度：スタートアップ

▶ 2015年度：事業推進

▶ 2016年度：中間見直し
（加盟校ヒアリング）

▶ 2017年度：修正企画実施

▶ 2018年度：総括・次期計画策定
（加盟校ヒアリング）

第４ステージプラン（2014～2018年度）の推進
・基礎データ・資料の収集整備    

・共同研究プロジェクトの組織化    

・調査・研究の組織体制（部門の設立と専門研究員の配置）    

・周年記録の集約による財団実績の俯瞰的整理    

⑤調査・研究機能の再構築

①事業の方向性＝「大学と地域・産業界の間に立って連携事業を

　推進する役割の維持発展」

②ニーズにあった事業の再構築と加盟校の求心力を高める工夫の

　必要性（事業内容の質の向上と特色化）

財団を取り巻く状況

第４ステージ（2014～2018年度）

①京都地域における大学間連携事業の推進

②加盟校の教育の質向上の追求支援

③「大学都市」京都、地域の発展と活性化への貢献

第4ステージにおいて財団の果たす役割

①加盟大学・短期大学ならびにステークホルダーの

　ニーズ・期待への対応

②質の向上を基本とした「事業の選択と集中」の実施

第4ステージプラン策定にあたっての留意点

事業計画

【ＦＤ事業】    

・京都からのＦＤ情報発信と情報交換・コミュニケーションの

　促進を念頭に置いたＦＤフォーラム企画 

・階層別ＦＤ研修の効果検証    

・専門委員会体制の見直し    

【ＳＤ事業】    

・大学アドミニストレータ研修プログラムの再開に向けた検討    

・各種ＳＤ事業の効果検証(ワークショップ、フォーラム、

職員共同研修、ガイドブック）

②大学の発展を支える教職員の育成

【共同入試広報事業の見直し】    

・共同入試広報(ブース広報等）から修学旅行や校外学習を活用

　した高校生へのキャリア教育提供    

【学生交流事業】    

・学生交流事業の教育的な効果検証    

・芸術関連事業への財団の関わり方の見直し

【都市政策関連事業】    

・事業認知度の向上（企画内容の充実、政策系分野以外の参画）

・財団における調査・企画部門との研究テーマ及び体制整理   

③大学のまち京都・学生のまち京都活性化

【課　題 】

・組織運営（会員総会の運営改善）

・財団の財政課題（選択と集中）

・財団事務局体制の見直し

【留 意 す べ き 観 点】

①財団事業への加盟校の学生の

　コミットメントの促進

②財団事業への加盟校の教職員の

　コミットメントの促進

③調査・企画機能の強化

④情報発信・共有機能の強化

京都地域における学生の

「学びと成長」の支援をめざして
～



これまでの歩み（1992 ～ 2013 年度）

1992（平成 4）年度 -------------------
 ８ 月　「大学のまち・京都 ７６ プラン」策定（京都市）

1993（平成 5）年度 -------------------
 7 月　「大学センター設立推進会議」発足

 ８ 月　「京都・大学センター」発足

1994（平成 6）年度 -------------------
 ９ 月　第 1 ステージスタート（1994 ～ 2003 年度）

　　　 単位互換事業開始（６Ａ 大学・６８ 短期大学）

1995（平成 7）年度 -------------------
 Ｂ 月　大学のまち交流センター（仮称）基本構想策定

６７ 月　第 ６ 回 FD フォーラム開催

 ８ 月　『京都地域大学研究者年鑑』発刊

1997（平成 9）年度 -------------------
 ９ 月　シティーカレッジ事業（京都市委託事業）開始（～ ７５５Ｂ 年度）

 Ａ 月　社会人のための大学案内相談室設置および

ガイドブック発刊（～ ７５５７ 年）

 9 月　研究者データ－ベース（～ ７５５８ 年）

 ８ 月　文部大臣より財団法人設立の許可を受ける

　　　「財団法人大学コンソーシアム京都」に名称変更

1998（平成 10）年度 -----------------  

 ９ 月　インターンシップ事業開始

　　　 学生課外学習プログラム開講

1999（平成 11）年度 -----------------
 ９ 月　遠隔講義検討開始

2000（平成 12）年度 -----------------

 Ｂ 月　将来構想検討委員会発足

 9 月　大学のまち交流センター（キャンパスプラザ京都）完成

　　　 第６ 回京都・学生フェスティバル開催（～７５５７年度）

 　　　第 ６ 回京都学生映画祭開催

 　　　第 ６ 回芸術系大学作品展開催（～ ７５６８ 年度）

　　　 京都起業家学校開講（京都市委託事業）

６５ 月　大学公開講座開講

６７ 月　将来構想検討委員会「最終答申」策定

2001（平成 13）年度 -----------------
 ９ 月　高度人材育成事業－京都 MOT プログラム

 　　　離職者訓練講座（京都府委託事業）開始

　　　 リメディアル教育プログラム開始

 Ｂ 月　学術コンソーシアム発足

　　　（７５５９ 年度「京都学術共同研究機構」に統合）

 8 月　プラザカレッジ開講

 9 月　京都地域留学生住宅保証機構」設立（～ ７５６８ 年度）

　　　　　　　　　　　　  　　※新規受付は～ ７５５9 年度

 ８ 月　職員共同研修事業開始

2002（平成 14）年度 -------------------
 ９ 月　高大連携事業開始

 Ｂ 月　リエゾン・オフィス設置（～ ７５５8 年度）

 7 月　京都の大学「学び」フォーラム東京・大阪会場開催（～ ７５５7 年度）

2003（平成 15）年度 -------------------
 Ａ 月　 京都高大連携協議会発足

６５ 月　第 ６ 回京都学生祭典開催

　　　  京都の大学「学び」フォーラム京都会場開催

６７ 月　第 ６ 回 SD フォーラム開催

 ６ 月　 中長期計画「第 ７ ステージにむけて－世界に誇る学術

文化都市・ 京都の形成－」策定（７５５９ ～ ７５５8 年度）

 ７ 月 　第 ６ 回高大連携教育フォーラム開催

 「大学のまち・わくわく京都推進計画」（京都市）策定

2004（平成 16）年度 -------------------

 ９ 月　第 2 ステージスタート（2004 ～ 2008 年度）

 8 月　特色ある大学教育支援プログラム

　　　「大学連携による新しい教養教育の創造

　　　 ～京都地域における単位互換制度～」（～ ７５５7 年度）

採択［代表校：同志社大学］

 9 月　大学アドミニストレータ研修プログラム開始（～ ７５６６ 年度）

　　　 大学地域連携モデル創造支援（学まちコラボ）事業募集開始

（京都市委託事業）

６５ 月　京都の大学「学び」フォーラム福知山会場開催（～ ７５６５ 年度）

６６ 月　大学コンソーシアム京都設立 ６５ 周年記念式典

　　　  大学コンソーシアム京都設立 ６５ 周年記念誌発刊

　　　  全国大学コンソーシアム協議会発足（事務局運営）

　　　  第 ６ 回全国大学コンソーシアム研究交流フォーラム開催

　　　  大学コンソーシアム京都ロゴマーク制定

 ８ 月   「京都高等教育研究センター」設置（～ ７５６５ 年度）

          「京都学術共同研究機構」設置（～ ７５５9 年度）

          「大学コンソーシアム京都スポーツクラブ」設置（～ ７５５8 年度）

2005（平成 17）年度 -------------------
 ９月　 留学生のためのキャリア支援プログラムの開始（～７５５8年度）

 Ｂ 月　 留学生フェア・留学情報提供の開始（～ ７５５8 年度）

 7月　「特色ある大学教育支援プログラム

        （産官学地域連携による人材育成プログラム

～京都地域におけるインターンシップの展開～）」

（～ ７５５8 年度）採択［代表校：立命館大学］

６５ 月　高大連携事業「実践研究共同教育プログラム」開始

６７ 月　特定公益増進法人の認可を受ける

　　　 第 ６ 回政策系大学・大学院研究交流大会開催

 ６ 月　「図書館共通閲覧システム」本格運用開始

 ８月　「京都アカデミア叢書」創刊号の発刊（～第Ａ号、７５５9年度）



2006（平成 18）年度 -------------------
６６ 月　「職員のための大学セミナー」開始

（７５５9 年度「大学みらい塾」に改称、～ ７５６５ 年度）

６７ 月　「京（みやこ）カレッジ」ロゴマーク制定

 ７ 月　京都学生アートオークション開催（～ ７５６５ 年）

2007（平成 19）年度 -------------------
 ９ 月　「京（みやこ）カレッジ」開始

 7 月　第 ６ 回 FD セミナー開催（～ ７５５9 年度）

６５月　プラザカレッジ京都学講座（全国プロジェクト in 名古屋）開催

　　　 第 ６ 回スポーツ文化研究会

６７月　インターンシップ・プログラム ６５ 周年記念シンポジウム開催

2008（平成 20）年度 -------------------   

 ９ 月　「勤労学生援助会」事務局開始

 Ｂ 月　京都の大学「学び」フォーラム滋賀会場開催（～７５６８年度）

 7 月　「京都ワンキャンパス」（東京・名古屋・大阪相談会場へ　　

　　　 京都の大学連合体として参加）開始（～ ７５６８ 年度）

 8 月　戦略的大学連携支援プログラム

　　　「地域内大学連携による FD の包括研究と共通プログラム

　　　 開発・組織的運用システムの確立」採択（～ ７５６５ 年度）

［代表校：佛教大学］

　　　戦略的大学連携支援プログラム

　　　「e ラーニングシステムの共有共用化に伴う教養教育の

　　　大学間 連携と効率化の促進」採択（～ ７５６５ 年度）

［代表校：京都産業大学］

 9 月　京都創造者大賞 ７５５8 アート・文化部門受賞（京都学生祭典）

６７月　平成 ７５ 年度地域づくり総務大臣表彰団体表彰受賞（京都学生祭典）

 ６ 月　中長期計画「第 ８ ステージにむけて～「大学のまち京都」　　

　　　ならではの新しい地域連携モデルを活かした高等教育の　

　　　質の向上を目指して～」策定（７５５9 ～ ７５６８ 年度）

 ７ 月　「大学のまち京都・学生のまち京都推進計画」策定

（７５５9 ～ ７５６８ 年度）（京都市共同）

2009（平成 21）年度 -------------------   
 ９ 月　第 3 ステージスタート（2009 ～ 2013 年度）

　　　「プラザカレッジ」を「京カレッジ」に統合

 7 月　京都 FDeお 塾開始

 8 月　「戦略的大学連携支援プログラム（多面的な国際交流の充実と

高等教育の質向上に向けた国際連携プログラム開発）」採択

（～ ７５６６ 年度）［代表校：龍谷大学］

 ７ 月　マンガ FD ハンドブックおしえて！ FD マン［新任教員編］刊行

 ８ 月　SD ガイドブック刊行

2010（平成 22）年度 -------------------
 ９ 月　「京都地域留学生住宅保証機構」新規受付停止

　　　 「京都地域留学生住宅支援機構」設立（事務局）

　　　 「プラザカレッジ」を「京カレッジ」に統合

 Ｂ 月　京都 FD 執行部塾開始

　　　 キャンパスプラザ京都 ６ 階に「学生 Place ＋」オープン

 7 月　公益財団法人 大学コンソーシアム京都移行認定

8せ9月　学生短期留学プログラム（ボストン）開始

 9 月　キャンパスプラザ京都 ６５ 周年記念式典

６６月　マンガ FD ハンドブックおしえて！ FD マン［成績評価編］刊行

６７月　キャンパスプラザ京都来館 Ａ５５ 万人突破

７せ８月　学生短期留学プログラム（メルボルン）開始

 ８ 月　 新任教員 FD 合同研修開始

2011（平成 23）年度 -------------------
 ９ 月　e ラーニング科目の開講

　　　シンクタンク事業「未来の京都創造研究事業」の新設

（京都市との共同事業）

 9月　職員対象海外研修プログラム７５６６（メルボルン）（～７５６７年度）

６６月　ワークショップ型研修開始

（７５６７ 年度より SD ワークショップに改称）

2012（平成 24）年度 -------------------
 ９ 月　高大連携事業「Kけoがo カタリ場」開始

 ７ 月　公式フェイスブックページ開設

  　  　高大社連携キャリア教育プログラム開始

2013（平成 25）年度 -------------------
 ９ 月　海外留学派遣プログラム開発支援事業募集開始

（京都市委託・共同事業）

 7 月　教員・職員対象 英語スキルアップ研修開始

 9 月　第 ６５ 回全国大学研究交流フォーラム（於：京都）開催

６５月　第 ６５ 回全国大学研究交流フォーラム（於：京都）開催

６７月　高等教育イベントナビ『教まちや』開設

 ７ 月　マンガ FD ハンドブックおしえて！ FD マン［授業奮闘編］刊行

 ８ 月　 中長期計画「第 ９ ステージプラン－京都地域における

　　　 学生の『学びと成長』の支援をめざして」策定

（７５６９ ～ ７５６8 年度）

　　　「大学のまち京都・学生のまち京都推進計画」策定

（７５６９ ～ ７５６8 年度）（京都市共同）

2014（平成 26）年度 -------------------

 4 月 第 4 ステージスタート

（７５６９ ～ ７５６8 年度）



ー　目次　ー
Ⅰ．高等教育と財団を取り巻く情勢  　　　　　　　　　　　　  P３ ６

１．高等教育政策の全国的動向 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ ６

２．京都の高等教育の現状 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ ７

　　　（１）京都における大学生数の動向　　　　　　　　　（２）留学生数の動向

　　　（３）加盟校の状況

３．財団を取り巻く状況 　　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ Ａ

Ⅱ．第 ９ ステージプラン策定にあたって　　　　　　　　　　　P３ 7

１．財団の目指すもの・役割 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ 7

２．第 ９ ステージにおける事業展開のフレームワーク 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ 7

Ⅲ．検討課題別の事業計画　　　　　　　　　　　　　　　　　P３ 8

１．検討課題に共通する事項 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ 8

２．大学間連携による教育プログラムの充実 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ 9

　　　（１）高大連携事業・インターンシップ事業の背景　　（２）高大連携事業の現状と課題

　　　（３）インターンシップ事業の現状と課題　　　　　　（４）単位互換事業・生涯学習事業・e２ ラーニングの取組みの背景

　　　（５）単位互換事業の現状と課題　　　　　　　　　　（６）生涯学習事業の現状と課題

　　　（７）e２ ラーニングの現状と課題

３．大学の発展を支える教職員の育成 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３  ６7

　　　（１）背景　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）FD 事業の現状と課題

　　　（３）SD 事業の現状と課題　　　　　　　　　　　　 （４）FD・SD 事業に共通する課題

４．大学のまち京都・学生のまち京都活性化 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３  ７Ａ

　　　（１）背景　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）大学都市京都のブランディング戦略の現状と課題

　　　（３）学生交流事業の現状と課題　　　　　　　　　　（４）都市政策研究推進事業の現状と課題

　　　（５）学生の力を活用した広報活動

５．国際交流プログラムの充実 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３  ８５　

　　　（１）背景　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）留学生・日本人相互交流の促進

　　　（３）留学生受入れ体制の強化　　　　　　　　　　　（４）学生の海外派遣

　　　（５）グローバル化に対応した大学教職員の育成

６．調査・研究機能の再構築 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３  ８Ｂ

　　　（１）背景　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）基礎的データ・資料の収集と整備

　　　（３）共同研究プロジェクトの組織化　　　　　　　　（４）調査・研究の組織体制

　　　（５）財団 ７５ 年の記録の集約

Ⅳ．組織運営と財政改善の課題　　　　　　　　　　　　　　　 P３ ８9

１．組織運営の課題 　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ ８9

２．財団の財政課題 　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ ９５

３．事務局体制の課題 　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ ９６

Ⅴ．評価、分析に基づく事業見直しのあり方　　　　　　　　　P３ ９８
１．重点事業の効果測定    ・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ ９８

２．事業の効果測定や中期計画の中間評価・見直し    ・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ ９８

３．加盟校等からの意見聴取や評価 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ ９８

Ⅵ．まとめ ～京都地域における学生の「学びと成長」の支援をめざして～　　P３ ９Ａ

Ⅶ．巻末資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 P３ ９7

１．大学政策委員会・ワーキンググループ等の開催記録    ・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ ９7

参考．第 ９ ステージプラン策定のための検討体制    ・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ Ａ７

参考．第 ９ ステージにおける主な事業一覧    ・・・・・・・・・・・・・・・・・　P３ Ａ８



1京都地域における学生の「学びと成長」の支援をめざして

　 　高等教育政策の全国的動向

日本では、大学設置基準の大綱化（６99６ 年）により、教育課程に関わる詳細基準が撤廃され、各大学

が柔軟にプログラムを策定できるようになった一方で、大学自らが教育の質を保証する方向へと大きく方

針転換した。

大綱化による教育課程の自由化に伴い、従来のカリキュラム体系の制約を越えた豊かな発想に基づく教

育プログラムの開発が可能となった。これにより、教育プログラム・メニューの多様化が大学の魅力創出

にむけた鍵となり、公益財団法人 大学コンソーシアム京都（以下「財団」という）が全国に先駆けて立ち

上げた「単位互換制度」をはじめとして、京都においては大学の集積を生かした大学間連携による多彩な

プログラムが展開される端緒となった。

大学教育の質保証に関わっては、７５５９ 年度から設置形態の違いを問わず、全ての大学に対して 7 年に

６ 度の機関別認証評価が義務付けられた。機関別認証評価 ７ 順目となる ７５６６ 年度以降は、各大学の責任

で「内部質保証」の仕組みを担保することが強く求められ、学位授与方針に基づく教育課程の順次性・体

系性など、「多様化追求」とは別の方向で教育方針の明確化とその厳格な順守が求められ始めている。

　急激に進行する少子化のなか大学全入時代を迎え、一般社会や産業界からは大学卒業者の能力に対する

要求が高まり、大学の教育機能に対する要請もまた厳しさを増している。文部科学省中央教育審議会は、

７５６７ 年 8 月に答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考

える力を育成する大学へ～」を発表した。答申は、グローバル化や少子高齢化、産業構造や雇用環境の変

容などを背景に、さらに、東日本大震災を受け一層の構造的変化に直面している日本社会において、未来

社会を生き抜く学生を育成し、日本及び世界の持続的発展に対して重要な役割を発揮できるよう、大学に

対してその教育の質的転換と抜本的改革を求めている。そして、この答申の情勢認識に沿った形で「大学

改革実行プラン」が策定され、大学機能の再構築と大学ガバナンスの充実・強化が強く求められている。

大学教育の質的転換の課題は、高校教育の質保証から接続する大学入試制度の改革の課題にも繋がってい

る。企業は多様な価値観や文化的背景を持つ人々とともに世界で活躍することのできるグローバル人材の

育成を大学教育に求めてきている。

　また、７５６６ 年には、大学設置基準及び短期大学設置基準が改正された。これにより、大学・短期大学は、

学生が生涯にわたり持続的な就業力を身につけるとともに、社会的・職業的な自立を図ることができるよ

う、組織的な「キャリア教育」を行うよう規定された。今後、各大学は、質の高い専門課程の提供とあわせ、

将来にわたり自らを高め、地域社会や世界に貢献する高い意識を有した学生の育成にむけ、「キャリア教育」

の充実を期待されることとなる。

さらに、MOOC（Maかかiぎe oｫen online coきおかe） をはじめとするオンライン無料大学講座が世界規模

で進展するなか、その活用がキャンパスにおける「授業」の持つ意味やその価値を改めて問い直す契機と

なる可能性もある。これらのe２ラーニングによる講座受講で実現しにくい、「同じ空間と場を共有すること」

による直接的なコミュニケーションやチームによる意見交換など、付加価値の高い授業運営が、これから

の大学に求められる。大学は、このような動きにも注目して、今後の教育プログラムのあり様について検

討していかなければならない状況に置かれている。

地域と大学との連携の課題に関わっては、地域再生の核となる大学づくりが「COC（Cenがeお of Com２

mきniがけ）構想」として示され、地域と大学の連携・協力や生涯学習機能の強化も期待されている。大学は、

実社会で活用できる基礎学力や専門性を身につけさせるのみならず、学生が国際社会のなかで日本を相対

化して捉え、自分自身で主体的に考える力を持ち、新しい時代を担い新たな課題を乗り越えていけるよう、

優れた人材を輩出していく責務がある。　

６

Ⅰ 高等教育と財団を取り巻く情勢



2 第 4ステージプラン

  　京都の高等教育の現状

（１）京都における大学生数の動向

文部科学省学校基本調査によると、京都における大学等（大学・短期大学）の学生数は、７５５9 年から

７５６８ 年の Ａ 年間、ほぼ ６ＢＢ１５５５ ～ ６Ｂ7１５５５ 名の規模で推移しており微増傾向にある。また、入学者

の状況はこの Ａ 年間で約 ６１７５５ 名程度増加した。一方、京都府の現役高校生の大学等進学率は Ｂ９３8％ ( 前

年度 ＢＢ３９％ ) で、６８ 年連続の全国 ６ 位から東京都に次ぐ ７ 位となった。大学等進学率は、７５６５ 年度をピー

クに全国的に減少傾向にあるが、京都では全国平均を越える減少を示しており、専修学校への進学率が高

まっている。

また、京都は、地元の入学者に比べて全国各地からの入学者数が相対的に多い「入学者流入超過型」の

地域であり、過去 Ａ 年間においてもこの傾向は変わらない。首都圏を含む他の主要都府県では、長期にわ

たる景気低迷の影響等もあり、大学入学者に占める当該都府県出身者の割合が増加しているが、京都では、

むしろ他府県出身者割合が微増している点も、他地域にはない特徴といえる。この結果から、京都は引き

続き「大学のまち」として府外の大学入学者を引き寄せる魅力を維持していると考えられるが、大学への

進学をめぐる様々な要因を今後とも分析していくことが必要である。

【18 歳人口及び全国・京都府内の大学生数の推移】

年度 ７５５9 ７５６５ ７５６６ ７５６７ ７５６８ 

６8 歳人口 ６１７６５１５５５ ６１７７５１５５５ ６１７５５１５５５ ６１６9５１５５５ ６１７８６１５５５ 

全国大学生数 ８１５５Ｂ１88９ ８１５９７１Ｂ87 ８１５９８１９9Ｂ ８１５６7１7５９ ８１５５Ｂ１879 

京都府内大学生数 ６ＢＢ１７５９ ６Ｂ7１６78 ６ＢＢ１ＡＡ９ ６ＢＢ１7９９ ６Ｂ7１ＡＡ５ 

 （文部科学省学校基本調査より作成） 

【2013 年度　高等学校及び中等教育学校後期課程の状況別卒業者総数（6 都府県抜粋）】

都府
県名

卒業者
総数

大学等
進学者

大学等
進学率

専修学校
進学率 就職率

７５６７ 比率増減（７５６７ ～ ７５６８）

大学等
進学率

専修学校
進学率

就職率 大学等
進学率

専修学校
進学率

就職率

京都 ７８１７９５ ６Ａ１５Ｂ9 Ｂ９３8 ６９３９ 8３９ ＢＢ３９ ６８３Ａ 8３８ ２６３Ｂ ５３9 ５３６

大阪 7７１Ｂ７６ ９６１9６９ Ａ7３7 ６９３9 ６６３７ Ａ8３６ ６Ａ３５ ６６３８ ２５３９ ２５３６ ２５３６

愛知 Ｂ７１798 ８Ｂ１Ｂ６７ Ａ8３８ ６７３9 ６7３7 Ａ8３Ａ ６７３8 ６7３9 ２５３７ ５３６ ２５３７

東京 ６５７１ＢＡ7 ＢＢ１98Ｂ ＢＡ３８ ６７３9 Ａ３9 ＢＡ３7 ６７３５ Ａ３Ｂ ２５３９ ５３9 ５３８

神奈川 ＢＡ１５５６ ８9１６99 Ｂ５３８ ６Ｂ３５ 7３Ｂ Ｂ５３Ｂ ６Ａ３Ｂ 7３９ ２５３８ ５３９ ５３７

福岡 ９７１9５8 ７７１８５９ Ａ７３５ ６Ａ３9 ６7３７ Ａ７３Ａ ６Ｂ３８ ６7３７ ２５３Ａ ２５３９ ５

全国 ６１５9６１Ｂ６7 Ａ8６１６８8 Ａ８３７ ６7３５ ６Ｂ３9 Ａ８３Ａ ６Ｂ３8 ６Ｂ３8 ２５３８ ５３７ ５３６

７

※「大学等進学者」とは、大学の学部、短期大学の本科、大学・短期大学の通信教育部、大学・短期大学の別科、 高等学校等の専攻科へ進んだ者である

　 なお、進学しかつ就職した者を含む

※中等教育学校後期課程とは、Ｂ 年制の中高一貫教育校の後半 ８ か年の課程（高等学校に相当）

（文部科学省学校基本調査より作成）
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【出身高校の所在地県別　大学・大学院入学者数（6 都府県抜粋）】

年度 2009 2010 2011 2012 2013 5 か年の変化

都府県名 人数
内外
比率

人数
内外
比率

人数
内外
比率

人数
内外
比率

人数
内外
比率

人数
増減

比率
増減

京
都

府内出身者 7１７９7 ７７３７ 7１９8８ ７７３7 7１９Ａ６ ７７３８ 7１９７7 ７７３９ 7１９７６ ７６３9 ６7９ ２５３８

府外出身者 ７Ａ１８Ａ７ 77３8 ７Ａ１９8Ａ 77３８ ７Ａ１9５8 77３7 ７Ａ１Ｂ8９ 77３Ｂ ７Ｂ１８88 78３６ ６１５８Ｂ ５３８

大学入学者 ８７１Ａ99 ６５５ ８７１9Ｂ8 ６５５ ８８１８Ａ9 ６５５ ８８１６６６ ６５５ ８８１8５9 ６５５ ６１７６５

大
阪

府内出身者 ７７１７8９ ９Ａ３Ａ ７８１７９８ ９Ｂ３Ａ ７８１Ａ５7 ９7３８ ７８１６8７ ９7３５ ７８１9５7 ９7３Ｂ ６１Ｂ７８ ７３６

府外出身者 ７Ｂ１ＢＡ7 Ａ９３Ａ ７Ｂ１7６7 Ａ８３Ａ ７Ｂ１６９７ Ａ７３7 ７Ｂ１６Ａ7 Ａ８３５ ７Ｂ１７78 Ａ７３９ ２８79 ２７３６

大学入学者 ９8１9９６ ６５５ ９9１9Ｂ５ ６５５ ９9１Ｂ９9 ６５５ ９9１８８9 ６５５ Ａ５１６8Ａ ６５５ ６１７９９

愛
知

県内出身者 ７Ａ１９６9 Ｂ６３9 ７Ｂ１６６８ Ｂ７３Ｂ ７Ｂ１６Ｂ９ Ｂ７３8 ７Ａ１98８ Ｂ８３Ａ ７7１５Ｂ9 Ｂ９３５ ９１７7７ ６３Ａ

県外出身者 ６Ａ１Ｂ６8 ８8３６ ６Ａ１Ａ8５ ８7３９ ６Ａ１Ａ７7 ８7３７ ６９１9７６ ８Ｂ３Ａ ６Ａ１６9Ａ ８Ｂ３５ ７１８9８ ２６３Ａ

大学入学者 ９６１５８7 ６５５ ９６１Ｂ9８ ６５５ ９６１Ｂ9６ ６５５ ９５１9５９ ６５５ ９７１７Ｂ９ ６５５ Ｂ１ＢＢＡ

東
京

都内出身者 ９９１９７７ ８７３５ ９Ａ１7ＢＡ ８７３８ ９Ａ１Ｂ７8 ８７３Ｂ ９Ｂ１87Ａ ８８３８ ９8１Ｂ9９ ８８３Ａ ９１７7７ ６３Ａ

都外出身者 9９１８7６ Ｂ8３５ 9Ｂ１６６Ｂ Ｂ7３7 9９１９8８ Ｂ7３９ 9８１7Ｂ６ ＢＢ３7 9Ｂ１7Ｂ９ ＢＢ３Ａ ７１８9８ ２６３Ａ

大学入学者 ６８8１79８ ６５５ ６９６１88６ ６５５ ６９５１６６６ ６５５ ６９５１Ｂ８Ｂ ６５５ ６９Ａ１９Ａ8 ６５５ Ｂ１ＢＢＡ

神
奈
川

県内出身者 ６Ｂ１8８８ ８７３９ ６7１9８８ ８８３Ａ ６7１７8Ｂ ８７３9 ６7１８７7 ８８３7 ６Ｂ１88Ａ ８Ａ３６ Ａ７ ７３8

県外出身者 ８Ａ１６87 Ｂ7３Ｂ ８Ａ１Ａ7７ ＢＢ３Ａ ８Ａ１８７５ Ｂ7３６ ８９１５Ａ８ ＢＢ３８ ８６１７５９ Ｂ９３9 ２８１98８ ２７３8

大学入学者 Ａ７１５７５ ６５５ Ａ８１Ａ５Ａ ６５５ Ａ７１Ｂ５Ｂ ６５５ Ａ６１８8５ ６５５ ９8１５89 ６５５ ２８１98６

福
岡

県内出身者 ６９１９9Ｂ ＡＡ３8 ６９１7８６ ＡＡ３９ ６９１Ａ５７ ＡＡ３8 ６９１５５７ ＡＡ３8 ６９１９7６ ＡＡ３7 ２７Ａ ２５３６

県外出身者 ６６１９9８ ９９３７ ６６１8Ｂ8 ９９３Ｂ ６６１９9９ ９９３７ ６６１５88 ９９３７ ６６１Ａ５Ｂ ９９３８ ６８ ５３６

大学入学者 ７Ａ１989 ６５５ ７Ｂ１Ａ99 ６５５ ７Ａ１99Ｂ ６５５ ７Ａ１５9５ ６５５ ７Ａ１977 ６５５ ２６７

全
国

大学入学者 Ｂ５8１7８６ Ｂ６9１６６9 Ｂ６７１8Ａ8 Ｂ５Ａ１８9５ Ｂ６９１６8７ Ａ１Ａ９６

※大学の所在地は、入学した学部の所在地による

（文部科学省学校基本調査より作成）

【出身高校の所在地県別　短期大学入学者数（6 都府県抜粋）】

年度 2009 2010 2011 2012 2013 5 か年の変化

都府県名 人数
内外
比率

人数
内外
比率

人数
内外
比率

人数
内外
比率

人数
内外
比率

人数
増減

比率
増減

京
都

府内出身者 ６１６9７ ９５３Ｂ ６１６９7 ９７３５ ６１５６Ａ ９Ａ３７ 9Ａ９ ９Ａ３７ 97９ ９９３Ｂ ２７６8 ９３５ 

府外出身者 ６１7９７ Ａ9３９ ６１Ａ8８ Ａ8３５ ６１７７9 Ａ９３8 ６１６Ａ8 Ａ９３8 ６１７５9 ＡＡ３９ ２Ａ８８ ２９３５ 

大学入学者 ７１9８９ ６５５３５ ７１7８５ ６５５３５ ７１７９９ ６５５３５ ７１６６７ ６５５３５ ７１６8８ ６５５３５ ２7Ａ６ 

大
阪

府内出身者 ９１７Ｂ７ Ｂ６３8 ９１６8６ Ｂ９３９ ９１６９8 ＢＡ３Ａ ８１78Ｂ ＢＡ３Ｂ ８１977 ＢＢ３9 ２７8Ａ Ａ３６ 

府外出身者 ７１Ｂ９５ ８8３７ ７１８６８ ８Ａ３Ｂ ７１６8８ ８８３Ａ ６１98Ａ ８９３９ ６１9Ｂ8 ８８３６ ２Ｂ7７ ２Ａ３６ 

大学入学者 Ｂ１9５７ ６５５３５ Ｂ１９9９ ６５５３５ Ｂ１８８６ ６５５３５ Ａ１77６ ６５５３５ Ａ１9９Ａ ６５５３５ ２9Ａ7 

愛
知

県内出身者 ８１８Ａ９ 7７３７ ８１９9６ 7８３８ ８１８５9 7８３７ ８１６8Ｂ 7Ａ３８ ８１６８Ａ 7９３９ ２７６9 ７３７ 

県外出身者 ６１７9５ ７7３8 ６１７7６ ７Ｂ３7 ６１７６８ ７Ｂ３8 ６１５９９ ７９３7 ６１５78 ７Ａ３Ｂ ２７６７ ２７３７ 

大学入学者 ９１Ｂ９９ ６５５３５ ９１7Ｂ７ ６５５３５ ９１Ａ７７ ６５５３５ ９１７８５ ６５５３５ ９１７６８ ６５５３５ ２９８６ 

東
京

都内出身者 ８１７9Ｂ ８６３５ ８１５87 ８６３６ ７１997 ８７３９ ７１7Ａ9 ８７３7 ７１９７９ ８６３Ａ ２87７ ５３Ａ 

都外出身者 7１８７9 Ｂ9３５ Ｂ１8Ａ９ Ｂ8３9 Ｂ１７Ａ７ Ｂ7３Ｂ Ａ１Ｂ8９ Ｂ7３８ Ａ１７7７ Ｂ8３Ａ ２７１５Ａ7 ２５３Ａ 

大学入学者 ６５１Ｂ７Ａ ６５５３５ 9１9９６ ６５５３５ 9１７９9 ６５５３５ 8１９９８ ６５５３５ 7１Ｂ9Ｂ ６５５３５ ２７１9７9 

神
奈
川

県内出身者 ７１９８５ Ｂ７３Ａ ７１７97 Ｂ８３９ ７１８６Ａ ＢＡ３7 ７１７５8 ＢＢ３８ ７１７Ａ７ Ｂ7３５ ２６78 ９３Ａ 

県外出身者 ６１９Ａ8 ８7３Ａ ６１８７Ａ ８Ｂ３Ｂ ６１７５Ｂ ８９３８ ６１６７６ ８８３7 ６１６５7 ８８３５ ２８Ａ６ ２９３Ａ 

大学入学者 ８１888 ６５５３５ ８１Ｂ７７ ６５５３５ ８１Ａ７６ ６５５３５ ８１８７9 ６５５３５ ８１８Ａ9 ６５５３５ ２Ａ７9 

福
岡

県内出身者 ７１Ａ7８ Ｂ７３９ ７１8６Ｂ Ｂ９３５ ７１Ｂ９５ Ｂ８３9 ７１Ｂ５５ ＢＡ３８ ７１Ａ9７ ＢＡ３６ ６9 ７３7 

県外出身者 ６１Ａ９9 ８7３Ｂ ６１Ａ8７ ８Ｂ３５ ６１９9８ ８Ｂ３６ ６１８8７ ８９３7 ６１８9６ ８９３9 ２６Ａ8 ２７３7 

大学入学者 ９１６７７ ６５５３５ ９１８98 ６５５３５ ９１６８８ ６５５３５ ８１98７ ６５５３５ ８１98８ ６５５３５ ２６８9 

全
国

大学入学者 7８１６Ｂ８ 7７１５９7 Ｂ8１９８７ Ｂ９１５Ｂ８ Ｂ９１ＢＡ８ ２8１Ａ６５

※大学の所在地は、入学した学部の所在地による

（文部科学省学校基本調査より作成）
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（２）留学生数の動向

長引く不況や円高、さらに ７５６６ 年の東日本大震災の影響等もあり、全国的には、７５６５ 年度以降、留

学生在籍数は減少している。そのなかで京都では、９ 年間で ６１Ａ５５ 名と順調に留学生数が増加している。

今後は、留学生が京都を勉学の地として選んだ「優位性」をより明確にするとともに、「国際的な大学都市・

京都」として、より効果的なブランディング戦略を立てることが大切である。また、留学生受入れにあたっ

ては、学業に専念できる生活環境を整えるため、地方自治体とも連携した施策を講じる必要がある。

【主要都道府県における留学生数の推移 ( 独立行政法人日本学生支援機構 JASSO　より作成 )】

年度
都府県

７５５9 ７５６５ ７５６６ ７５６７ ７５６８
増減 

（Ａ 年間比）

京都 Ａ１８77 Ａ１89Ｂ Ｂ１７９Ｂ Ｂ１9５５ 7１７９８ ＋ ６１8ＢＢ

大阪 ６５１Ａ7Ｂ ６５１79６ ６５１８７Ａ ６５１Ａ７６ ６５１Ａ８８ － ９８

愛知 Ｂ１９7６ Ｂ１77８ Ｂ１7５Ｂ Ｂ１Ｂ７８ Ｂ１７６９ － ７Ａ7

東京 ９８１77Ａ ９Ａ１Ｂ６7 ９８１６88 ９８１Ａ５５ ９７１79６ － 98９

神奈川 ９１８8８ ９１7６Ｂ ９１Ｂ8５ ９１Ｂ8８ ９１Ａ9８ ＋ ７６５

福岡 7１Ａ78 9１ＢＢＡ ６５１Ｂ８Ａ ６５１９８９ ６５１779 ＋ ８１７５６

全国 ６８７１7７５ ６９６１77９ ６８8１５7Ａ ６８7１7ＡＢ ６８Ａ１Ａ６9 ＋ ７１799

（３）加盟校の状況

【加盟校の状況】

年度 ７５５9 ７５６５ ７５６６ ７５６７ ７５６８ 

大学数 ８８ ８８ ８９ ８Ａ ８Ａ

短期大学数 ６Ａ ６Ａ ６Ａ ６９ ６９

学校数計 ９8 ９8 ９9 ９9 ９9

学生数（大学） ６Ｂ７１９88 ６Ｂ８１８7Ａ ６Ｂ８１8６Ａ ６Ｂ９１７9７ ６ＢＡ１５６Ｂ

学生数（短期大学） Ｂ１９9Ｂ Ｂ１５Ａ６ Ａ１８７９ ９１Ａ9Ｂ ９１Ａ８8

学生数計 ６Ｂ8１98９ ６Ｂ9１９７Ｂ ６Ｂ9１６８9 ６Ｂ8１888 ６Ｂ9１ＡＡ９

　第 ８ ステージ期 (７５５9 ～ ７５６８ 年度 ) において、加盟校全体の学生数はほぼ横ばいもしくは微増状態

にある。大学・短期大学別では、大学の学生数が増加し、短期大学の学生数が減少している。また、短期

大学における収容定員未充足の状況は、この Ａ 年間でより深刻さを増している。加盟校からの報告による

と、７５５9 年度において短期大学もしくは短期大学部を擁する全 ６Ａ 法人のうち収容定員を満たしていな

かったのは 9 法人であったが、７５６８ 年度においては全 ６９ 法人中 ６６ 法人へと増加している。

前述した「大学入学における地元志向」と「専修学校入学率の増加」等の全国的な受験動向が、財団の

加盟大学・短期大学の各々にどのような影響を及ぼしているかについてはさらなる分析を要する。しかし

ながら、京都地域では顕在化していないまでも、出身地域に近い大学等への進学や早期かつ確実な就職を

目指す志向が全国的に高まっていると仮定すれば、各大学においてもこれに対応した取組みが必要となる。

すなわち、大規模大学にあっては全国の受験生を引き付ける教育内容の質的向上が要請され、かつ、こ

※大学の学部等が複数の都道府県に所在している場合、事務局本部が所在する都道府県にまとめて集計している
※「留学生」とは、「出入国管理及び難民認定法」に定める「留学」の在留資格（留学ビザ）により、日本の大学（大学院を含む）、
　短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）及び日本の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を
　受ける外国人学生をいう

※学生数は各年度 Ａ 月 ６ 日付にて集計
※ ７５６６ 年度：京都華頂大学　入会、　７５６７ 年度：京都美術工芸大学　入会 、京都市立看護短期大学　退会
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れを受験生・保護者の理解しやすい形で情報発信し、魅力をアピールすることが求められる。また、地域

密着型の中小規模大学等においては、知識基盤型社会を生きるための専門性、幅広い教養、キャリア意識

の維持・向上など、学士課程・短期大学士課程として、専修学校課程とは質的に異なる能力・態度の養成

が求められる。とりわけ短期大学においては、７ か年という期間的制約のなかで専門課程以外の汎用的能

力や教養、キャリア意識醸成のための手立てをどのように講じていくのかが鍵となるものと思われる。

　  財団を取り巻く状況

先の中央教育審議会答申では、大学支援組織（コンソーシアム、大学団体、学協会、認証評価機関等）が、

学士課程教育の質的転換に大きな役割を果たすことが求められているとし、これらの組織が取り組むべき

事項として、次の点を指摘している。

❶「プログラムとしての学士課程教育」という基本的認識の共有や教育方法に関する技術の

　 向上に資する専門家の養成

❷ 学士課程教育をプログラムとして機能させるための職員等の専門家の育成

❸「分野別の教育課程編成上の参照基準」（日本学術会議）等の積極的な活用

❹ アセスメント・テストや学習行動調査等、学修成果の把握の具体的方策の研究・開発

❺ 大学評価の改善

❻「大学ポートレート（仮称）」による大学情報の積極的発信の促進

これらのなかには、財団が取り組むことが適切な内容、他の組織の課題として委ねるべき内容の双方が

含まれているが、設立当初より実績のある FD 事業や加盟校にとって有益な情報の発信などに積極的に取り

組むとともに、情報の収集発信等にあたってはその望ましいあり方を具体的に検討することが必要となる。

そして、当財団が大学間連携事業を一貫して推進してきた点に立ち返るならば、上記に加え、大学と地

域社会・産業界の間に立って、インターンシップや PBL（課題解決型学習 ４ Pおojecが２Baかed Leaおning４ 

Pおoblem２Baかed Leaおning）、サービスラーニング等の仲介を行う中間支援組織の役割についても、再評

価すべきと思われる。中央教育審議会答申においても、大学生の主体的な学修の確立や学修への動機付け

という観点から、地域社会や企業と大学や大学間連携組織（コンソーシアム）が新しい連携・協力関係を

構築することへの期待が表明されているところである。

　一方、国の高等教育予算の動向をみると、７５６８ 年度予算においては、先に発表された大学改革実行プ

ランの課題に沿う形で、「大学教育の質的転換と大学入試」「グローバル人材育成」「地域の核となる大学

づくり（大学 COC）」「研究力強化」「国立大学改革」などが、具体的な事業として予算化され、また、「メ

リハリのある資金配分の実施」を目指して、改革の進捗が顕著な大学に対して多くの資金が集まる仕組み

が採用されている。さらに、国は、大学の機能分化を進める観点からも、各大学の特色をより明確にする

ことを求めている。財団は、これらの国の高等教育政策動向や予算編成方針等を的確に把握し、加盟校に

有益な情報を提供することが、今後一層求められる。

　財団が ７５６７ 年度に行った加盟校向けのアンケート・ヒアリングによれば、設立から ７５ 年を迎えた財

団に対し、事業規模の拡大ではなく事業内容の質や特色化を求める意見が数多く出されている。財団創成

期において新規性を持った事業であったものも、各大学で個別に取り組まれるなど既に定着しているもの

も数多く存在する。今後は、地域・自治体・産業界との繋がりやインターカレッジ性など財団の独自性を

追求できる事業内容を、より加盟大学等のニーズに沿った形で提供し、その期待に応えることが求められ

る。また、これを通じて、財団事業を支える構成員である加盟校等の財団に対する求心力を改めて高めて

いくための工夫が必要となる。

3
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さらに、文部科学省大学間連携事業の支援もあり、近年、様々な形でも「分野別」大学間連携プログラ

ムが生まれている。京都においても府北部地域での地域人材育成のための連携、京都市内の複数大学によ

る教養教育プログラムの共同運営、ミッションを共有する府内外の大学を繋いだ「キャリア教育」「教学

IR」等、特色のある連携が生まれてきている。今後とも、このようなテーマを特定した大学間連携や大学

と地域との連携の事例は増加していくであろう。

このような状況のもと、特定地域において大学間連携事業を展開する「『地域』大学コンソーシアム」

としての当財団が、今後、どのような方向性を目指すべきかが問われている。例えば、特色ある分野別大

学間連携のコミュニティを相互に緩やかに繋ぎ、「情報共有」や「成果発信」において協力する、財団と

繋がりの深い地方自治体等の参画を支援するなど、財団がこれまで担ってきた役割の質的転換や、高度化

する取組みが求められる。
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　 　財団の目指すもの・役割

財団は、「第 ８ ステージの到達点と第 ９ ステージに向けた検討課題について」(７５６８ 年 Ｂ 月 ７9 日第 ７

回理事会 )( 以下「到達点と検討課題」という ) を取りまとめた。このなかで、財団の目指すものと取り組

むべき事業について改めて言及するとともに、第 ９ ステージを迎える現段階において財団の果たすべき役

割を次のとおり再整理している。

【財団の目指すもの】( 定款より内容を抜粋 )

❶ 京都地域の大学間連携と相互協力を図り、加盟大学・短期大学の教育・学術研究水準向上と

　 その成果の地域社会、産業界への還元を目指す。

❷ 地域社会、行政及び産業界との連携を促進し、地域の発展と活性化に努め、京都地域を中心  　　　　　

　 とした高等教育の発展と社会をリードする人材の育成を目指す。

【財団の取り組む事業】( 定款より内容を抜粋 )

大学、地域社会及び産業界との多様な連携による教育、学生支援、研修、調査・研究、情報収集、

情報発信、交流促進

　　　

【財団の果たす役割】＜「到達点と検討課題」より抜粋＞

京都地域において大学の集積を生かした大学連携事業を推進することにより、加盟大学・短期大

学の教育の質向上と「大学都市」京都の発展に貢献する

　

　さらに、これら「財団の目指すもの」及び、「到達点と検討課題」の示す「財団の果たす役割」をより

簡潔に示すならば、次の ８ 項目に集約でき、これらが事業を開発・実施する際、立ち返るべき重要事項と

いえる。そして、これらに加え、第 ９ ステージ期の財団事業に相応しい、現在直面している教育課題への

対応も必要となる。具体的には、前項の情勢分析において述べた「キャリア教育」、「学生参加型事業展開

（PBL など）」、「グローバル化への対応」等が該当するであろう。

　【第 ９ ステージにおいて財団の果たす役割】

❶ 京都地域における大学間連携事業の推進

❷ 加盟校の教育の質向上の追求支援

❸ 「大学都市」京都、地域の発展と活性化への貢献

　 　第 4 ステージにおける事業展開のフレームワーク

　　「到達点と検討課題」は、第 ９ ステージ策定にあたってのフレームワークを Ａ 点示した。

①大学間連携による教育プログラムの充実

②大学の発展を支える教職員の育成事業の充実

③大学のまち・学生のまち京都の活性化

④国際交流プログラムの充実

⑤調査・研究機能の再構築

Ⅱ

６

７

第 4 ステージプラン策定にあたって
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　 　検討課題に共通する事項

前章では、財団の目指すものと役割について再整理したが、「到達点と検討課題」文書は、また、第 ９ ステー

ジプランを策定する際に共通する留意点についても確認している。

【第 ９ ステージ策定にあたっての留意点】＜「到達点と検討課題」より抜粋＞

❶ 加盟大学・短期大学ならびにステークホルダーのニーズ・期待への対応

❷ 質の向上を基本とした「事業の選択と集中」の実施

発足から ７５ 年を迎えた財団は、組織の設置趣旨に基づいた事業展開を図る一方で、創成期の役割と歴

史的経過のみにとらわれず、「組織が『成熟期』を迎えている」という認識に基づき、質量ともに現代的

な事業のあり方を再構築しなければならない。そして、これを実現するためには、単に財団がニーズに応

える事業を行うという形だけにはとどまらない。すなわち、加盟校等及びその構成員である学生・教職員

とともに企画開発・事業運営・改善を進めるなかで、財団の取組みに対する関心を今一度高め、財団組織

の意義を果たしていくことが重視されなければならない。こうした課題認識については、今回設置した６

つのワーキンググループ（以下 WG）の検討過程でも、共通して提言されている。WG の個別検討課題の

事業計画に先立って、下記に言及する ９ 点は、いわば今後の財団事業推進にあたって留意すべき観点であ

り、事業を評価する視点となるものである。

検討課題別の事業計画Ⅲ

６

❶財団事業への加盟校の学生のコミットメントの促進

　財団事業の推進や開発・見直しにあたって、加盟校の学生や院生をスタッフ等の形で参画させる

ことは、教職員と異なった視点での改善アイデアの提供といった効果が期待できるほか、それらを

進めるプロセスそのものに、教育的な意義や効果を持たせることが可能である。学生がコミットメ

ントできる具体的な領域として、広報等の情報発信分野、調査分析活動の補助、課外プログラムを

含む教育関連事業の運営補助等が想定される。実行委員会として学生が企画運営に関わる事業は引

き続き重視されなければならない。

❷財団事業への加盟校の教職員のコミットメントの促進

　本答申が提示する第 ９ ステージ期における事業改善の方向性は、各事業の専門委員会に委ねられ、

具体的な改善案へとつなげられることを想定している。成熟期を迎えた財団の取組みに対し、再度

加盟校からの期待と関心を高め、実りある事業を推進するためには、教職員の主体的な参画が不可

欠である。このたびの答申提起にあわせて、組織の見直しによる専門委員会組織の質量両面での適

正化と委員会の役割の明確化を進め、教職員の実質的な関わりを強化することが必要である。また

専門委員会の見直しとあわせ、後述の調査・研究活動や財団職員出向制度の再評価や研修的側面か

らみた運営方法の高度化なども並行して進めることが求められる。
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なお、次に示す検討課題別の事業計画は、課題ごとに抱える改善点やその優位性等を具体的に示すため、

大学政策委員会 WG による分析結果を可能な限り活かす形で再編集した。よって、課題整理の手順や表現

方法に、章による若干の差異がみられる点について予め留意されたい。

　 　大学間連携による教育プログラムの充実

（１）高大連携事業・インターンシップ事業の背景

財団は、第 ８ ステージプランにおいて、大学入試広報を京都の大学が共同して行う「共同入試広報」を

基幹事業の一つに位置づけ、全国各地で「京都の大学情報コーナー」を開設し、東京等大都市圏で「京都

ワンキャンパス」と銘打った入試広報企画を開催してきた。近年、高校や大学による個別の高大連携企画

のほか、民間の大学進学イベントも増加傾向にある。この状況を受け、京都の大学への進学を奨励する企

画を財団が行う意義が問われ始めている。また新たな状況として、高校の学習指導要領に社会的・職業的

自立を目指す「キャリア教育」の記述が盛り込まれ、これに対応した取組みも求められるようになってきた。

財団の高大連携事業は、７５５８ 年に設立された「京都高大連携研究協議会」（以下「協議会」という）が担っ

てきた。協議会は、模擬講義などイベント要素の強い取組みに終始せず、高大の円滑な接続を組織的に推

進することを目指し、京都府教育委員会・京都市教育委員会・京都府私学連合会・京都商工会議所が連携

して発足し、高校生自らがキャリア形成の一環として大学進学の問題を考えることを意図して、様々な活

動を行っている。財団は、協議会のもとで、「共同入試広報」のほか、「キャリア教育」プログラム ( ※次

項参照 ) の開発にも取り組み、７５６７ 年度に試行的運用を開始した。今後は、「『京都の大学』への進学を

促進するブース派遣型の共同入試広報」事業から、「高校・大学・社会へと繋がるキャリア意識醸成」事

業へと、企画の軸を据えなおす必要がある。

また、財団におけるインターンシップ事業は、６997 年に通商産業省・文部省・労働省 ( 当時 ) が合同で「イ

ンターンシップ推進にあたっての基本的な考え方」を取りまとめたことに遡る。この年、財団はインター

ンシップ制度研究会を発足させ、研究・検討を経て、インターンシップ事業が ６998 年度より全国に先駆

け始動している。当初は京都地域及び、関西圏におけるインターンシップの定着を目的とする ８ 年間のパ

イロット事業であったが、大学、学生、企業等からニーズとその教育効果が認められ、事業継続が確認さ

れた。７５５7 年度には「インターンシップ研究会」を設置し、事業開始から ６５ 年間の総括を行い、改め

７

❸調査・企画機能の強化

　財団における調査機能強化の必要性は、第 ８ ステージプランの到達点においても確認されたとこ

ろであるが、加盟校からの期待に応える点からも、有益な情報・データ・資料の収集・分析は極め

て重要な事項といえる。財団内外に関わるどのような情報等を収集分析することが適切であるかは、

今後の検討に委ねるべきであるが、財団の設置趣旨や目指すものとの関わりでは、大学都市機能研

究、高等教育研究等は必須の事項と考えられる。また、財団事業の実施継続判断の拠所を提示する

ためにも、この機能の維持と強化が必要となる。

❹情報発信・共有機能の強化

　財団の情報発信・共有機能は、財団への関心や事業への期待を維持するために不可欠のものだが、

大学政策委員会ヒアリングでもその弱さが指摘されているところである。前述の情報収集・分析と

あわせて強化すべき機能だといえる。情報発信のあり様は、「大学のまち京都、学生のまち京都」の

アピールにも繋がる課題であり、さらに、その際には、先の加盟校の所属学生・教職員のコミット

メントを促進することで機能強化を図ることが望ましい。
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てこの事業の意義が下記のとおり確認された。

　【財団インターンシップ事業の特色と優位性】

　　❶ 産官学地域連携による教育プログラムとして位置づけ、継続的に展開してきた。

　　❷ インターカレッジ・ゼミとしての特色がある。

　　❸ コース等の増設・再編を繰り返しながら、団体数や実習生数も飛躍的に伸ばしてきた。

　当財団が実施するインターンシップ事業は就職や採用に直結するものではなく、大学における人材育成

に資する教育プログラムとして学生、受入先に認識され、現在に至っている。近年、大学においてキャリ

ア教育が盛んに導入され、学生が在学中に社会との接点を持ち、将来について考えるきっかけを提供する

「インターンシップ」の有用性にも注目が集まっている。

大学単独のプログラムが拡大するなかにあっても、インターカレッジで行う財団の特色を生かし、引き

続き、質の高い教育プログラムとして実施して欲しいという要望が中小規模大学から多く寄せられている。

事業推進にあたっては、この特色と優位性を踏まえた運営と効果測定が求められる。

（２）高大連携事業の現状と課題

７５６８ 年度現在、当財団において推進している主要企画は下記のとおりである。

企画名 概要

京都の大学
「学び」

ﾌｫｰﾗﾑ

高校生に大学での「学び」の魅力を伝え、進学意欲の向上を目指し、加盟校キャンパスで実施する
企画。滋賀会場（春季）、京都会場（秋季）の年 ７ 回を開催し、加盟校提供の模擬講義・体験型講座、
大学紹介ブースのほか大学生（京都学生祭典実行委員会）と高校生の交流企画である「キャンパス
ライフ大研究」、保護者向企画等で構成されている。７５６７ 年度参加実績は ７ 会場のべ ８１９５６ 名で
あった。

Kけoがo
ｶﾀﾘ場

現役大学生が高校生と現在の自分や将来の姿について語り合い、大学生の経験を聞くことを通じて
高校生が自ら将来を考え、学習意欲の喚起を目指すキャリア教育企画。参加する大学生・高校生双
方への教育効果が期待できる。外部 NPO への業務委託形式にて ７５６７ 年度より実施。７５６７ 年度
実績は 7 会場（高校ならびにフォーラム会場）にてのべ ６１Ａ７５ 名の高校生がプログラムに参加した。

Kけoがo
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
倶楽部

高校生・大学生・社会人が直接連携し、学び合うことを目的にプログラム開発に取り組むもの。
７５６７ 年度は試行的に、京都府北部地域の高校生と大学生の交流企画、女子高校生と女子大生がキャ
リアについて交流する企画などを実施した。

実践研究
共同教育
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

大学教員と高校教員が共同して授業プログラム開発に取り組み、高校での正課授業において実践す
るもの。７５６７ 年度参加実績は ９ 高校の企画に ６７ 大学 ６Ｂ 名の教員が協力し、７８9 名の高校生が
プログラムを受講した。

高大連携
教育ﾌｫｰﾗﾑ

京都の高大連携の取組みの情報発信と国内の高大連携活動の情報共有を目的とした企画。７５６７ 年
度参加実績は、高校・大学関係者 ７９９ 名であった。

修学旅行・校外
学習を活かした
ｷｬﾘｱ教育企画

修学旅行、校外学習で京都を訪問した高校生と大学生等のキャリアについて考える交流企画。
７５６７、７５６８ 年度に、各 ６ 回実施。参加実績は、７５６７ 年度修学旅行企画として高校生 ６Ｂ５ 名、
大学生 ６Ｂ 名、７５６８ 年度校外学習企画に高校生 ８７ 名、大学生 ７Ａ 名であった。

①京都の大学「学び」フォーラム

前述のとおり、大学個別の入試企画や類似の民間業者主催イベントが林立している。財団の独自性を打

ち出すうえからも、内容の差別化が求められている。企画発足当時からの趣旨・目的である「大学での学

びの魅力」と新たなコンテンツである「高校生と大学生の交流によるキャリア意識の醸成」を十分にアピー

ルして、加盟校や高校の理解を得るとともに、ニーズにあった内容の見直しが必要である。また、試行的

に実施している大学生と高校生との交流企画「キャンパスライフ大研究」の効果検証と企画定着にむけた

検討が必要である。
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【京都の大学「学び」フォーラム過年度実績】

年度 滋賀 京都 福知山 合計

７５５9 ９５８ ６１9７Ａ ９８５ ７１7Ａ8

７５６５ Ａ７５ ６１8７６ ８９9 ７１Ｂ9５

７５６６ 8７９ ７１７ＢＡ 京都会場へ統合 ８１５89

７５６７ Ｂ79 ７１7７７ － ８１９５６

７５６８ Ｂ77 ７１Ｂ7６ － ８１８９8

※参加者には高校生ほか保護者、教員を含む

② Kyoがo カタリ場

　大学生と高校生とがキャリアについてともに考える企画として定着しつつある。外部 NPO への業務委

託という形態で実施されている現在の体制を見直し、京都の大学生・高校生双方に効果が見込めるキャリ

ア教育とするため、京都の大学生が主体的に企画・運営する取組みへの転換が望ましい。

③ Kyoがo ワークショップ倶楽部

　現行の企画では社会人を巻き込んだプログラムの開発には至っていない。従来「高大接続」を中心に推

進してきた事業に社会人との連携を組み込むことについては議論の余地があるが、「有益なキャリア教育

の提供」という趣旨から、「社会人」との交流機会の提供は大学生への高い教育的効果が期待される。当面、

具体的な交流機会の設定を追求しながら、その効果を検証し、企画の安定実施にむけ体制を整えることが

必要となる。

④実践研究共同教育プログラム

　高校と連携協力することにより、大学教員の授業実践にも示唆をもたらすことを目指して企画された事

業である。現状、高校側の要望をもとに授業プログラムを策定し、そのプログラムに大学教員がボランティ

アで協力するという形態になっており、大学教員の負担が大きいことが課題となっている。「授業プログ

ラムの共同開発」という本来の目的に立ち返り、参加高校数や大学数などの規模の追求ではなく、企画内

容の質を重視して見直しを図るべきである。

⑤高大連携教育フォーラム

　発足から ６５ 年を経過し、企画自体は定着している。今後は、新たなテーマである「キャリア教育」を

はじめ、教科教育中心の従来の内容から、テーマの再検討を行い、前述の実践研究共同教育プログラムと

有機的に結びついた企画の具体化を進めることが求められる。

【高大連携教育フォーラム過年度実績】

年度 回数 参加者 テーマ

７５５9 第 7 回 ７６Ｂ 高大連携から接続教育への視座　～高大で考える「生きる力」の育成～

７５６５ 第 8 回 ７Ａ８ 新しい時代に求められる能力をどう育成するか～高大接続テストの持つ意味～

７５６６ 第 9 回 ７９9 新学習指導要領が求める学力とは

７５６７ 第 ６５ 回 ７９９ これからの時代に求められる学力・能力とは？－教育の目標を明確化するために－

７５６８ 第 ６６ 回 ６9Ｂ 新しい時代を拓く高大接続の『学び』とは―京都からの発信―

※参加者には報告者／コーディネーター、京都高大連携研究協議会関係者を含む
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⑥修学旅行・校外学習を活かしたキャリア教育企画

７５６７ 年度より、修学旅行や校外学習として京都に赴く高校生に対し、加盟校の大学生が自大学の選択

理由や京都の優位性を訴求する「キャリア教育企画」を試行し、高校生・大学生の双方から一定の評価を

得ている。新たな広報展開のためのコンテンツとしてだけではなく、高校と大学を繋ぐ教育プログラムと

して、その推進体制や効果検証のあり方が課題に位置づけられている。とりわけ、大学生スタッフの確保

については、より安定的に実施するべく、専門の大学生スタッフを確保しなければならない。キャリア企

画としての位置づけを勘案すれば、財団のインターンシップ修了生の参画も考えられる。さらに、大学生

スタッフの組織化に際しては、その研修内容の具体化も並行して進めることが必要である。

なお、全ての企画にも通じる課題であるが、これまで、高大接続・連携事業は全般的に高校への広報が

中心となり、加盟校への企画の趣旨説明や周知が十分ではなかった。今後、高校と大学双方にとって有益

なキャリア教育企画を開発実施するため、大学への説明と協力要請を意識的に進めるべきである。

（３）インターンシップ事業の現状と課題

現在のインターンシップ事業の概要とその規模は下記のとおりである。受入先は京都地域を中心に、

一般企業や行政機関、NPO・NGO 等、幅広い分野に及んでいる。短期実践型の「ビジネス・パブリック

コース」と長期企画型インターンシップ（プログレスコース）が展開されている。

コース名 概　要

ビジネス・
パブリック

コース

企業・行政機関・非営利組織（NPO・NGO 等）において 8 月中旬～ 9 月中旬の間に ７ 週間～ ６ か
月程度の実習を行う。事前・事後学習を通じて業界研究・ビジネスマナーやリスクマネジメント等に
ついても学ぶ。

プログレス
コース

企業・行政機関・非営利機関（NPO・NGO 等）が提示したテーマに沿って実施するプロジェクト型
インターンシップ。プロジェクトへの参画を通して、様々な角度から実社会を見つめ、現状を把握す
る力、課題を発見する力、その課題を解決する力を身につけ、受入先企業・団体等にとっても有益な
成果等をもたらすことを目的に長期（Ｂ 月～ ６６ 月）で実施するもの。

【財団インターンシップ事業登録団体数、出願・許可者数】

コース種別　　　　　　　年度 　2009 　2010 　2011 　2012 　2013 

登録団体数

ビジネス・パブリックコース ８７８ ７５７ ７7Ａ ７Ａ７ ７８９

プログレスコース ６Ａ ６Ａ ６8 ６８ ６６

小計 ８８8 ８６7 ７9８ ７ＢＡ ７９Ａ

出願者数

ビジネス・パブリックコース Ｂ９７ 9７8 Ｂ７Ｂ Ｂ７６ Ａ8５

プログレスコース 79 ＢＡ Ｂ９ ＡＡ ９7

小計 7７６ 99８ Ｂ9５ Ｂ7Ｂ Ｂ７7

許可者数

ビジネス・パブリックコース ９５Ｂ Ａ５Ａ ９９Ａ ８7６ ９６６

プログレスコース Ｂ7 Ｂ７ Ｂ７ Ａ６ ９Ａ

小計 ９7８ ＡＢ7 Ａ５7 ９７７ ９ＡＢ

①ビジネス・パブリックコース

　教育上の観点から多種多様な業態の受入先確保が課題となっている。受入先のなかには、作業要員確保

とも見受けられるケースや、指導のあり方等において課題のある企業等もみられることから、本事業を教

育プログラムとして理解し、質の高い実習を提供できる受入先の維持・確保が課題となっている。質の高

い受入先の維持・確保には、要件の明確化や現行の受入先への説明など、きめ細かな対応が求められる。

あわせて、これに関わる体制整備や折衝のあり方等についても検討が必要となる。
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②プログレスコース

プログレスコースでは PBL の手法も取り入れ、地元の企業・団体との連携により地域活性化にも繋が

る取組みも進めている。しかし、学生の成長が高く期待でき、さらに地域社会や地元企業・団体にも貢献

できるコースであるが、出願者減少が続いている。このことは、コース改革を進めるにあたっての課題に

なっている。財団では、事業発足の早い段階から、短期プログラムを定着させた後、高い教育効果の見込

まれる長期プログラムへと移行させることを目指してきた。今回この考え方を改めて確認し、実施数拡大

を目指すのではなく、受入先数の適正化、積極的な受入先に対する短期から長期コースへの移行の働きか

けなど、コース再編を目指すべきである。

③財団プログラムの特色の明確化と周知

近年、大学独自のプログラムが充実していくなか、財団、京都府、京都市をはじめとする行政機関、各

教育委員会等の教育機関、経済団体、大学等で構成される京都キャリア教育推進協議会が ７５６８ 年度に設

立されており、今後、連携内容や役割分担について具体的に検討していく必要がある。

インターンシップの定着に伴い、財団プログラムの位置づけを一層明確にし、特色を打ち出すことが課

題となっている。一方で、数あるプログラムのなかから、充実した事前事後学習や複数大学の学生の相互

交流の持つ意義を理解し、財団プログラムを選択している学生や、これを高く評価する大学も存在する。

これらを踏まえ、学生向け・加盟校向け・受入企業向けなど様々な角度から財団インターンシップの魅力

と特色の打ち出しについて検証する必要がある。その際、修了生（OBOG）を組織化し、後輩や受入先に

対し、修了生の立場からその魅力や成果を発信する機会も確保すべきである。また、財団作成の報告書や

リーフレット等広報物が、適切に加盟校に情報共有されているかについても確認する必要がある。

④実施時期の再検討

新卒者の就職にむけた選考開始の時期が後倒しされる方向で調整されていることに対応し、インターン

シップ実習時期の見直しが必要である。７５６８ 年に政府が経済３団体に ７５６Ａ 年度卒業・修了予定者（７５６Ｂ

年度新卒入社者）からの就職・採用活動のスケジュール変更を要請し、経済界がその受入れを表明している。

これを受け、従来の実習時期である「８～９月」が企業の採用活動時期と重複することから、「２～３月」

に実施時期を移行することも検討の対象となる。さらに「キャリア意識醸成」の効果を見込むならば、低

年次での実施も考慮する必要がある。その際は、受入先との調整や大学での配当年次等の見直しも検討す

べきである。

⑤事前事後学習プログラム

財団インターンシップの充実した事前・事後学習プログラムに、加盟校から高い期待が寄せられている。

これを踏まえ、ニーズに合ったものであるかどうかプログラム内容を検証することが必要である。また、

課題の洗い出しや具体的な改善策の検討とともに、優れたプログラム内容が十分に情報発信できているか

という、広報的観点からも検証する余地がある。

⑥推進体制

今後、具体的なプログラム改善は、「インターンシップ研究会」中心に推進していくことが適切である。

同研究会は事業をコーディネートするとともに、毎年参加した学生、企業団体等に対する詳細なアンケー

トを実施し、その結果分析に基づくプログラム見直しを進めてきた。今後は、豊富な事業経験を活かしな

がら、単年度の検証にとどまらず、長期的視野を踏まえた総合的改善案を具体化していくことに期待した

い。なお、「研究会」という名称は専門委員会の実態に則さないので、見直すことが望ましい。
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（４）単位互換事業・生涯学習事業・e２ ラーニングの取組みの背景

単位互換事業は、京都の地域特性・優位性を活かした新たな大学間連携教育事業として推進されてきた。

単位互換制度は、単位互換協定を結んだ加盟校の学生であれば、他大学が提供する正規科目を受講し、そ

れが自大学で単位認定される制度である。これは、学生が自己の学習目的にしたがって、自大学の授業科

目以外に他大学の授業科目も含めて総合的かつ体系的に履修できることが目指されていた。当初、単位互

換制度の提供科目は各加盟校がこの制度のために特別に開講する「持出科目」と、既に開講されている科

目に単位互換履修生のために定員を設ける「既存科目」に分類して提供された。その後、大学へ補助金を

支給して開講する「コーディネート科目」が提供され、科目の充実が図られた。この「コーディネート科

目」は、①複数の研究者の視点や、行政・企業の最前線の当事者から最新情報を学ぶ、②京都を多角的に

研究する、③ ICT を活用した授業科目等を当財団がコーディネートし、大学間連携や産学官・地域連携に

より新たに開設するもので、京都の単位互換事業の大きな特色の一つとして位置づけられている。７５５９

年度には文部科学省特色 GP「大学連携による新しい教養教育の創造～京都地域における単位互換制度～」

にも採択され、そのもとで、パッケージ化、コーディネート科目等の特色化を行った経緯がある。

受講者数の変遷としては、開始当初は認知度の向上と各大学からの提供科目、受講者数の増加に重点を

置いて事業推進していたことも相まって、受講者数は ７５５６ 年度において ６５１５５５ 名を超え、第 ７ ステー

ジ期（７５５９ ～ ７５５8 年度）でも平均して 9１５５５ 名程度が受講していた。しかし、各大学の教育課程の体

系化や独自プログラムの充実、受講にあたっての加盟校の指導方針の変化等もあり、第 ８ ステージ期（７５５9

～ ７５６８ 年度）は平均 Ｂ１５５５ 名程度となり、さらにここ数年の受講生も年々減少している。

生涯学習事業は、６997 年 ９ 月に京都市の協力（委託事業）により発足した「シティカレッジ」に始まり、

７５５7 年度に現在の「京（みやこ）カレッジ」にリニューアルされ、７５５9 年度の「プラザカレッジ」と

の統合を経て、現在に至っている。これは加盟校の開講科目をより多くの市民に開放し、社会人の学習意

欲に応えることを目的としている。このため、Ｂ５ 代を中心に多くの社会人が学生とともに学習をしている。

第 ８ ステージプランでは、e２ ラーニングシステムを活用することで、単位互換事業や生涯学習事業を中

心とした教育コンテンツの充実、受講機会の拡充が期待され、戦略的大学連携事業採択（７５５8 ～ ７５６５

年度）を受け、単位互換事業の一環として VOD（Video On Demand）科目 ６５ 科目とポリコムを利用し

た遠隔講義科目 Ａ 科目が開発された。

（５）単位互換事業の現状と課題

単位互換制度の利用状況 ( 概要 ) は下記のとおりである。

科目は、開講場所別の分類では、キャンパスプラザ京都にて開設される「プラザ科目」、提供大学のキャ

ンパスで実施される「オンキャンパス科目」、e２ ラーニングシステムを活用した「e２ ラーニング科目」の

８ 種類がある。また、「プラザ科目」のなかには、内容や授業の進め方等の面において独自性や特色を持

つものをコーディネートして提供する「コーディネート科目」が含まれる。これらについては、財団とし

てコーディネート料を措置し、授業担当者に支給することで科目開発に役立ててもらっている。

また、履修学生の利便性を考慮して、「プラザ科目」を提供する大学に対して科目開設補助金を支給し

ている。
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【単位互換プログラム概況】

年度
包括協定

大学

提供

科目

出願者有

科目

履修者有

科目

履修者 0 名

科目
出願者

履修

許可者

単位

修得者

単位

修得率

７５５9 ９Ｂ Ａ５９ ９６７ ９６７ 9７ 7１8５９（Ａ７Ａ）Ｂ１899（ＡＡＡ） ９１５Ａ６ Ａ8３7％

７５６５ ９8 Ａ８６ ９７8 ９７Ａ ６５Ｂ Ｂ１９Ｂ９（Ａ8９）Ａ１9８７（ＡＡＡ） ８１Ａ8Ａ Ｂ５３９％

７５６６ ９9 ＡＢ６ ９８７ ９７Ｂ ６８Ａ Ｂ１５８５（８78）Ａ１Ｂ９８（８77） ８１８８8 Ａ9３７％

７５６７ Ａ６ ＡＡ６ ９６Ａ ９６６ ６９５ Ｂ１５ＡＡ（Ａ7８）Ａ１Ｂ５６（ＡＢ８） ８１８78 Ｂ５３８％

７５６８ Ａ５ Ａ９５ ９５９ ９５７ ６８8 Ａ１８Ａ５（６８８）９１ＡＢ7（６８８） ２ ２

※（　　）は前期出願以外の出願者・履修許可者数

【単位互換プログラム　科目内訳】

年度 オンキャンパス科目
プラザ科目

（）はコーディネート科目
e ラーニング科目 合計

７５５9 　　　　　　　９６Ｂ　　　　　　　　　88（９６） ー 　　　　　　　　　Ａ５９

７５６５ 　　　　　　　９９Ａ 　　　　　　　8Ｂ（８8） ー 　　　　　　　　　Ａ８６

７５６６ 　　　　　　　９ＡＡ 　　　　　　　9７（８５） ６９ 　　　　　　　　　ＡＢ６

７５６７ 　　　　　　　９ＡＡ 　　　　　　　8７（６8） ６９ 　　　　　　　　　ＡＡ６

７５６８ 　　　　　　　９９５ 　　　　　　　8８（７５） ６7 　　　　　　　　　Ａ９５

①科目の特色化

近年、カリキュラムポリシーやディプロマポリシーが明確化されるなか、各大学の教育課程における科

目の順次性、系統性や教育内容の質を重視する傾向が強くなっている。所属大学・学部により卒業要件や

履修条件に相違があり、カリキュラム上の制約から単位互換制度そのものを利用することが難しい大学・

学部も存在する。そのため、本制度を十分に活用できる状態とはなっていないのが実情である。単位互換

制度では、出願・履修者数、提供科目数の増加など、量的目標を掲げてきたが、制度発足から年数を重ね

るにつれ、単位互換制度の位置づけが変化していると考えられる。

単位互換制度の魅力を高めるには、「自らの専門分野以外で視野を拡大できる科目」・「社会的ニーズの

ある科目」といった特色のある科目の開設・提供など、科目の再整理を行うことが必要である。各大学のキャ

ンパスで開講される科目「オンキャンパス科目」については、自大学の既存科目を他大学に開放している

という側面が強いが、キャンパスプラザ京都で開講される「プラザ科目」については、利便性の高い地の

利を生かして、多くの大学や専門の異なる学生が一堂に会し、ともに履修することで多角的視野を養うと

いう教育的な意義や、教員が他大学の学生の反応や意見を理解する機会の提供などが期待される。また、

コーディネート科目など特色のある科目も「プラザ科目」に位置づけられており、財団事務局とも連携が

とりやすい。「プラザ科目」を中心に充実・強化を図ることで、一層の特色化を打ち出すことが可能となる。

さらに、著名な講師を招聘するなど講義内容の魅力向上もさることながら、他大学の学生、教員とのコミュ

ニケーションを促進し座学だけではない授業方法を工夫することについても検討が必要であろう。そのた

めには、キャンパスプラザ京都で実施された科目に対して、一律に科目開設補助金を提供する現補助制度

ではなく、科目選定基準を設定し、授業内容に応じて補助金額を決定するなど、「量から質」へ転換する

方策についての検討が必要であろう。加盟校やその学生らがどのような科目を求めているかを調査したう

えで、選定基準を設定することが必要である。

②科目内容・到達度等に関する点検評価機能の構築

前述のとおり、科目の特色化は質の保証や内容の追及と切り離せない課題である。大学ヒアリングでも、

大学教育の質保証が重要な関心となっている状況を反映し、提供科目の質を担保する取組みを求める声が

多く聞かれた。特に教育効果を高める工夫として、提供科目の体系化あるいはコーディネート方法の改善

への強い要望が寄せられている。前述のとおりコーディネート科目等の整理をしつつ、それ以外の単位互
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換科目についても加盟校にとってより魅力ある質の高いものを提供してもらうために、科目数を厳選する

ことが必要である。また、科目群の体系・構成も含め、単位互換科目に対する大学・担当教員のニーズや

受講学生の学んだ内容や意見等を調査したうえで、今後の単位互換のあり方を検討することが重要である。

また、提供科目の内容・到達度等を点検評価することも必要であろう。それらの内容を検証するため、

現行の、加盟校教務担当者の意見交換の場である「単位互換事業ワーキンググループ」とは別に、新たな

委員会を設置することが望ましい。

③単位互換科目の打ち出し（広報）

受講生が年々減少している理由として、各大学のカリキュラムの厳格化の影響を受けていることは認め

ざるを得ない。しかしながら、本事業の認知度を戦略的に向上させる手立てを十分講じてこなかった点に

ついては改善の余地がある。現状では ６５ テーマによる科目の分類、科目数、受講者数については打ち出

しているものの、単位互換科目として打ち出す意義を有した個々の科目の内容や特色について明示できて

いないことや、後述する e２ ラーニングシステムでは、本来の狙いであった遠隔地の受講者が想定してい

たほど履修していない状況にあることなど、広報上の課題は少なくない。第 ９ ステージプランにおいては、

手続きの簡素化（募集ガイド、手続き要項などの Web 化）による、コスト削減を原資に、科目の特色を

打ち出した広報戦略（リーフレット、Web、学生や社会のニーズに応えた科目の打ち出しなど）に力点を

置く必要があるだろう。

（６）生涯学習事業の現状と課題

生涯学習事業「京（みやこ）カレッジ」の利用状況 ( 概況 ) は下記のとおりである。

【京（みやこ）カレッジ　科目提供大学数、提供科目数、出願者数等】

年度
科目提供
大学数

（注 ６）

提供
科目

出願
科目

出願者
一人あたり
平均出願
科目数

＜実数＞
（前期） （後期）

＜延べ数＞
（前期） （後期）

７５５9 ８7 大学 ８ 機関  ９９8 ７８8 ＡＡ7 ９８５ ６１９９６ ８7６ ７３５

７５６５ ８Ａ 大学 ７ 機関 ９Ｂ５ ７９7 ＡＢ9 ７５  ６１８Ｂ8 78 ７３Ａ

７５６６ ８Ｂ 大学 ６ 機関 　 ９7Ｂ ７７Ｂ Ａ8７ ７9 ６１９５５ 7Ａ ７３９

７５６７ ８Ｂ 大学 ６ 機関 　 ９Ｂ9 ７７8 Ａ9Ｂ ６8 ６１７ＢＡ Ｂ７　　 ７３６　　　

７５６８ ８Ｂ 大学 ６ 機関 ９７8 ６9９ Ａ５Ｂ ６Ｂ ６１５7９ ９５ ７３６

※「科目等履修生受入れについての申し合わせ」を締結している大学数とは異なる
※ ７５５9 年度は別途特別講座（定員 ６7５ 名 ゾ８ 回）を実施

①提供科目の整理

　現在、提供科目を「大学講座」「市民教養講座」「キャリアアップ講座」「京都力養成コース」の ９ つのカテゴリー

に分類している。とりわけ「京都力養成コース」の各科目では、京都の歴史・伝統・産業・文化等に触れることの

できる財団ならではの内容を提供し、多くの市民の参加を得ている。大学ヒアリングにおいては、「大学をアピー

ルする非常に有益な事業」等、京カレッジの広報的側面が評価されている。次に、「教育・研究内容を市民に還元

できる機会として重要」、「大学の社会貢献の一環として、単独で行うよりも効果が期待できる」等、地域社会に対

する社会貢献ができるという点も高く評価されている。

その一方で、「『社会人や一般の市民に対して提供する』という視点での科目の選定が必要」との指摘も多くなさ

れており、実際 ７５６８ 年度では、出願者がゼロであった科目が約 ＡＡ％と半数を超えている。大学によっては、大
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学生に提供する単位互換科目を、そのまま京カレッジ科目としても提供していることも多いため、社会人のニーズ

に合った科目を提供できていないのが実情であり、「大学をアピールする機会」という加盟校の感じるメリットを

残しつつも、従来のように科目提供を各大学任せにしておくことは必ずしも適切ではない。単位互換事業と同様に

提供科目を再整理する必要がある。例えば、「京都力養成コース」は ９ つのカテゴリーのなかで最も提供科目が少

ないが、出願者数が最も多く、なかには授業定員を超えている科目も出ている。本コースに強いニーズが

あるのであれば、それに特化した事業展開に転換することの是非についても検討する必要がある。

②他機関の生涯学習事業との連携による広報体制の確立

　前述のとおり、大学ヒアリングにおいては、「大学をアピールする非常に有益な事業」等、京カレッジ

の広報的側面が評価されている。また、個別大学でも広報している生涯学習事業についても当財団が発行

する冊子、「京カレッジ生　募集ガイド」に掲載し、募集を受け付けているため、その期待も大きい。し

かしながら、冊子のページの大半以上が単位互換事業で提供する科目であり、うち Ｂ５３９％は出願者がゼ

ロの科目であるため、実用性については再検討するべきである。また、京都市教育委員会が運営している、

『京都市生涯学習情報検索システム っ 京まなびネット 、』のような京都市内の生涯学習情報の専用 Web サ

イトもあり、それらを活用した Web への移行も含めて検討したい。

（７）e２ ラーニングの現状と課題

７５６７ 年度は VOD 科目 ６９ 科目において 77９ 名の履修があり、遠隔地の大学が単位互換事業に参画で

きるツールとして VOD の有効性が確認できた。しかし、生涯学習事業においては ７５６７ 年度の VOD 科

目 9 科目における社会人履修者は ８ 名にとどまっている。

大学ヒアリングでは、特にコンテンツ制作にあたっての大学の経費負担が大きく、積極的に活用できて

ないという悩みが出された。補助金がある期間は科目開発や修正するための経費支援が行えるが、補助期

間満了後においては、新たな経費支援策を財団が講じない限り、コンテンツ拡充を続けていくのは困難で

あると予想される。また、e２ ラーニングコンテンツは、科目内容によっては数年ごとに内容の見直しを要

するものも含まれる。VOD の継続的な活用を判断する場合、最低限の内容見直しやアップデートに要す

る経費を安定的に見込むことも必要である。さらに、活用方策とあわせて、e２ ラーニングによる自学自習

とそれを提供する教員や指導者とのインタラクティブなやり取りの保証、学習者のモチベーション維持の

ための仕掛けなど、システム活用に付随する人的体制の確保についても検討課題として残っている。

また、今後は e２ ラーニングを「単位互換科目」や「京カレッジ科目」の VOD コンテンツの拡充の観点

のみで捉えるのではなく、財団における教育プログラムを運営する教務システム整備、場所と時間に拘束

されないバーチャル空間を活用した教育手法の導入等の面から、有意義な利用方法の開発にも留意してい

く必要がある。開発に際しては、加盟校等へのニーズ調査等も踏まえて内容を判断すべきである。

　 　大学の発展を支える教職員の育成

（１）背景

大学教職員の育成については、Facきlがけ Deぎeloｫmenが( 以下「FD」) 事業、Sがaf Deぎeloｫmenが( 以下「SD」)

事業がその柱となる。これらの事業は、財団の創成期ないし初期の段階からの長期間にわたる活動経験を

もつ。

FD 事業については、７５５8 年、FD 活動が大学設置基準の改正に伴って「義務化」され、全国各地・各

大学において様々な FD イベントが取り組まれるようになった。第 ８ ステージ期においては、全国から大

学関係者を多数集める「FD フォーラム」の実績を踏まえつつ、単なる規模の追求にとどまらない体系的

FD 事業の開発を進めてきた。文部科学省戦略的大学連携事業（７５５8 ～ ７５６５ 年度）の採択を受け、上

3



18 第 4ステージプラン

述の「FD フォーラム」に加え、階層別 FD 研修（FD 執行部塾・Facきlがけ Deぎeloｫeお 塾・新任教員 FD 合

同研修）を開発し、文科省事業終了後も継続実施している。FD フォーラムにおいては、従来の講演傾聴

型のスタイルから、一部グループディスカッションなどの参加型のスタイルを取り入れた分科会の配置、

参加者の情報交換・交流を促進させるためのポスターセッションなどを導入し、フォーラム参加者の満足

度向上を目指している。

今後は、現行プログラムの効果測定や、また、加盟校関係者のニーズに見合った FD 事業（コンテンツ・

実施手法を含む）を、財団の限られた体制・予算のなかでどう具体化するかが課題となる。その際、留意

すべきは、財団として実施した FD 事業が、加盟校の現場で、どのように効果的に活用され、また独自の

FD 活動の豊富化や質的向上に繋がっているかをフォローし、次の企画開発につなげていくことであろう。

さらに、FD 活動の定着により、活動が、「啓発」の段階から、大学・機関相互の「情報共有や交流」の段

階へと変化してきていることにも留意しなければならない。これらも踏まえながら、それにふさわしい活

動スタイルへの転換も検討すべきである。

SD 事業にあっては、文部科学省の「学士課程教育の構築に向けて（答申）」（７５５8 年）において「大

学職員は，大学の管理運営に携わる １ また，教員の教育研究活動を支援するなど，重要な役割を担っている。

（中略）大学経営をめぐる課題が高度化・複雑化するなか、職員の職能開発（SD）はますます重要となっ

てきている。」とされ、大学教員の能力開発及び大学の組織的教育改善である「FD」とともに、「SD」の

重要性が整理されている。そして、その SD 活動についても、大学間連携により本格的な調査研究や実践

を推進する組織が発展してきている。東日本広域圏の大学連携 FD ネットワーク っ つばさ 、、四国地区大学

教職員能力開発ネットワーク（Shikokき Pおofeかかional and Oおganiげaがional Deぎeloｫmenが Neがくoおk in 

Higheお Edきcaがion：SPOD)、九州地域大学教育改善 FD・SD ネットワーク（Q２Linkか)、FD ４ SD コンソー

シアム名古屋などがそれにあたる。このような連携組織の取組みも参考にしつつ、財団の SD 事業におい

ては、加盟校の多様なニーズ（大学職員としてのスキル向上、高等教育情勢等の理解、職員間のネットワー

ク形成など）を適切に把握しながら、内容及び対象となる参加層（ターゲット）を明確にしたプログラム

の提供が求められる。また、FD 事業同様、財団のプログラム参加者が、受講後に大学組織内で活かすこ

とを意識したプログラム開発と SD 活動の情報共有・交流の仕組みが必要である。

さらに検討すべき点として「教職協働」の課題が挙げられる。財団における FD・SD 両事業の推進体制

は各々独立して設置されているが、課題によっては、教員・職員が共同して取り組まなければ解決しえな

いものも存在する。例えば、大学全入時代における学生の基礎学力・成熟度、特性の多様化に対応した「学

生支援」のあり方などは、その典型と言えるだろう。教職協働の理念に基づく FD・SD 事業の連携を、必

要とされる分野において適切に進めることが求められる。

いずれにせよ、財団が FD・SD 事業を進めるにあたっては、個別大学では実施が困難な内容、大学間連

携でこそ可能な方法に留意して開発・実施すべきである。



19京都地域における学生の「学びと成長」の支援をめざして

（２）FD 事業の現状と課題

　FD 事業における主要な実績 ( 概況 ) は下記のとおりである。

【FD フォーラム　　参加者数及びテーマ】

年度 回数
参加者

（加盟校）
テーマ

７５６５ 第 ６Ｂ 回 8Ｂ５（６７8）組織的 FD の取り組み ～ FD 義務化から現在（いま）～

７５６６ 第 ６7 回 99Ａ（７９６）
大学におけるキャリア教育を考える

～企業が求める人材って、大学で育成しないとだめ？～

７５６７ 第 ６8 回 898（６Ｂ8）学生が主体的に学ぶ力を身につけるには

７５６８ 第 ６9 回 8８７（７５６）社会を生き抜く力を育てるために

【新任教員 FD 合同研修プログラム　参加者数及びプログラム概要】

年度 プログラム
参加者 

（加盟校）
テーマ

７５６５※

Ａ ６９（６９）
FD，大学教員のキャリア開発、授業デザインのための基礎知識、さまざまな
授業形態（模擬授業）、学習者中心の授業運営の基礎知識

Ｂ ６9（６9）
大学のまち・学生のまち京都、授業デザインのための基礎知識ワークショップ、
さまざまな授業形態（模擬授業）、成績評価のための基礎知識ワークショップ

７５６６

Ａ ８７（８７）
FD，大学教員のキャリア開発、授業デザインのための基礎知識、さまざまな
授業形態（模擬授業）、学習者中心の授業運営の基礎知識

Ｂ ７９（７９）
大学のまち・学生のまち京都、成績評価のためのワークショップ、授業設計の
ためのワークショップ、授業実践ワークショップ

７５６７

Ａ ６Ａ（６Ａ）
FD，大学教員のキャリア開発、授業デザインのための基礎知識、学習支援・
特別支援のための基礎知識、学習者中心の授業運営の基礎知識

Ｂ ７５（７５）
大学のまち・学生のまち京都、授業設計のためのワークショップ、授業実践ワー
クショップ、成績評価のためのワークショップ

７５６８

Ａ ７８（７８）
大学教員のキャリア開発、授業デザインのための基礎知識ワークショップ、学
習支援・特別支援のための基礎知識ワークショップ、学習者中心の授業運営の
基礎知識ワークショップ

Ｂ ６7（６7）
大学のまち・学生のまち京都、授業設計のためのワークショップ、授業実践ワー
クショップ、成績評価のためのワークショップ

※ ７５６５ 年度の活動は佛教大学を代表校とする文部科学省戦略的大学連携支援プログラムによるもの
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【京都 FDeお 塾　参加者数及びテーマ】

年度 回数 参加者（加盟校） テーマ

７５６５※

第 ９ 回 ７Ａ（７Ａ）「授業公開」の抱える課題 ～京都外大・佛大の事例より

第 Ａ 回 ６５（６５）
授業活性化へのヒント～ファシリテーションとは～、京都産業大学　Ｆ工房
沿革、実際の授業を題材にした支援案作成のワークショップ

第 Ｂ 回 ６６9（８５）【第 ６ 回 FD セミナー】授業技術を考える～多人数授業の工夫～

第 7 回 ７７（７７）イギリスの FD ～レスター大学の取組み～

第 8 回 ６９（６９）授業連携の視点と方法

第 9 回 ＡＡ（ＡＡ）ポスターセッション「連携大学・短期大学の FD 活動から学ぶ」

第 ６５ 回 8Ａ（９７）【第 ７ 回 FD セミナー】FD 連携事業～ ８ 年間の活動報告と今後の展望～

７５６６

第 ６ 回 ７Ａ（７９）教学 IR 入門編　～大学における Inかがiがきがional Reかeaおch とは～

第 ７ 回 ６６（６６）教学 IR 活用編　～データを活用した学習支援事例～

第 ８ 回 ６５９（Ａ６）教学 IR 海外編　IR と教育改善～オーストラリアの事例から学ぶ～

特別公開 ６６（６６）
FDeお のためのワークショップ 

～組織的な FD を実現するための効果的なアプローチを探る～

７５６７

第 ６ 回 ６９（６９）学生支援・学修支援　～学生の学びを伸ばす学生支援とは～

第 ７ 回 ６７（６７）学生支援・学修支援　～学生の学びを伸ばす学生支援とは～

第 ８ 回 ６５７（９Ａ）学生支援・学修支援　「今、必要な学生支援・学修支援とは？」

７５６８

第 ６ 回 ６７（６７）教学マネジメントを支えるキーワード ～ っPDCA サイクル 、 の果たす役割とは？～

第 ７ 回 ６８（６８）
教学マネジメントを支えるキーワード っ 教職協働 、 ～教職協働で実現する対話
による教学マネジメント支援～

第 ８ 回 79（８７）
実効性のある教学マネジメント実現の条件とは～教員・職員双方の視点から
考える～

※ ７５６５ 年度の活動は佛教大学を代表校とする文部科学省戦略的大学連携支援プログラムによるもの

【京都 FD 執行部塾　参加者数及びテーマ】

年度 回数 参加者（加盟校） テーマ

 ７５６５※ 第 ６ 回 ８８（８６）組織的な大学教育改善と大学執行部の役割

７５６６ 第 ７ 回 ９５（８9）FD 推進におけるトップマネジメントの役割～名城大学での取組を例に～

７５６７ 第 ８ 回 Ａ８（９9）グローバル時代における組織的な大学教育改善とリーダーシップ

７５６８ 第 ９ 回 ９７（９７）グローバル化と大学教育改革 ～改革の実効性を高めるための視点～

※ ７５６５ 年度の活動は佛教大学を代表校とする文部科学省戦略的大学連携支援プログラムによるもの

【『まんが FD ハンドブック　おしえて！ FD マン』発刊状況】

年度 テーマ

 ７５６５※

 Vol３６
 新任教員編

第 ６ 章　授業運営の工夫
第 ８ 章　教材・教具の活用

　第 ７ 章　さまざまな授業形態
　第 ９ 章　こんな時、どうしたら…

 Vol３７
 成績評価編

第 ６ 章　成績評価の目的と機能
第 ８ 章　フィードバックと学生の自己評価
第 Ａ 章　大学の基礎知識

　第 ７ 章　成績評価の方法と特徴
　第 ９ 章　こんな時どうしたら…

７５６８
 Vol３８
 授業奮闘編

第１章　授業期間が始まる前に
第 ８ 章　授業以外の時間で学ばせるには

　第 ７ 章　授業期間が始まって…
　第 ９ 章　授業期間の終わりに

※ ７５６５ 年度の活動は佛教大学を代表校とする文部科学省戦略的大学連携支援プログラムによるもの

① FD フォーラム

　当事業の大きな柱の一つとなっている「FD フォーラム」は、全国から多数の大学教職員を集める訴求

性を持ったイベントとなっている。近年特に力を入れている「京都からの FD 情報の発信」と「情報交換・

コミュニケーションの促進」を一層図ることが重要である。従来の FD 企画にみられる「啓発」「先進事例

の学習・理解」という視点を越え、様々な背景 ( 大学規模、立地、学部・学科構成等 ) を抱える大学・短



21京都地域における学生の「学びと成長」の支援をめざして

大が、自らの課題に沿った様々な取組みを、他機関から学び自らも発信できるよう、工夫することが必要

となる。７５６７ 年度フォーラムにおいて試験導入した「ポスターセッション」の盛況ぶりをみても、情報

発信とこれをベースにした相互交流のニーズは極めて高い。今後、取組みの定着にむけ、検証を進めなけ

ればならない。

②階層別 FD 研修・まんが FD ハンドブック

７５５8 ～ ７５６５ 年度に実施した文部科学省戦略的大学連携事業のもと、FD 事業は階層別 FD 研修の開

発実施とその研修を支えるテキスト「まんが FD ハンドブック」の刊行による啓発・訴求などの成果を残

した。今後は、規模や体制の問題から、これらの体系的な研修を自前で準備することが難しい中小規模校

のニーズに一層沿う形で、階層ごとに、テーマ設定や研修形態の継続的な検討・改善を加えていくことが

必要となろう。とりわけ、合計 ７ 回、計 ９ 日間を要する「新任教員 FD 合同研修」は「修了証」を発行す

る本格的なプログラムとして、発足以来 ９５ 名を超える修了認定者を輩出している。このようなプログラ

ムにおいては、修了者が所属校において、研修後どのような形で学んだ成果を活かしているのか、追跡調

査を行うことが極めて有効だと考えられる。前述の戦略的大学連携事業推進時に実施した加盟校に対する

Web アンケートの経験等も活かしつつ、追跡調査やヒアリングなどを行うことで、一般には把握困難と

される研修の効果測定を試みることが有用であろう。

まんが FD ハンドブックは、教育現場で起こりうる事例をまんがの形で分かりやすく伝えるもので、こ

れまで「新任教員編」、「成績評価編」のテーマで発刊を重ね、加盟校にとどまらず、広く反響を得てきた。

ただし、巻号を重ねるにつれて、掲載内容の重複が発生していることや、ベースとなるエピソードの抽出

やコンテンツを体系的に整理するノウハウの継承が困難であること、編集事務局や専門委員会委員の負荷

等の問題が生じている。そのため、本年度の FD 研究ワーキンググループが編纂中の第 ８ 巻の発行後、第

９ ステージ期において、継続するかどうかについては現在のところ未定となっている。今後、加盟校を中

心に配付したハンドブックの活用のされ方等も勘案し、また刊行に要する予算、妥当性のある販価設定な

どについても考慮しながら判断していく必要がある。

③専門委員会体制の再検討

　前述の課題の詳細な検討、効果検証、改善案の具体化に際しては、FD 事業を担う専門委員会の役割の

重要性を改めて押さえておくべきである。現状、８ つの専門委員会 （FD フォーラム企画検討ワーキンググ

ループ、FD 研修企画ワーキンググループ、FD 研究ワーキンググループ）で推進している組織体制の妥当

性について、各組織の有機的連携や検討にあたっての機動性、実効性等の観点から、各々の組織の リーダー

を中心に検証し、その結果、組織 の統合や再編等も視野に入れつつ、当面、第 ９ ステージ前半期におけ

る体制を再構築することが必要と考えられる。

（３）SD 事業の現状と課題

SD 事業における主要な実績 ( 概況 ) は下記のとおりである。

【SD フォーラム　参加者数及びテーマ】

年度 回数 参加者（加盟校） テーマ

７５５9 　  第 7 回 　　７７Ｂ（9７）教育の質向上を支える職員の職能開発

７５６５ 　  第 8 回 　　６98（６５7）「協働」から生まれる職員の能力開発

７５６６ 　  第 9 回 　　６7８（77）大学職員のキャリアデザイン

７５６７ 　  第 ６５ 回 　　６Ｂ６（7Ｂ）若手職員の成長・育成

７５６８ 　  第 ６６ 回 　　６８9（Ｂ7）実践知を活かす
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【大学職員共同研修プログラム　参加者数及びテーマ】 

年度 参加者（加盟校） テーマ 主な対象者

７５５9

9７（87）ビジネスマナー 新任者

７Ａ（６8）プレゼンテーション 勤続 ８ 年以上

９8（８Ａ）アカウンタビリティー 勤続 ８ 年以上

７9（７Ｂ）企画力向上 中堅職員以上

６7（６９）問題解決力向上 管理職以上

８9（８Ａ）コーチング 中堅職員以上

７8（７Ｂ）メンタルヘルス 全職員

６Ｂ（６６）交渉術＋対人対応 管理職以上

７５６５

６６９（６６９）ビジネスマナー研修（基礎編） 新任者

８9（８Ａ）コミュニケーション・自己表現研修 勤続 ８ 年以上

ＡＡ（Ａ５）ロジカルシンキング研修 中堅職員以上

７8（７8）会議の進め方研修 中堅職員以上

８8（８８）マネジメントマインド・基礎研修 新任～中堅職員

７５６６

Ａ8（Ａ8）ビジネスマナー研修（基礎編） 新任者

９Ａ（９８）マーケティング研修 勤続 ８ 年以上

７8（７7）リーダーシップ研修 中堅職員以上

９8（９７）交渉術研修 中堅職員以上

７Ｂ（７５）メンタルヘルス研修 全職員

７５６７

7５（7５）ビジネスマナー研修（基礎編） 新任者

６9（６8）ビジネスマナー研修（ﾘﾌﾚｯｼｭ編） 勤続 ８ 年以上

９６（８7）アカウンタビリティとプレゼンテーション 中堅職員以上

８8（８Ｂ）コーチング 中堅職員以上

９９（９７）時間管理術 新任～中堅職員

７５６８

Ａ５（９9）ビジネスマナー研修（基礎編） 新任者

７９（７９）職場活性化コミュニケーション術 全職員

８６（７9）問題解決力向上 中堅職員以上

７9（７7）カウンセリングマインド 勤続 ８ 年以上

８Ａ（８６）企画力向上 中堅職員以上

【大学みらい塾　参加者数及びテーマ】 

年度 回数 参加者（加盟校） テーマ

７５５9

第 ６ 回 ＢＡ（７Ａ）大学経営と財務／大学の経営、財務と会計

第 ７ 回 ９９（６8）大学ガバナンス

第 ８ 回 ９7（６Ａ）リスクマネジメント／大学のリスクマネジメント

第 ９ 回 8８（８７）求められる職員力／求められる職員力～「大学の実力」調査から

７５６５

第 ６ 回 Ｂ7（８9）大学の教育力／初年次教育を中心に

第 ７ 回 8７（９７）私学経営状況・補助金／私学経営の課題と補助金の動向

第 ８ 回 ６８8（9６）職員の育成／これからの大学職員に求められるもの

第 ９ 回 Ｂ9（９9）高等教育／大学を おe２ デザインするー直面する課題や将来のビジョンのヒントとして

※ ７５５9 年度までは「職員のための大学セミナー」として実施

※ ７５６６ 年度より他の企画との調整の結果終了
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【SD ワークショップ研修　参加者数及びテーマ】 

年度 回数 参加者（加盟校） テーマ

７５６６

第 ６ 回 ６７（9）コラボレーション／人がつながれば、仕事が変わる

第 ７ 回 ６６（8）経営企画／大学ビジョンとの仕合わせな付き合い方

第 ８ 回 ６７（8）庶務系／問題解決、コンソーム課

第 ９ 回 ６9（６７）教学マネジメント／職員による教育カイゼン研究

７５６７ 

第 ６ 回 ６9（６8）高等教育政策の読み方／「大学改革実行プラン」のめざす方向と各大学の対応

第 ７ 回 Ｂ（Ｂ）教学マネジメント／学修時間の確保への方策

第 ８ 回 ６Ｂ（６８）学生支援／学生の多様なニーズを踏まえた学生支援のために

第 ９ 回 ７６（６7）職場活性化／理念が共有され働き甲斐のある職場環境づくりにむけて

７５６８

第 ６ 回 ６６（６５）産学協働教育／産と学が育てる未来の「人財」

第 ７ 回 7（7）職場活性化／世代間コミュニケーション

第 ８ 回 ７５（６９）大学職員と高等教育政策／高等教育政策の読み方

第 ９ 回 ６６（６５）グローバル化と大学職員／大学の国際化と大学職員の語学力

アドミニストレータ研修プログラム　参加者数及びテーマ】

年度 回数 参加者（加盟校） テーマ

７５５9

第 ６ 回

７８（７７）

高等教育論

第 ７ 回 大学の使命と戦略

第 ８ 回 大学の地域貢献と大学改革

第 ９ 回 大学組織論

第 Ａ 回 大学のマーケティング

第 Ｂ 回 大学改革と財政

第 7 回 大学の危機管理・リスクマネジメントとアカウンタビリティ

第 8 回 教学改革と教職協働

第 9 回 学生の変容と大学

第 ６５ 回 大学評価と大学改革

第 ６６ 回 大学教育改革のための大学経営論

第 ６７ 回 人的資源管理と職員の能力開発

７５６５

第 ６ 回

６9（６Ａ）

大学の使命と戦略

第 ７ 回 高等教育論

第 ８ 回 大学組織論

第 ９ 回 大学の地域貢献と大学改革

第 Ａ 回 人的資源管理と職員の能力開発

第 Ｂ 回 日本の大学における IR 機能のあり方を探る

第 7 回 教職協働

第 8 回 大学改革と財政

第 9 回 学生の変容と大学：学生への新たなサービスの提供と評価

第 ６５ 回 大学評価と大学改革

第 ６６ 回 大学の危機管理・リスクマネジメントとアカウンタビリティ

第 ６７ 回 大学教育改革のための大学経営論

７５６６

第 ６ 回

６7（６９）

ワークショップ「アドミニカフェ」、大学の使命と戦略

第 ７ 回 大学教育論

第 ８ 回 大学組織論

第 ９ 回 大学の地域貢献と大学改革

第 Ａ 回 大学のマーケティング

第 Ｂ 回 大学幹部職員のリーダーシップとコーチング

第 7 回 大学のリスクマネジメント

第 8 回 学生の変容と大学：学生への新たなサービスの提供と評価

第 9 回 大学経営における IR 機能

第 ６５ 回 大学改革と財政

第 ６６ 回 人的資源管理と職員の能力開発

第 ６７ 回 大学教育改革のための大学経営論

※ ７５６７ 年度より休止している。



24 第 4ステージプラン

第 ９ ステージ期における改善課題の方向性について、次のとおり整理しておく。

①大学アドミニストレータ研修プログラムを含む事業の見直し検討

　従来の「単発・傾聴型」SD 研修の枠を超え、財団の持つ大学間及び、産学官地域連携の特色を活かし

た研修を体系的に提供することにより、大学・短期大学の幹部人材育成を志向した「大学アドミニストレー

タ研修プログラム」は、７５５９ ～ ７５６６ 年度の 8 年間にわたり当財団の主要 SD 事業の一つとして取り組

まれた。一旦、７５６６ 年度を以って休止となったが、今後 SD 事業全体のなかで当該プログラムをどう位

置づけ直すのか、再検討を行うことされた。

一方、修了生や研修受講生を送り出した加盟校等からは、このプログラムを高く評価する声が寄せられ

ており、今般大学政策委員会が実施したアンケート・ヒアリングにおいても、特に大学単独で体系的な管理

職研修プログラムを実施することが困難な中小規模大学等を中心に、プログラム復活にむけた再検討を求め

る声が多数あがっていた。

　これらを踏まえると、プログラムの再開を検討する場合、①コーディネート・運営の負荷と受講生確保

の問題の克服、②大学アドミニストレータの養成に必要な様々な能力要素等を SD 研修全体でカバー可能

かどうかの検証、などの視点から総合的に検討することが必要である。この際、修了生やコーディネート・

運営に関わった加盟校教職員への聞き取りや追跡アンケート、受講生を送り出す加盟校の総務・人事セク

ション責任者等とのコミュニケーション等が欠かせない。そのことが、プログラムの効果と推進の負荷と

のバランスを検証する意味でも、実現可能性の確保のうえでも要となる。これらの課題を検討するため、

「SD 研修委員会」は ７５６８ 年秋季に加盟校向けアンケートを実施した。今後は、同委員会が中心となって、

アンケートの分析結果をもとに、プログラム実施の判断と適切な研修内容等の具体化を図っていくことが

望ましい。

② SD 事業（フォーラム、大学職員共同研修、ワークショップ、ガイドブック等）の検証

　現行の SD 事業は、いずれも概ね参加・利用者の満足度も高く、加盟校アンケート・ヒアリングにおい

ても高評価を得ている。ただし、「SD ワークショップ」は、当初、大学アドミニストレータ研修修了生のフォ

ローアップ企画の位置づけで ７５６６ 年度に試験的に立ち上げ、７５６７ 年度以降本格的な運用を開始し認知

度が未だ定着していないためか、受講者確保に苦慮している。この企画は、昨今の SD 事業において要望

の高い「参画型」「双方向性」「情報共有・交流の促進」などのニーズを意識した少人数のグループワーク

で、参加した大学職員からは高く評価され、リピーターも複数みられる状況にある。「SD フォーラム」の

分科会では、このワークショップと類似の企画を複数開催し多くの参加者を得ている。この点を勘案する

と、開催時期や広報のあり方、研修成果の発信などの面でさらに工夫の余地があると考えられる。

　これら事業の検証は「SD 研修委員会」が担っているが、単発企画において研修効果の測定を行うこと

は極めて難しい。SD 企画に限らず、財団における各種企画の実施にあたっては、広報や成果発信などに

関して財団広報部局との連携や、研修参加者に協力を得るなどの工夫を図ることで、参加者増や事業推進

主体としての説明責任を果たすことができないか、委員会・事務局を超えた検討も必要となるであろう。

　SD フォーラムにおいては、前述のとおり、既に参加者の要望をくみ取った様々な工夫（参加型・双方

向型分科会の導入など）が図られている。また、大学職員共同研修は、７５６５ 年度以降、９ か年で、研修

体系を一巡できるよう、内容や研修参加層のバランスを勘案した内容策定が進められており、７５６９ 年度

からの ９ か年（～ ７５６7 年度）の策定が「SD 研修委員会」において進行中である。加盟校等からの要望・

満足度ともに極めて高い企画であることを念頭に置きつつ、今後は前述のワークショップ同様、成果発信

等における工夫やプログラム体系の効果的な見せ方、未だ周知・定着が十分ではない企画（SD ワークショッ

プ等）への誘導などを検討すべきである。また、①で述べた「大学アドミニストレータ研修プログラム」

が再開する場合には、事業全体の体制や予算等制約条件を考慮して、既存事業の縮小や効率化の検討も求

められる。
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　SD ガイドブックは、電子ブックの形態で ７ 年に ６ 度改定を行うペースで編集を進めてきた。現行版は

７５６７ 年度発行分であるが次の改訂時期となる ７５６９ 年度末までの間に、加盟校等での活用状況やニーズ

を検証することが求められるであろう。その検証を踏まえて、今後同じ形式媒体での配信が妥当か、現在

主要な読み手と想定している「若手職員」に対する入門ガイドというコンセプトの妥当性等も判断してい

くことになろう。

（４）FD・SD 事業に共通する課題

今次の検討を通じて、FD・SD 両事業の連携が必要な課題として「学生支援」「ICT」「各種プログラム

やカリキュラム等の評価や組織的改善」「教学マネジメント」等のテーマが挙げられた。一部、FD の企画

として教職員が共同で取り組む企画も実現しているが、これらのニーズや企画情報について FD・SD 両事

業の専門委員会が相互に情報共有し、重複や重要な課題の漏れ等が生じないように適宜協議することが必

要である。これらについては、現行専門委員会体制（FD の３専門委員会と SD の ６ 委員会体制）の妥当

性や委員会の相互連携のあり方の観点等から見直していくことが必要であろう。

　 　大学のまち京都・学生のまち京都活性化

（１）背景

京都は都市特性として、大学・短期大学を中核とする高度で豊富な教育研究機能や、それを支える人口

の約 ６ 割に相当する学生、教員・研究者等の多彩な人材を擁している。これが都市の魅力や他の地域にな

い特長となっていることは周知の事実である。この多様な分野の「知」の集積は、活力あるまちづくりに

欠かせないものであり、これらを育み、活用することによって大学の営みが都市政策に根ざし、大学の発

展が都市の発展と活性化に繋がると確信できる。

「大学のまち・学生のまち京都活性化」の課題では、①京都の大学を目指す高校生やその保護者を一層

増やしていくための「共同入試広報事業」と「大学都市京都のブランディング戦略」との関係を整理し、

②学生交流事業が「学生の力を活かした都市活性化」の策として、京都の魅力の一端を担うことを認識し

つつ、学生の課外活動における学びを支援する機能を重視すべきとの指摘を考慮することが必要となって

いる。また、③大学の集積を活かした都市政策研究や都市活性化事業を推進するため、「都市及び大学都

市政策研究支援」（都市政策研究推進事業）を京都市とも連携して質的に充実されるが重要であるとの認

識を共有した。

これらの課題を解決することで、京都のブランド力強化、ひいては「大学のまち京都・学生のまち京都」

の発展に繋がると考えられる。また、課題解決のためには、既存事業の方向性の転換や再構成についても、

大胆な判断を行うことが必要である。

また、財団広報のあり方についても改善の余地がある。現在、各事業の周知は、事業部単位で別々の体

制がとられており、各事業部担当者の閑繁状況によって、広報にばらつきが生じている。事業部をまたがっ

た企画や事業の成果を財団としてトータルに発信するためには、現行の事業部単位による体制では限界が

ある。今後、より効果的に実施するためには広報専門セクションを確立させ、学生広報実行委員による運

営体制をとるなどの新たな施策も考えられる。その際には、人員体制の強化や学生広報スタッフのマネジ

メントなど新たな課題も想定されるため、十分な検討が必要である。

4
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（２）大学都市京都のブランディング戦略の現状と課題

　大学都市京都のブランディング戦略の一環として取り組まれた共同入試広報事業の実績 ( 概況 ) は下記

のとおりである。

【京都ワンキャンパス参加大学数（都市別）】

年度 東京 名古屋 大阪 参加大学数

７５５9 ６8 ６7 ７７ ７８

７５６５ ６7 ６7 ７７ ７８

７５６６ ６7 ６Ａ ６7 ７５

７５６７ ６7 ６Ｂ ６Ｂ ６9

７５６８ ６Ｂ ６８ ６7 ６8

【京都の大学情報コーナー対応人数（都市別）】

年度 仙台 新潟 静岡 金沢 福井 京都 大阪 姫路 岡山 広島 高松 松山 高知 福岡 大分 熊本 合計

７５５9 Ａ7 ６８６ ６7６ － － ６７９ － － ８Ａ 8Ｂ － ９７ － ６ＡＢ － ９７ 8９９

７５６５ ８8 7９ ６５8 ６7 ６7 － － ９８ ７Ａ 9Ａ － ８Ａ － ６９８ － ９8 Ｂ９８

７５６６ － ６５５ ６７Ａ － － － － － ７６ Ｂ６ ７８ ６Ａ － 98 － ８８ ９7Ｂ

７５６７ ＢＢ － ６６７ ８Ａ － － ９９ － ７Ｂ ＢＡ ７７ ７８ ６8 8９ ９Ｂ － Ａ９６

７５６８ － － ６７９ ７7 － － － － － Ｂ8 ７７ － － ８8 － － ７8７

①共同入試広報事業（ブース出張型広報等）

第 ８ ステージにおいて、主要事業と位置づけた「共同入試広報事業」は、前述の「大学間連携による教

育プログラムの充実」の章でも言及したとおり、再検討を要する段階に及んでいる。７５６７ 年度のアンケー

トにおいても、事業本来の目的であった全国規模の入試広報展開が困難な小規模大学や短期大学の参加が

充分に得られていない結果が明らかになっている。今後は、民間業者が既に展開している内容ではなく、

財団としての特色を打ち出せる事業内容に方向転換すべきであり、当事業の継続については再考の余地が

ある。

一方で、７５５8 年度より、「京都の学びの魅力」の情報発信のツールとして作成している冊子「京都の大

学 学びスタイル」は、京都の大学に進学率の高い高校を中心に配布しており、一定の評価を得ている。今

後は、大学別の情報のみならず、京都のライフスタイルや生活情報、京都が安心・安全なまちであること

の訴求など、高校生やその保護者が求めるニーズをくみ取った情報の提供に向け一層の工夫を図ることが

望ましい。在学生が京都の大学を選択した理由や京都の大学への興味・関心の内容等については、十分に

調査する必要がある。

②新たな広報展開のための修学旅行や校外学習機会の活用

　財団はこれまで加盟校に対し、大学間連携に基づき学生の成長を促進する優れた教育プログラムを提供

することを目的としてきた。この趣旨に添い、高校や企業・団体との相互協力のもと、京都の地域性を活

かした特色あるイベントとして修学旅行や校外学習の機会を活用した企画を実施することは、「大学のま

ち京都、学生のまち京都」をアピールするうえで大きな意味を持つと考えられる。

実際に ７５６７ 年度より、修学旅行や校外学習として京都に赴く高校生に対し、加盟校の大学生が自大学

の選択理由や京都の優位性を訴求する「キャリア教育企画」を試行し、高校生・大学生の双方から一定の

評価を得ている。新たな広報展開のためのコンテンツとしてだけではなく、高校と大学を繋ぐしログラム

として、その推進体制や効果検証のあり方が課題に位置づけられている。

また、７５６７ 年度の「未来の京都創造研究事業」による研究「京都地域の大学進学に修学旅行等が与え

る影響分析と学校行事を活用した魅力発信の方策」( 代表：平安女学院大学国際観光学部　井上学准教授 )
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によれば、８ 人に ６ 人の学生が修学旅行での体験の影響を受けて、京都への進学を選択しているという結

果が明らかになっており、大学ヒアリングにおいても、修学旅行や校外学習を活用した新たな取組みに期

待する声もある。

より有効に京都を訴求するためには、将来に向けた進路選択が確立する前の中学生や高校 ６ 年生を対象

とした事業展開や、京都の歴史的資産や大学間連携による「京都学」などの京都ならではのコンテンツを

活かした展開が有用であろう。

（３）学生交流事業の現状と課題

学生交流事業の実績 ( 概況 ) は下記のとおりである。

【京都学生祭典事業　過年度実績】

年度 回数
本祭（６５ 月上旬）

プレイベント
６ 日目 ７ 日目

７５５9 7 京都駅ビル ７8１５５５ 平安神宮・岡崎公園一帯 ６99１５５５ 三条通・京都駅ビルなど複数 9１ＡＡ５

７５６５ 8 〃 ８１Ａ５５ 〃 ７５５１５５５ 新風館・三条通 9１Ｂ8６

７５６６ 9 － － 〃 ６88１５５５ 京都駅前地下街 Poおがa ６５１Ａ98

７５６７ ６５ － － 〃 ６8５１５５５ 京都駅ビル一帯 ６8１５５５

７５６８ ６６ － － 〃 ６7５１５５５ － －

年度 回数 おどり交流 実行委員 京炎 そでふれ！おどり手 京炎みこし担ぎ手

７５５9 7 ８Ａ7 回
９Ａ 大学 Ａ 専門学校

ＢＢ7 人
７Ｂ 大学 ＡＡ7 人

７Ａ 大学 ７ 大学院
６８７ 人

７５６５ 8 ９５６ 回
Ａ8 大学 ８ 大学院
Ａ 専修学校 7Ｂ8 人

７Ｂ 大学１専修学校
7Ａ５ 人

６Ｂ 大学１大学院
7６ 人

７５６６ 9 ＡＢ9 回
９8 大学 ８ 大学院
９ 専修学校 77５ 人

６9 大学 ８ 大学院 ７ 専修学校
87Ａ 人

６９ 大学 ８ 大学院
７ 専修学校 7６ 人

７５６７ ６５ Ａ７Ａ 回
８６ 大学 7 大学院
６ 専修学校 Ａ8６ 人

６8 大学 ６ 短期大学 ６ 専修学校
9９８ 人

休止

７５６８ ６６ Ａ５Ａ 回
９５ 大学 ９ 大学院
６ 専修学校 Ａ７8 人

６9 大学 ６ 短期大学
６１６８９ 人

－

【京都国際学生映画祭事業　過年度実績】

年度 回数 来場者数

作品応募

実行委員（加盟校）
合計 国籍※日本含 海外 国内（加盟校）

７５５9 ６７ Ｂ９Ａ ７９7 本 ７５ か国 87 本 ６Ｂ５ 本（６６） ９Ａ 人

７５６５ ６８ 78７ ７５7 本 ６５ か国 Ｂ５ 本 ６９7 本（９Ａ） 8 大学 ８9（８Ａ）人

７５６６ ６９ ＡＢ9 ７９7 本 ７７ か国 7Ｂ 本 ６7６ 本（９７） 7 大学 ７７（６7）人

７５６７ ６Ａ ６１５６５ ８Ｂ７ 本 ７７ か国 ６７7 本 ７８Ａ 本（９９） 8 大学 ７５（６9）人

７５６８ ６Ｂ Ｂ９7 ８Ａ7 本 ７６ か国 ６９Ａ 本 ７６７ 本（８７） ６５ 大学 ７６（７５）人
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【京都学生芸術普及事業（旧京都学生芸術作品展事業）　過年度実績】

年度
展覧会

実行委員
会場 来場者数 出展大学数 出展作品数

７５５9
元立誠小学校・キャンパスプラザ京都・池
坊室町アートギャラリ

８１8８Ｂ ６５ ６77 募集なし

７５６５ 元立誠小学校 ７１６Ｂ８ ６５ ６５５ ７ 大学 Ａ 人

７５６６ 未開催 ７ 大学 Ａ 人

７５６７ 京都駅前地下街 Poおがa 8１89５ 7 ６９ ９ 大学 ６６ 人

７５６８ イオンモール KYOTO ７５Ａ － － ９ 大学 ６ 短期大学 9 人

【京都学生アートオークション　過年度実績】

年度 回数 会場 出品数
オークション
参加者数

プレビュー
見学者数

最高額 落札合計 平均落札額

７５５9 ９ キャンパスプラザ京都 ７Ｂ 78 7ＢＡ Ｂ８１５５５ Ｂ7７１５５５ ７Ａ１8９Ｂ

７５６５ Ａ 京都駅前地下街 Poおがa ７６ ９9 9１８６７ ６8５１５５５ Ａ８７１５５５ ８５１98Ａ

※ ７５６５ 年度をもって京都学生アートオークションは終了

①事業の教育的効果検証

大学間交流や学生間交流を充実させ、各学生が持つ知恵を生かして地域の発展と活性化を図ることを主

たる目的として、京都学生祭典事業、京都国際学生映画祭事業、京都学生芸術普及事業（旧京都学生芸術

作品展事業）の ８ 事業を展開してきた。

「学生の力を活かした都市活性化」という観点では、京都学生祭典事業においては、本祭にて毎年 ６５ 万

人以上の来場者を記録しており、規模の面から高いアピール力を有している。また、近年では、従来の本

祭のみの形式だけでなく、通年での地域交流活動なども展開しており、各種表彰を受けるなど京都地域に

根ざした活動として一定の評価を得ている。

京都国際学生映画祭事業については、「都市活性化」に対する貢献度を「本祭の来場者数」や「京都地

域の学生の参画数」で測るならば、現状では肯定的評価を行える規模や拡がりにまでは至っていない。た

だし、コンペティション部門においては、近年学生作家から約 ８Ａ５ 本（７５６８ 年度実績 国内：７６６ 本、

海外：６８8 本、計 ８９9 本）もの作品を集めており、日本最大規模の学生による国際映画祭としての優位

性は高い評価に値する。

これらの取組みは、発足当時から京都地域への訴求力強化や「学生のまち京都」ならではの魅力を発信

することを企図し集客規模の拡大を目標としてきたが、企画の準備・運営のプロセスにおいて、事業に参

画する学生実行委員らへの「教育効果」に期待が集まっていることが明らかになった。実際に第 ８ ステー

ジプランにおいても、これらの課外プログラムの教育力に注目し、学生交流事業を通じて学生に成長の場

を提供することが志向された。これらを踏まえ、７５６７ 年度から事業終了後の振り返り会、社会人基礎力

アンケートや学生実行委員への研修を実施している。今後も引き続き、「学生の育成事業」であるという

認識を前提に、①加盟校の教員を含めた定期的な意見交換の場の設定、②課外活動を通じて養成される対

人折衝能力など社会人基礎力や就業力向上に向けた企画内容の検討と具体的な取組み ( 学生実行委員への

研修の充実等 ) の推進、③それらの取組みの外部への発信、の ８ 点を課題として推進していく必要がある

だろう。

②芸術関連事業への関わり方の検討

京都は日本国内における芸術系大学の一大集積地であり、歴史的風土と相まって、芸術文化の強い発信

性を持つ都市であることは周知の事実である。また、芸術文化は「大学のまち・学生のまち京都」として

の強力な発信コンテンツである。
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昨今では、芸術系 Ａ 大学と京都市教育委員会が美術教育の充実や芸術を大切にする風土づくりをめざし

た「京都芸術教育コンソーシアム」の設立や、７５６Ａ 年度に開催される一般社団法人京都経済同友会、京都府、

京都市が主導で展開する「京都国際現代芸術祭」などが展開されるなか、他団体との差異化、芸術大学や

その学生らの現状を踏まえて、他団体による芸術関連事業への関わり方を検討すべき段階に来ている。

（４）都市政策研究推進事業の現状と課題

都市政策研究推進事業の実績 ( 概況 ) は下記のとおりである。

【京都から発信する政策研究交流大会　過年度実績】

年度 回数 来場者数 発表者（加盟校） 学生企画テーマ 実行委員

７５５9 Ａ Ａ７９ 9 大学 Ｂ7 人（8 大学） 京都観光の魅力の裏にある交通問題 7 大学 ６７ 人

７５６５ Ｂ Ａ９Ａ ６５ 大学 8５ 人（9 大学）
意識改革！市民と学生で っ 学びの街京都 、 を

活用し、楽しく交流しよう！
7 大学 ６７ 人

７５６６ 7 ９６５ ６５ 大学 77 人（9 大学）
防災から考える若者の地域参加

～ ８３６６ 大震災を受けて～
8 大学 ６7 人

７５６７ 8 ８６7 9 大学 7Ａ 人（8 大学） 地域コミュニティといじめ問題 8 大学 ６８ 人

７５６８ 9 ８Ｂ７ ６５ 大学 7６ 人（9 大学） 創る都、創れば都 Ｂ 大学 ６５ 人

【若手研究者助成事業　過年度実績】

年度
申請数 採択数

大学 件数 大学 件数

７５５9 ９ Ａ ６ ７

７５６５ ８ ９ ８ ８

７５６６ Ｂ ６６ ７ ８

７５６７ 9 ７５ ７ ８

７５６８ ７ ８ ７ ７

【シンクタンク事業 ( 未来の京都創造研究事業 )　過年度実績】

年度
申請数 採択数

大学 件数 大学 件数

７５６６ 9 ６６ ９ ９

７５６７ ６９ ７7 Ａ Ｂ

７５６８ 9 ６Ａ ８ ９

【学まちコラボ（大学地域連携創造・支援）事業　過年度実績】

年度
応募数 選考通過数 採択数

大学数 事業数 大学数 事業数 大学数 事業数

７５５9 ６Ａ ７８ ６７ ６7 ６６ ６５

７５６５ ６７ ７８ ６６ ６7 9 ６５

７５６６ ６８ ６Ａ ６８ ６９ 7 8

７５６７ ６５ ６８ 9 ６７ 7 8

７５６８ ６Ｂ ８８ ６９ ７７ ６７ ６7

※ ７５６８ 年度の採択事業には支援事業（６ 大学 ６ 事業）を含む
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5

　都市政策研究推進事業は、加盟校が持つ知恵と人材を生かして地域の発展や活性化に寄与する研究や事

業を行い、これを通じて、京都のまちの魅力を向上させることを目的にしており、京都市からの期待も大

きい。第 ８ ステージプランにおいては、「都市政策研究」は京都高等教育研究センターでの共同研究の対象

領域の一つとされ、その成果に基づいて、高等教育を通じた「まち」のブランディングや国際交流の発展

を踏まえた都市政策への展開が期待された。その後、７５６６ 年度以降、都市政策研究推進事業は事業部管轄

の専門委員会である都市政策研究会に引き継がれ、当センターは ７５６５ 年度をもって解消した経過がある。

しかし、現在、都市政策研究会が推進している事業は「京都から発信する政策研究交流大会（旧政策系

大学・大学院研究交流大会）事業」と「若手研究者研究助成事業」にとどまり、特定分野の若手研究者の

育成のみに焦点をあてた事業となっており、大学の認知度も低い。「未来の京都創造研究事業（京都市と

の共同事業）」や「学まちコラボ事業（京都市からの委託事業）」においても、加盟校における認知度は必

ずしも高くないという状況にある。

京都のまちの魅力向上に資するため、地域の発展や活性化に資する研究や調査、地域をフィールドとし

た活動支援を進めていくことは、財団にとって引き続き重要な課題である。この点を再確認し、財団の強み・

特色を生かし、財団資源（人的資源等）の有効活用や外部資金（委託事業等）の獲得に向けた取組みも視

野に入れ、都市政策研究推進機能の持続的な強化・発展を図るため、本事業における個々の取組みの目的

や対象を見直し、効率的で効果的な事業内容とする必要がある。また、キーポイントである「認知度の向上」

のために、次の点に留意して事業推進することが望ましい。

　①より多くの加盟校や学生が参加できる企画とすること

　②都市政策研究会の委員構成において政策系分野とは異なる研究領域の委員を加えること

財団が都市政策研究推進事業を推進していくにあたっては、研究テーマや研究体制（京都市との協力体

制を含む）について、財団における調査・研究機能の再構築の課題 ( 後述 ) との関連も考慮しつつ、具体

化を図らなければならない。

（５）学生の力を活用した広報活動

現在、各事業の広報や周知については、事業部単位で別々の体制がとられており、各事業部担当者の閑

繁状況によって、広報にばらつきが生じている。事業部をまたがった企画や事業の成果を財団としてトー

タルに発信するためには、現行の事業部単位による体制では限界がある。より効果的な広報を行うために、

学生の力を活用した「学生広報実行委員会 ( 仮称 )」による広報活動を行う等の新たな施策も考えられる。

この点については、学生広報スタッフのマネジメント等の新たな課題も生じるため、十分な検討が必要で

ある。

　 　国際交流プログラムの充実

（１）背景

今日の高等教育機関においては、地域社会の活性化を担う人材から世界で活躍できるリーダーまで、グ

ローバルな視点を持った、国際競争力のある人材を育てることが求められている。その実現に向けて、大

学入試や就職採用基準における TOEFLⅣ 等の活用、英語による教育プログラムの実施、アクティブラーニ

ングをはじめ、学生の主体的な学びを取り入れた教育学習方法の改善等が積極的に進められている。

しかし、日本人の海外留学者数は、７５５９ 年の 8７１9９Ａ 人をピークに年々減少傾向にあり、７５６５

年は Ａ8１５Ｂ５ 人まで落ち込んだ。さらに、世界全体の留学生の約 ７８% が留学し（っEdきcaがion aが a 
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Glance７５６７、１ OECD）、日本からの留学先でもトップを誇る米国への留学者数は ６997 年の ９7１５7８ 人

( 世界第１位）をピークに減り続け、７５６６ 年には ６9１9ＢＢ 人（世界第 7 位）となり、７ 万人を割り込ん

だ（っOｫen Dooおか Facが Sheeが、１ Inかがiがきがion of Inがeおnaがional Edきcaがion）。このような留学に関する阻

害要因としては、学期の違いによる留年、就職活動への出遅れに対する懸念、経済的負担の増大、語学力

不足が主な理由として挙げられる。

また、国は ７５７５ 年を目処とした留学生 ８５ 万人計画を推進しており（自治体においては、京都府は

７５６９ 年 7１8５５ 人、京都市は ７５６7 年 ６ 万人等、独自目標を掲げている）、大学においてはそのための教

育プログラムの充実や体制強化が進められ、その支援策も期待されている。東日本大震災以降、日本への

外国人留学生数は ７５６５ 年の ６９６１77９ 名をピークに若干の減少傾向にあるものの、都道府県レベルの状

況に目を移すと顕著な増加を示している例もあり、特に福岡県の留学生受入れ政策が注目できる。同県に

おいては、産学官の連携により、入学、生活、就職に至るまでの一体的な留学生支援体制が確立されてい

るため、留学生にとって魅力的な留学先となっていると思われる。

【東京を除く上位 5 県の留学生数の推移】
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5,760
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※表記スペースの都合上、東京については割愛
※大学の学部等が複数の都道府県に所在している場合、事務局本部が所在する都道府県にまとめて集計している
※福岡県内の大学キャンパスに通う留学生数は 9１５７7 人（７５６８ 年 Ａ 月 ６ 日現在）
※「留学生」とは、「出入国管理及び難民認定法」に定める「留学」の在留資格（留学ビザ）により、日本の大学（大学院を含む）、短期大学、　
　高等専門学校、専修学校（専門課程）及び日本の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国　
　人学生をいう

　（独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）外国人留学生在籍状況調査結果より作成、福岡地域留学生交流推進協議会より提供）

こうしたなかで、大学に対して、教育課程の国際的通用性の向上をめざし、アクティブラーニング等の

能動的学習方法を促す教育、英語による授業、LMS（学習管理システム：Leaおning Managemenが Sけか２

がem）等を活用した取組みが期待されている。また、外国人留学生、教員、海外協定校の担当者との業務
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上の意思疎通を必要とする場面は増加傾向にあり、このような状況に対応するため、TOEICⅣ 等の試験を

通じて、大学職員の外国語運用能力の基準を数値目標化する動きも見受けられる。

また、財団では、加盟校の学生を中心に ７５６５ 年度まで、京都や日本の歴史を学ぶ「はんなりまったり

京都を体験－留学生とともに日本・京都の歴史、伝統、文化にふれる－」や、就職を念頭に置いた「留学

生のための京都企業見学会」、「留学生のためのキャリアサポート講座」、「ビジネス日本語講座」、「外国人

留学生のための就職ガイダンス＆ジョブフェア」を京都市と共同開催してきた。

戦略的大学連携支援プログラム「多面的な国際交流の充実と高等教育の質向上に向けた国際連携プログ

ラムの充実」（７５５9 ～ ７５６６ 年）の採択以降、財団では加盟校全体の国際交流の促進と底上げを目的と

して学生短期派遣プログラム（ボストン、メルボルン）の開発・実施、ならびに大学職員の海外派遣研修

とシャドウイングプログラム等を開発・実施してきた。人的・財政的資源が制約されるなか、外国人留学

生を対象とする事業は京都地域留学生住宅支援事業（運営：京都地域留学生住宅支援機構）に限定された

ままとなっている。しかし、京都全体を見渡せば、留学生受入れにかかる事業は、各大学、団体等で積極

的に取り組まれている。

今後は、これらを京都における一体的な取組みとして、海外及び留学生へアピールしていくことが求め

られ、これらのインフラを活用して留学生と日本人が交流する機会を提供していくことが大学間連携組織

として重要であると考える。

（２）留学生・日本人相互交流の促進

①授業や講座等を通じた交流機会の提供

　「産学連携によるグローバル人材育成推進会議」（文部科学省）においては、グローバル人材とは「語学力・

コミュニケーション能力」、「主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感」のほか、「異

文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー」の要素が必要と定義され、これらの能力を身に

つけた人材の輩出が期待されている。京都の魅力ある歴史的・文化的コンテンツを活かして、留学生と日

本人がともに学び、交流することができれば、質の高い異文化理解促進の場を提供することに繋がり、高

い教育的効果が期待できる。

　また、教育再生実行会議においては「グローバル化に対応した教育環境づくり」の視点から、まずは、

学生の実践的英語力獲得が求められ、大学には英語による授業比率の向上が要請されている。文部科学省

の調査によれば、「英語による授業」を実施している大学は ７５５9 年度現在、学部においては ６9９ 大学（約

７7％）、研究科においては ６Ｂ9 大学（約 ７8％）となっており、多くの大学において、英語による講義や

教育プログラム等を豊富に用意することはハードルが高い状況にある。そこで、大学間連携事業として語

学運用能力の高い学生を対象にした英語による授業を提供することも考えられる。なお、これらの事業の

具体化にあたっては、加盟校の状況やニーズ等を十分に把握する必要がある。

②地域活性化に向けた交流機会の提供

　学生の力を活用した地域活性化の取組みは全国の各自治体が注力する事業であり、京都府、京都市にお

いても重点政策として位置づけられている。外国人留学生にとって海外で地域貢献することは、その国に

おける自身の存在意義を見出すことに繋がる。一方、地域においては国際交流の機会を得るとともに異文

化理解を促進し、心理的な壁を克服する効果が見込まれる。そのため、「京都市留学生地域交流事業（留

学生を含む団体による地域活性化の取組みに対して助成する事業）」、「学まちコラボ事業（大学地域連携

創造・支援事業）」、「輝く学生応援プロジェクト」等の地域活性化助成事業に留学生を関与させる仕組み

を検討することは意義がある。
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③各種支援団体イベントを通じた交流機会の提供

　京都府、京都市等各自治体、各種留学生支援団体において、国際交流を目的としたイベント企画は多数

開催され、企画を支援する留学生、日本人ボランティアスタッフが活躍している。財団としては、これら

の企画を支援し、加盟校の学生への広報を積極的に行うことで、交流機会をより充実したものとするハブ

機能を果たしていくことが有効である。また、加盟校の国際交流に関わる学生団体やボランティア団体と

のネットワークづくり、留学生情報サイト「kokoka 留学生ねっと」に登録する約 ６１Ｂ５５ 名の京都在住留

学生との交流促進も重要な役割となってくる。

【地域活性化事業及び各種支援団体イベント（例）】

・ 京都市主催：「輝く学生応援プロジェクト」キャンパスプラザ京都内の「学生 Place+（学生プラス）」を

サポート拠点に、学生が行う京都のまちの活性化に対し、相談・助言・表彰等、総合的な支援を行う事業

・ 京都府主催：「留学生きょう都来（とらい）事業」（留学生に京都の魅力を実体験してもらう事業）、「留学生

体育祭」、「クッキングワールドカップ」

・京都府国際センター主催：「ホームステイ＆フィールドトリップ」

・京都市国際交流協会主催：「国際交流会館オープンデイ」（国際交流協会の活動を広く周知するイベント

万国屋台村や世界の音楽や踊りの競演等様々な企画が行われる）、「国際理解プログラム PICNIK(Pおo２

gおam foお Inがeお Cきlがきおal Neぐきか in Kけoがo)」（京都の大学に在籍する留学生を京都市内の小中学校授業

へ派遣するプログラム）、「留学生交流ファミリー」（日本で生活するうえでの相談相手として留学生の精

神的な支えとなるボランティア）、「ホームステイ／ビジット」（短期ホームステイと宿泊を伴わない家庭

訪問プログラム）

（３）留学生受入れ体制の強化

①留学生寮等の住宅整備

　「平成 ７９ 年度外国人留学生在籍状況調査（日本学生支援機構）」によれば、公的宿舎入居留学生数は約

７５% で、依然として多くの留学生が民間宿舎・アパート等を利用しており、家賃負担金額も公的宿舎と

比較して、高額になることはもちろん、民間宿舎の Ｂ５% 以上が保証人を必要とされている（平成 ７８ 年

度私費外国人留学生生活実態調査）。このことから、日本に知人や親族がいない場合に留学が困難になる

恐れがあり、留学生誘致を目指すうえでは、「機関保証人制度」や「互助会制度」は有効である。また、

安全管理上、留学生寮は民間宿舎と比較して、生活トラブルの未然防止等、対処しやすい環境にある。大

学の留学生寮整備のみに頼ることなく、空き家や町家の活用も含め、公・民ともに住宅の充実を図ること

が何よりも重要な課題となっている。

②京都市との協働による魅力的な短期留学プログラムの実施

　「平成 ７９ 年度外国人留学生在籍状況調査（日本学生支援機構）」によれば、出身地域別留学生数はアジ

ア圏構成比率が 9７３８% であったが、短期留学生（受入れ期間 ６ 年未満）における同比率は Ｂ６３7% であった。

このことから、幅広い国や地域から留学生を誘致するためには、京都の魅力を伝える短期留学プログラム

の開発、受入れが効果的であるといえる。さらに短期留学が長期留学への呼び水となることが期待される。
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③生活支援・就職支援

　健康上の不測の事態に対応した国民健康保険の補助制度や、国内有数の観光都市「京都」ならではの

歴史や文化を学ぶ無料招待事業等は、留学生が経済的に安定した留学生活を送るために有効な施策であ

る。また、「平成 ７８ 年度私費外国人留学生生活実態調査（日本学生支援機構）」によれば、日本留学者の

Ａ７３７% は日本での就職を希望していることから、インターンシップの提供、就職フェアの開催等、産業界

と協力して就職支援を行っていく必要がある。これらの支援事業の一部は京都府、（公財）京都府国際セ

ンター、（公財）京都市国際交流協会や京都地域留学生交流推進協議会等において既に実施されているが、

財団事業と連携した一体的な取組みとして再構成することで、充実した就職支援体制をアピールすることが

可能である。

　留学生支援策は各加盟校での魅力的な教育・研究プログラムの展開、自治体による生活支援、経済界か

らのキャリアアップ、就職支援策が一体となって初めて体系的かつ有効な取組みとなる。そのためには、

産学官の関係機関の連絡・協議体制を整備し、留学生が各種支援制度を有効活用できるように、総合的な

サービスとして示す方策が必要である。「京都地域留学生交流推進協議会」の機能強化を図り、関係機関

が連携して取り組むことができるよう協力体制を構築する。

　なお、前述のような受入れプログラムの充実や受入れ体制整備を踏まえ、海外で開催される「日本留学

フェア（日本学生支援機構主催）」、「京都の大学紹介セミナー（京都市主催）」等の活用のほか、NAFSA（北

米）、EAIE（欧州）への参加や APAIE（アジア）といった世界規模の高等教育交流イベントを京都に誘致

することも有意義である。

（４）学生の海外派遣

①既存の海外ネットワークを活用した学生派遣

　文部科学省戦略的大学連携支援プログラム実施以降、ヴィクトリア州（豪州）、ボストン市（米国）を

拠点とした大学との交流を継続的に行っており、これらの連携関係は同事業の成果である。今後もこの繋

がりを活用した事業展開を継続していく。

【短期留学プログラム　過年度実績】

企画名 年度 実施場所 参加者数

龍谷大学国際文化学部

短期留学プログラム

７５５9 開発中

７５６５ オーストラリアメルボルン ６８

７５６６ オーストラリアメルボルン ６６

７５６７ オーストラリアメルボルン ７８

７５６８ オーストラリアメルボルン ６９

池坊短期大学

短期留学プログラム

７５５9 開発中

７５６５ 開発中

７５６６ オーストラリアメルボルン ６８

昭和ボストン

サマーセッション

７５５9 開発中

７５６５ 米国ボストン ６８

７５６６ 米国ボストン Ｂ

７５６７ 米国ボストン 7

７５６８ 米国ボストン ６

※ ７５５9 ～ ７５６６ 年度の活動は、龍谷大学を代表校とする文部科学省戦略的大学連携支援プログラムによるもの

②京都市との協働による海外派遣プログラムの充実

　日本人学生が留学を断念した要因の約 Ｂ 割が「経済的な問題」（平成 ７８ 年度海外留学経験者追跡調査

報告書）との報告があり、国においても留学生倍増に向けた、留学資金貸与奨学金の導入も検討されている。

また「これからの大学教育等の在り方について（第三次提言）」（教育再生実行会議）においても留学費用
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支援を目的とした奨学金制度設立の提言がなされている。こうした状況を踏まえて、７５６８ 年度より開始

した京都市との協働事業「海外留学派遣プログラム開発支援事業」を活用して加盟校の特徴的な派遣プロ

グラムの開発支援を行っていく。

【海外留学派遣プログラム開発支援事業　過年度実績】

年度 応募 採択

７５６８ Ａ 大学 ６６ プログラム Ａ 大学 9 プログラム

③海外研修プログラムの相互活用

　大学では英語圏以外の地域への海外研修プログラムも多数実施されているが、プログラムのなかには自大学のみ

で定員を満たすことが困難な状況も見受けられる。最低催行人員を満たすことができるよう、加盟校への情報提供

と相互共有を進める。

④海外派遣前における準備講座の開講

　「平成 ７８ 年度海外留学経験者追跡調査報告書」によれば、留学中の悩み・問題点としては、「授業につ

いていくこと」と「語学習得」が合わせて ９５% 以上となっている。財団では、７５６７ 年度から英語試験

対策講座（IELTS）を開始したが、引き続き留学前の語学学習支援に注力していく必要がある。なお、加

盟校のニーズや社会的動向に応じて、中国語（HSK）等の外国語試験対策も検討する。

（５）グローバル化に対応した大学教職員の育成

留学生と日本人学生が議論し合い、お互いの見識を深め合うような授業を開発し、運用することは日本

の高等教育の国際的通用性を向上させる観点から重要な課題となっている。教員には、その多様性のなか

で能動的な学習を組織する授業を運営していくスキルが求められる。多国籍クラスの運営にかかる授業研

究会や、英語による講義の進め方等の教員向け FD 研修へのニーズに応えていく必要がある。また、大学

にとって、国際交流に関わる分野の職員の語学力、異文化間交渉能力等のスキルが今後極めて重要になる

と認識されている。７５６８ 年度に財団が実施した「大学教職員向け英語スキルアップ講座」にも、大きな

反響があり、改めて、「グローバル化」を自分たちの課題として捉え、語学スキル向上の意欲が高い大学

職員群の存在が確認された。第 ９ ステージにおいては、大学職員を対象にしたグローバル化対応の職員研

修を重視していく必要がある。

【職員短期留学研修プログラム　過年度実績】

企画名 年度 実施場所 参加者

MUELC 職員研修

プログラム

７５５9 開発中

７５６５ 開発中

７５６６ オーストラリアメルボルン 7

７５６７ オーストラリアメルボルン Ｂ

【教員・職員対象 英語スキルアップ研修　実績】

年度 回数 参加者（加盟校） テーマ

７５６８

第 ６ 回 ＢＡ（ＢＡ） っEngliかh Voice Tおaining、

第 ７ 回 7Ａ（7Ａ） っTeleｫhoning and Emailか、

第 ８ 回 ７8（７8） っPおeかenがaがion、

第 ９ 回 Ｂ８（Ｂ８） っEぎeおけdaけ Commきnicaがion、
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6　 　調査・研究機能の再構築

（１）背景

　財団は第 ８ ステージプラン策定時（７５５9 年度始め）において、附置組織であった「京都高等教育研究

センター」に「京都学術共同研究機構」を統合し、共同研究プロジェクトにおいて調査・研究活動を行っ

てきた。当センターを通じて、京都の魅力追求や財団の実施する諸事業の背景や効果等を検討し、新たな

大学間連携事業のモデル形成や企画の開発・改善に寄与してきた。

　その後、財団事業の組織体制、予算確保の両面にわたる「選択と集中」の方針のもと、７５６５ 年度末をもっ

てセンターは解消され、事業推進の課題は事業部ごとの専門委員会に引き継がれた。しかしながら、各専

門委員会は、単年度事業の実施体制構築や円滑な事業運営を主軸に据えざるを得ず、中長期的な事業の検

討、見直しやその判断の基礎となる調査・研究活動は行うことはできなかった。このため、現状では、多

くの専門委員会で調査・研究や事業の見直し等の課題は十分に取り組まれていない。

　この間、大学を取り巻く状況は大きく変化し、センターを解消した ７５６６ 年度以降の短期間においても、

文部科学省「大学改革実行プラン」の提案、大学間連携共同教育推進事業や COC 構想、グローバル人材育

成に関する一般社会や経済界、省庁からの要請等、新たな課題が数多く提起されている。こうした状況に

対応するため、情報収集や戦略策定、大学間ネットワークを築いていくための機能強化が求められている。

　これらの現状を踏まえ、財団は、加盟校や会員となっている自治体・経済団体のほか京都地域のステー

クホルダーの理解や協力の下、今後進めるべき事業を、調査・研究に基づいて適切に説明し、その実施後

の効果についても広く公開することが求められている。さらに、大学政策委員会による大学ヒアリングに

おいても、財団における調査・研究機能の確立について、その必要性を求める声があった。

　以上の認識のもと、「調査・研究機能の再構築」の課題では、財団にとってあるべき調査・研究機能とそ

の体制について検討するとともに、第 ９ ステージ期にこれを推進する組織体制の枠組みについて提示する。

（２）基礎データ・資料の収集と整備

「財団基礎調査」では、各事業部の主要事項参加者数、財団予算・決算の状況等を経年データとして蓄

積してきた。しかし、調査項目の妥当性や結果の活用方法等については、総合的に検討されていない。

今後展開される事業の成果や効果を検証するために、データ収集項目を精査・重点化し、必要な内容が

過不足なく反映されているどうか再検討すべきである。また関連する課題として、データや資料の蓄積に

際しては、事業運営の短期的な成果検証を目的としたものだけでなく、中長期的に財団のあり様を検討す

ることも視野に入れることが必要であろう。

【参考】大学コンソーシアム京都　財団基礎調査項目（2013 年度現在）

データ・資料名称

予算・決算資料

財団職員数推移

会員数

京都ワンキャンパス　財団ブース面談者数実績、高大連携教育フォーラム参加者数

インターンシップ事業　参加学生数

単位互換（提供科目）数・受講者数、京カレッジ（提供科目）数・受講者数

インターンシップ事業　参加学生数

FD・SD 主要企画 テーマ・参加人数、国際連携事業参加学生・教職員数

学生交流企画（京都学生祭典・京都国際学生映画祭・Aおがか Baお 等）参加学生数・所属大学数・所属大学分布

京都から発信する政策研究交流大会　参加者数、都市政策研究会研究助成事業申請・採択件数

学まちコラボ（大学地域連携創造・支援）事業　申請・採択件数

シンクタンク事業 ( 未来の京都創造研究事業 )　研究助成制度申請・採択件数
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　これらの課題認識を踏まえて、「財団における基礎データ・資料」の項目ならびに内容を再整理するうえでの留

意点を、次に整理する。

①京都の大学の到達点を示すデータ等の提供

　「加盟校にとってメリットのある事業や情報を提供する」という財団の役割を考慮すれば、データとし

て収集提供するものには、財団事業そのものの実績を示すもののほか、京都の大学の到達点を示すもの（全

国の大学入学者にしめる京都の大学の位置づけ、留学生比率等）もあわせて提供する必要があるのではな

いか。各大学が、自大学の状況分析に際して比較検討のために利活用可能な情報を提供することは有意義

だと考えられる。ただし、調査実施やデータの集約にあたっては、体制上の制約も勘案し、財団として総

合的なデータ集約機能の確立を志向するのではなく、今後の財団事業の推進に関連するものを厳選して集

め、活用することを目指す。

②事業別記録や報告集の活用

　財団設立から既に ７５ 年を経過しており、過去の事業記録を残す意味でも報告書等の保管・活用が課題

となる。「基礎調査」等による定量的データとあわせて、過去の財団事業の立ち上げ・見直しの判断に至っ

た経過や意思決定の根拠等、定性的な資料の適切な保存と共有も、今後、財団が長期間にわたり活動を続

けていくなかでは必要となってくる。さらに、必要に応じて関係者への聞き取りや基幹的資料の整備等も

検討すべきである。

③アンケートの活用ならびに項目の再検討

　事業の効果を測るためのアンケートについては回答数を集計したデータを組織的にストックし、分析・

加工に耐えうるよう整備することが望ましい。あわせて、個々の事業におけるアンケート項目の適否につ

いても組織横断的に再検討することが必要と考えられる。

（３）共同研究プロジェクトの組織化

　過去に、京都高等教育研究センターで推進されてきたプロジェクトが、その運営上の事務局の過重な負

荷や研究活動に要する予算縮減の必要性から解消に至った経過を踏まえ、新たに検討されている「共同研

究プロジェクト」では、円滑な運営を可能とする仕組みを構築することが大切である。さらに各専門委員

会における機能と本プロジェクトにおける機能の連携等も課題となる。

　また、共同研究プロジェクトの組織化に際しては、加盟校教職員から幅広い知見を得るだけでなく、財

団事務局においても、共同研究プロジェクトを支える体制の構築が必要である。さらに、プロジェクト組

織の編成にあたっては、単独で調査・研究を進めることが困難な中小規模大学の意向も一定考慮すること

が必要となる。

（４）調査・研究の組織体制

　調査・研究のための組織体制は、次のとおり第 ９ ステージ前半期を中心に段階的に整備する。

①事務局内での「調査・企画部門」の設立

　総務・広報部の調査・企画機能を ７５６９ 年度より「調査・企画部門」として再整理する。
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・財団基礎調査の実施、データ収集、分析、事業部や専門委員会等へのフィードバック

・共同研究プロジェクトの事務局機能

・財団 ７５ 周年記録の集約

②「調査・企画部門」への専門研究員（研究専門職員）の配置

　「調査・企画部門」の設置後、加盟校教職員との協力のもと、財団事業に必要な調査・研究課題を定め、

これに応じた分野の専門研究員（研究専門職員）を同部門に配置する。この体制を第 ９ ステージプラン中

期 (７５６Ａ ～ ７５６Ｂ 年度ごろ ) までを目処に確立し、ステージ後半期の事業運営に調査結果や成果を反映

させるとともに、次期計画の柱を明確化する作業に組織的に取り組む。

　専門研究員が複数の課題を担い合うことで相互に連携すれば、部門としてのスケールメリットを見込む

ことができる。ただし、この構想を実現する際には、複数テーマを取り扱える力量を持った人材の確保や

人事マネジメントといった新たな課題への対応を要するため、研究員の専門領域や責任範囲等については、

さらに検討を要する。

なお、上記の体制を確立しても、事業全体にわたって効果測定や検証を子細に行うには、体制面で限界

があると思われる。財団の限られた体制や予算の下で有効な調査・研究機能を発揮させるためには、学部

学生や大学院生のスタッフを調査活動に参画させ、専門研究員 ( 研究専門職員 ) が組織化するなどの方策

も慎重に検討すべきである。

（５）財団 ７５ 年の記録の集約

財団は、６99９ 年の「京都・大学センター」発足から、本年度をもって ７５ 周年を迎えた。６５ 周年の際に、

設立からの活動経過を振り返る記念誌の発行を行っているが、７５ 年を経て、これまでの実績を質・量の

両面から俯瞰するとともに、将来にむけて財団のあり様を再整理する節目として、７５ 年の記録を集約す

ることは有益な取組みと考えられる。しかし、この ７５ 年間における財団事業の拡がりを勘案すると、こ

の作業は大きな負担となることが予想される。記録の取りまとめに際しては、前述した過去の事業担当者

等への聞き取り等も重要な取組みとなる。これにむけて適切な体制構築を検討することは必要な課題と考

えられる。
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　 　組織運営の課題

　財団は社会的な信用の維持・向上を図るため、７５５8 年 ６７ 月 ６ 日施行の「公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律」に基づき、７５６５ 年に公益財団法人に移行した。公益財団法人の厳格な認定

条件を満たしていることをもって、財団は公益性と信頼度の高い法人であるという信用を継続している。

公益認定にあたってメリットとされた「税制上の優遇措置の効果」については、事業収入と会員団体から

の会費収入を主な財源とする運営上の特性から、特段以前と変わらない状況にある。その一方で、公益法

人に関わる基準遵守、役員変更・法人登記や内閣府報告等にかかる事務量の増大が著しいことが判明して

きている。財団がこれまで培ってきた「大学、行政、産業界が協力をして、大学教育研究活動を向上させ、

それを地域社会と産業界へと還元していく」という設立の理念を一層前進させるため、公益認定基準を遵

守した公正な運営に努めつつも、責任ある意思決定の仕組みをいかに効率化していくかが重要となる。

　財団では、「理事や評議員等の役員の殆どが本務組織において任期制であること」、「出向職員の出向期

間が ７ ～ ８ 年であること」、「財団専門職員が Ａ 年上限の有期限雇用であること」等、組織運営上の継続

性を担保しにくい点が設立当初から認識されてきた。組織の継続性と責任体制を明確にする観点から、公

益法人移行時においても、この点に留意して、諸規程が整備されたところである。公益法人移行 ９ 年を

経過し、役員任期も一巡した財団は、新たな会議運営と役員の役割分担に関して、一定の経験が蓄積さ

れた段階にある。今次「第 ９ ステージプラン（７５６９ ～ ７５６8 年度）」を策定する機会にあわせ、財団運

営に関わる事項（定款変更を含む）について、さらなる見直しの必要性が認識された下記の点について、

７５６８ 年度中に一定の整理と改善が行われた。法人の機関会議の運営、評議員や各種専門委員等の選出に

おいて、それぞれの過程をよりシンプルな構造とすること、事業の改善・高度化に資する検討を各種専門

委員会等で一層実質化することがその要点である。

①財団役員体制等の見直し

　・評議員定数を削減し、評議員定数を「7 名以上 ６８ 名以内」に改正

　・評議員選任委員会を廃止し、評議員会の決議で評議員を選任・解任できるよう改正

②事業運営に関わる諸会議の整理

　・総合企画会議の廃止

　・運営委員会と運営委員会幹事会の整理

　・専門委員会の再編

また、今般の答申策定にあたって実施された大学政策委員会 WG の検討過程や、昨年度財団が実施した

加盟校ヒアリング・アンケート調査の結果から、財団事業に対する加盟校の参画意識を高め、大学間の情

報共有や交流に留意した運営を行うことの重要性が強く指摘されている。後述する会員総会運営上の改善

は、加盟校執行部レベルにおける財団への求心力向上に繋がる取組みである。

（１）会員総会の運営

会員総会は全会員の意見を聴取するため、年 ６ 回以上開催することとされ、Ｂ 月の定時評議員会・理事

会との同時開催を行ってきた。会員総会は財団事業と収支決算の報告の場と規定され、定足数はなく、独

Ⅳ 組織運営と財政改善の課題

６
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自の議題設定がされることもなかった。この数年間は総会の機会を使って「FD 執行部塾」を開催し、学

長同士あるいは自治体や産業界の参加者との交流の場となることを目指してきたが、出席者数は低調であ

り、会員総会のみに出席する学長にとっては、意義を感じとることが困難な状況となっている。

財団が文部科学省等との良好な関係を維持し、これを通じて有意義な情報提供の場を設定することにつ

いては、加盟校から大きな期待が寄せられており、この会員総会（FD 執行部塾）で提供する話題や情報

の質を充分に吟味すると同時に、代理出席や陪席を可とすることも含め、実質的な情報収集・意見交換に

ふさわしい場となるよう、運営改善を図る必要がある。学長を長時間拘束することには困難があるので、

定時評議員会と別日程で開催することも含めて、開催日程・時間・場所等について工夫が求められている。

なお、財団運営円滑化のためには、会員総会に限らず、自治体や京都経済４団体をはじめとしたステーク

ホルダーからの意見を聴取するための適切な機会を作ることにも留意しなければならない。

　 　財政の課題

収入については、財団の経常収益は会費収入と事業収入を基本としている。会費収入については、ほぼ

現状維持にあるが、事業収入の減少が目立っている。事業収入の減少は事業の見直し・廃止が主要な要因

であるが、継続している各事業における受講者・参加者数が減少傾向にあることもその要因となっている。

近年、事業の拡大よりも質の充実に向けた見直しを進めていることもあるが、収入について自然増が望め

ない現状にある。

支出については、７５６７ 年度決算において単年度経常収支差額 ７１8５５ 万円の赤字を計上し、財政緊縮は

喫緊の課題である。

７５６７ 年度の決算額をみると、事業費は ７ 億 ６１５５５ 万円程度の規模であるが、第 ９ ステージ当初（７５６９

年度）においては、６ 億 8１５５５ 万円程度の事業規模にしなければ現在保有している積立金（約 ６ 億 ８１５５５

万円）を取り崩すことになる。

中長期的には増収を見込むことが困難な状況下では、個々の事業においても次のような施策を検討する

必要があり、適切な効果検証に基づく「事業の選択と集中」を一層推進し、財団の組織運営効率化や財政

収支の改善を図っていく課題を引き続き重視しなければならない。

　　①コストを意識した事業計画の策定（事業内容・要員体制等の見直し、参加費の増収施策）

　　②賛助会員及び寄付金による収入増

　　③新たな補助金、外部資金の獲得

　また、現在 Ａ％の消費税率が ７５６９ 年 ９ 月に 8％に改定されることとなった。７５６Ａ 年 ６５ 月に ６５％へ

と引き上げられることになれば、第 ９ ステージプラン期を通じて ６５％程度の経費増を見込んでおく必要

がある。加えて、７５６８ 年度から実施された関西電力の電気料金値上げが年間約 Ａ５５ 万円を超える経費増

となる見込みであり、これらの要件を事業計画に織り込んでおく必要がある。

７
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【財団事業費の推移（単位：円）】

　　　　　　　　　　
年度

  
 項目

７５５9 ７５６５ ７５６６ ７５６７ ７５６８　

収入

資産運用収入 ６１Ｂ６７１Ａ５５ ７１７８Ａ１５５５ ７１６Ａ7１５５５ ７１６Ａ7１５５５ ７１６Ａ7１５５５

会費収入 ６7５１ＢＢＢ１５５５ ６7５１Ｂ7６１５５５ ６7５１７９７１５５５ ６Ｂ８１Ａ7８１Ａ５５ ６Ｂ８１9７８１Ａ５５

事業収入 ９６１６８８１9６Ａ ９９１8９７１9９7 ８Ａ１9６５１９９８ ８７１9ＢＢ１６９8 ８７１ＢＡ8１５５５

委託事業収入 ６５１７7９１８５9 Ａ１78６１９５５ ６９１９７８１9９Ａ ６8１889１５９Ｂ ７８１9Ａ５１５５５

指定管理者事業収入 ６7５１９９Ｂ１５５５ ６Ｂ9１8９Ｂ１５５５ ６7６１8９Ｂ１５５５ ６7６１8９Ｂ１５５５ ６7６１8９Ｂ１５５５

補助金収入 ６7１89Ａ１９88 Ｂ１ＢＢ7１５５５ ６１７５５１５５５ ６１７５５１５５５ ６１７５５１５５５

その他 9ＡＢ１９６9 7５８１９9５ ９５Ａ１５8９ ８7９１988 ８ＢＢ１８７Ｂ

特定資産等預金
取崩償還収入

５
８５１５５５１５５ ６７１７7５１８５５ ６７１Ｂ７Ｂ１7５５ ８Ｂ１8９７１9９7

小　　　計 ９６７１98９１Ｂ８６ ９８５１7９Ｂ１8８7 ９５8１９Ａ９１77７ ９５８１Ｂ８８１８8７ ９８７１9９８１77８

前年度繰越収支差額 77１５７Ｂ１8５９ ６５９１７７7１５Ｂ７ ６８９１Ｂ７9１7Ａ５ ６５Ｂ１９Ａ５１Ａ7７ 77１77９１７５Ａ

合　　　計 ９9６１５６６１９８Ａ Ａ８９１97８１899 Ａ９８１５8９１Ａ７７ Ａ６５１５8８１9Ａ９ Ａ６５１7６7１978

支出

事業費 ６ＡＡ１９Ａ８１９8Ａ ６Ｂ７１９79１Ａ7６ ６98１7６7１７ＢＡ ７６６１６Ａ５１Ａ7Ａ ７７９１97Ａ１６Ｂ9

管理費 Ａ8１７Ｂ８１87８ ８Ａ１789１８７７ ８８１9６Ａ１Ｂ９７ ８９１Ａ８Ｂ１997 ８８１9ＢＡ１Ｂ５９

指定管理者事業費 ６7５１９Ａ９１Ａ６Ａ ６Ｂ9１8ＡＡ１７ＡＢ ６7６１8９５１７9８ ６7６１8８8１９77 ６7６１8９Ｂ１５５５

特定預金支出 ６１Ｂ６７１Ａ５５ ８７１７７５１５５５ ８７１６Ｂ５１7Ａ５ ６９１78８１7５５ ７１６Ａ7１５５５

小　　　計 ８8Ａ１78９１８7８ ９５５１８９９１６９9 ９８Ｂ１Ｂ８８１9Ａ５ ９８７１８５9１7９9 ９８７１9９８１77８

（当期収支差額） (７7１７５５１７Ａ8) (８５１９５７１Ｂ88)（△ ７8１６79１６78）（△７8１Ｂ7Ｂ１８Ｂ7） （５）

次年度繰越収支差額 ６５９１７７7１５Ｂ７ ６８９１Ｂ７9１7Ａ５ ６５Ｂ１９Ａ５１Ａ7７ 77１77９１７５Ａ 77１77９１７５Ａ

合　　　計 ９9５１５６６１９８Ａ Ａ８９１97８１899 Ａ９８１５8９１Ａ７７ Ａ６５１５8８１9Ａ９ Ａ６５１7６7１978

注：７５６５ 年 7 月 ６ 日から公益財団法人に移行。７５６８ 年度は当初予算額、他の年度は決算額。「京都学生祭典」は別会計であり、

注：財団負担分として事業費枠 ８５５ 万円を毎年計上している

*６：投資有価証券償還収入 　　　　　　　　　*７：投資有価証券取得支出及び特定資産積立預金支出

*８：教育設備・機器等整備積立金の取崩収入 　*９：教育設備・機器等整備積立金投資有価証券 ８１５５５ 万円相当の現金化を含む 

*Ａ：教育設備・機器等整備積立金の取崩収入    *Ｂ：教育設備・機器等整備積立金取崩支出及び特定資産積立預金支出 

*7：教育設備・機器等整備積立金及び財団拡充積立金の取崩収入

　 　事務局体制の課題

　加盟団体からの出向者は大学 ６Ｂ 名、京都市 ７ 名、京都府 ６ 名の計 ６9 名となっている（７５６８ 年 Ａ 月

６ 日現在）。第 ８ ステージ期の出向者は ７７ ～ ７８ 名を維持してきたが、今後は大学を取り巻く厳しい環境

から、現状維持が困難な状況も予想される。また、出向者数そのものだけでなく出向者を送り出す加盟校

数の減少に伴い、事務局レベルでの大学間連携・交流の多様性が損なわれることも懸念される。加盟校に

対して研修出向の意義への理解を求め、中規模の加盟校からの新たな出向の可能性を探る必要がある。こ

の点は、大学政策委員会 WG における検討に際して、共通する留意事項とされた「財団事業への加盟校の

教職員のコミットメントの促進」にも繋がる重要な課題である。一方で、専門職員（主査、専門研究員）

は ７５５9 年度 ６８ 名であったのが、７５６８ 年度には ７８ 名まで拡大し、出向職員以外の直接雇用職員の人

件費総額は ７１Ｂ５５ 万円から 9１５Ａ５ 万円へと約 ８３Ａ 倍となり、大幅に増大している。第 ８ ステージ期の事

業規模を前提に、財団の直接雇用職員によって人的体制を維持すれば、引き続き財政を圧迫する事態とな

る。人件費も考慮した事業規模の見直しが必須となっている。

　出向職員（次長・主幹）と専門職員の業務分掌のあり方に留意しつつ、それぞれが能力を発揮できるよ

うに、財団として研修機会の提供とキャリア形成への援助も重視する必要がある。この点については、既

に財団内職員研修の体系化に着手しており、職員の研修機会の拡充とその効果検証ができるよう、体制強

化を図る。さらに、財団における研究・調査機能を担う事務局体制の構築が求められており、７５６９ 年度

から他の事業部体制から独立した調査・企画部門体制を確立する。専門研究員（研究専門職員）の規模と

3

*６

*７ *９ *Ｂ

*８ *Ａ *7
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適切な処遇のあり方については、７５６９ 年度中に別途検討を進める。さらに、公益法人運営のノウハウの

組織的な蓄積と安定的な業務継承が事務局の課題となっており、公益法人関係機関相互の情報交換等にも

留意していくことが必要である。

【事務局職員数の推移】

年度 出向職員 (a) 専門職員 (b) 小計 (a+b) 臨時・派遣等 (c) 戦略補助金 (d) 合計 (a+b+c+d）

７５５9 ７８ ６８ ８Ｂ Ｂ Ａ ９7 

７５６５ ７８ ６６ ８９ 8 7 ９9 

７５６６ ７７ ６8 ９５ Ｂ ７ ９8 

７５６７ ７７ ７５ ９７ ９ ５ ９Ｂ 

７５６８ ６9 ７８ ９７ ８ ５ ９Ａ 

※原則として、各年度の Ａ 月 ６ 日付の職員数。(d) は財団予算の外枠
※専門職員は主査・研究主幹・専門研究員・施設管理担当職員
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　第 ９ ステージプランにおいては、重点事業の成果や効果を測る評価指標・評価基準を事前に定め、中間評価、

最終評価にこれらの指標・基準に基づく効果測定を実施することを想定している。これにむけて、①測定の対象と

なる「重点事業」の明確化、②評価指標・基準の設定、③評価時期と評価体制の検討、④中間評価結果の活用方策

（事業運営の一部見直し等）等を具体的に検討していく必要がある。①②については、第 ９ ステージプラン策定後、

アクションプラン具体化の際にあわせて検討することが適切であるが、その前提として、③④については一定の方

向性を事前に定めておくことが望ましい。

　なお、公益財団法人においては、大学と異なり機関別評価等の義務は課されていないため、評価活動については

メリットとデメリットの両面から検討し具体化を図ることが必要である。

　財団の実施する事業は、継続の妥当性を判断するだけでなく、加盟校や社会に対する説明責任の面からも、その

効果測定や改善見直しを適宜図っていくことが求められている。しかしながら、教育関連事業を数多く扱う財団で

は、その効果を短期的・直接的に測定することは極めて難しい。さらに、教育関連事業においては、限定された指

標や基準に依拠して内容の良し悪しを判断するのではなく、複数の指標・基準・観点等を組み合わせ、総合的でバ

ランスのとれた分析を志向すべきである。

　財団の事務局組織は、数年で構成員が全て入れ替わるという通常の大学組織にはない特殊事情を抱えており、こ

の点が事業の質的な評価・分析をより難しくしている。このため、事業の効果測定や中期計画の中間評価・見直し

にあたっては、各事業に従事した担当職員や事業を活用している加盟校担当者へのヒアリング等を組み合わせ、定

量的データの獲得と分析を補強する等の方法が考えられる。評価にあたっては、次の概念図に示すサイクルで実施

することが想定される。

　　 加盟校等からの意見聴取や評価

加盟校や地元自治体・産業界をはじめとする財団関係団体からの要望や助言を得ることは、事業推進にとって

欠くことのできないプロセスである。これらの意見に基づき適宜見直しや改善を行うことができるよう、定期的な

ヒアリングやアンケート・懇談等の仕組みが必要である。

また、外部からの評価については、大学や行政機関や公共団体等で昨今広く導入が進められているが、その結果

を、実際の事業改善にそのまま活かすことは極めて難しい。他方、外部評価のメリットとしては、事業推進者自ら

による評価と異なる客観的な視点を得ることができるという点にある。「客観的な視点」に基づく評価やコメントは、

事業そのものの改善に役立てる目的だけでなく、事業内容を広く財団内外に周知するうえで効果的な素材となりう

ることにも留意しなければならない。

これらを踏まえ、加盟校以外の協力者等に点検評価を求める際には、その評価の性格を考慮した活用が望まれる。

すなわち、既存事業廃止・解消の適否を直接評価に委ねるのではなく、事業の新規展開や新たな改善案の具体化に

あたってその利点や期待の有無をコメントしてもらうなどの方法が考えられる。（既存事業の統廃合の判断につい

ては、財団基礎調査（前述）や担当者・加盟校関係者等へのヒアリング等に基づく財団自らの組織的判断を基礎と

すべきである）。

V

６

７

3

評価、分析に基づく事業見直しの在り方

　 　重点事業の効果測定

　　　　事業の効果測定や中期計画の中間評価・見直し
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すなわち、純粋な「外部評価」という枠組みでなく、財団外のアドバイザリーメンバーによる助言・コメント

の聴取という方法が望ましいと考えられる。また、アドバイザリーメンバーは必ずしも大学・高等教育関係者等に

限定せず、事業の性質に応じて、NPO 等の諸団体関係者や教育関連企業・組織関係者等、より幅広い視点から財

団事業の積極的意義等を見出してもらえるメンバーに参画を促す。

具体的な方法や適切な時期については、加盟校等からの意見聴取の方法とあわせてさらなる検討が必要である

が、これらに責任を持つ組織としては、理事会から財団事業の運営に関わる相互調整機能を付託されている「運営

委員会」と、その下にある「運営委員会幹事会」が、その任を負うことが想定される。

※上記概念図は、第 ８ ステージ期からの継続事業に関するイメージを示す

※新規事業は開発期間を要するため、７５６Ａ 年度以降に開始されるものがある
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　 　重点事業の効果測定

「第 ９ ステージにおいて財団の果たす役割」と全事業に通底する「財団事業推進にあたって留意すべき

観点」は先述Ⅱ～Ⅲで言及したとおりだが、次のとおり再掲する。

【第 ９ ステージにおいて財団の果たす役割】( ※「Ⅱ．」より再掲 )

　　❶ 京都地域における大学間連携事業の推進

　　❷ 加盟校の教育の質向上の追求支援

　　❸「大学都市」京都、地域の発展と活性化への貢献

【財団事業推進にあたって留意すべき観点】( ※「Ⅲ．」より再掲 )

　　❶ 財団事業への加盟校の学生のコミットメントの促進

　　❷ 財団事業への加盟校の教職員のコミットメントの促進

　　❸ 調査・企画機能の強化

　　❹ 情報発信・共有機能の強化

第 ９ ステージプランの検討過程では、高等教育や財団を取り巻く内外の環境変化を踏まえて、加盟校の

財団に対する意識の変化、既存事業の有効性の再考、新たな事業展開の方向性、京都に財団が存在する意

義の再確認等、重要かつ根本的な課題が認識された。財団側の立場では、財団に関わる全ての組織・人々

の間で、これら課題の解決に際し、ともすれば、「組織」そのものの維持を中心に考えがちである。最も

大切な点は、財団の事業が、京都地域の学生の「学びと成長」支援に直接・間接的に繋がるべきだという

認識を共有することである。

規模・設置形態・専門分野構成等の異なる Ａ５ の大学・短期大学から構成される財団で追求すべきことは、

大学間連携とキャンパス外の多様な活動によって可能となる「教育効果」であるだろう。それらを具体化

したものが、①個別大学の体系的教育課程との組み合わせによってシナジー効果を生み出せる「正課補完

プログラム」や、②幅広い学びを提供する「課外教育プログラム」を通して学生にとって魅力的な学びと

成長を支援する仕組みの創出である。現在、財団が実施しているインターンシップ事業や学生交流事業に

おける「振り返り会」、特色あるコーディネート科目の提供、高大や社会との連携によるキャリア教育等は、

このコンセプトに沿って実施されてきたものであり、今後もその視点を持ち続けることが必要である。

さらに、教職員の人材育成事業は大学教育を支える大学人を育み、地域・地元産業界等との協力関係構

築は、学生にとって優れた「教育のフィールド」を整備する重要な課題である。これらも、「学生の学び

と成長」に結びつく取組みといえる。

全国随一の「大学集積都市」「歴史的文化的都市」として、学びのための多様なコンテンツや資源を擁

する「京都地域」において、その特色を活かした各事業を推進することにより、各大学での学生の学びや

成長に、質的な深みや多様性をもたらすことが、財団の大きな使命である。第 ９ ステージを迎えるにあたっ

て、改めて確認しておきたい。

Ⅵ

６

まとめ ～京都地域における学生の「学びと成長」の支援をめざして～
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参考．京都地域における学生の「学びと成長」の支援をめざして

43 第４ステージプラン

Ⅵ　まとめ ～京都地域における学生の「学びと成長」の支援をめざして～

１．重点事業の効果測定

　「第 4 ステージ期において財団が果たすべき役割」と全事業に通底する「財団事業推進に際して留意すべき観点」は先述Ⅱ～Ⅲ

で言及したとおりだが、次のとおり再掲する。

【第 4 ステージにおいて財団の果たす役割】(※「Ⅱ．」より再掲 )

　❶ 京都地域における大学間連携事業の推進

　❷ 加盟大学・短期大学の教育の質向上の追求支援

　❸「大学都市」京都、地域の発展と活性化への貢献

【財団事業推進にあたって留意すべき観点】(※「Ⅲ．」より再掲 )

　❶ 財団事業への学生のコミットメントの促進

　❷ 財団事業への加盟大学・短期大学教職員のコミットメントの促進

　❸ 調査・企画機能の強化

　❹ 情報発信・共有機能の強化

　第 4 ステージプランの検討過程では、高等教育や財団を取り巻く内外の環境変化を踏まえて、加盟校の財団に対する意識の変化、

既存事業の有効性の再考、新たな事業展開の方向性、京都に財団が存在する意義の再確認等、重要かつ根本的な課題が認識された。

財団側の立場では、財団に関わる全ての組織・人々の間で、これら課題の解決に際し、ともすれば、「組織」そのものの維持を中

心に考えがちである。最も大切な点は、財団の事業が、京都地域の学生の「学びと成長」支援に直接・間接的に繋がるべきだとい

う認識を共有することである。

　規模・設置形態・専門分野構成等の異なる 50 の大学・短期大学から構成される財団で追求すべきことは、大学間連携とキャン

パス外の多様な活動によって可能となる「教育効果」であるだろう。それらを具体化したものが、①個別大学の体系的教育課程と

の組み合わせによってシナジー効果を生み出せる「正課補完プログラム」や、②幅広い学びを提供する「課外教育プログラム」を

通して学生にとって魅力的な学びと成長を支援する仕組みの創出である。現在、財団が実施しているインターンシップ事業や学生

交流事業における「振り返り会」、特色あるコーディネート科目の提供、高大社連携によるキャリア教育等は、このコンセプトに沿っ

て実施されてきたものであり、今後もその視点を持ち続けることが必要である。

　さらに、教職員の人材育成事業は大学教育を支える大学人を育み、地域・地元産業界等との協力関係構築は、学生にとって優れ

た「教育のフィールド」を整備する重要な課題である。これらも、「学生の学びと成長」に結びつく取組みといえる。

　全国随一の「大学集積都市」「歴史的文化的都市」として、学びのための多様なコンテンツや資源を擁する「京都地域」において、

その特色を活かした各事業を推進することにより、各大学での学生の学びや成長に、質的な深みや多様性をもたらすことが、財団

の大きな使命である。第 4 ステージを迎えるにあたって、改めて確認しておきたい。

「大学都市」京都、
地域の発展と活性化への貢献
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大学関連系事業の推進
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財団事業への学生の

コミットメントの推進
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調査企画機能の強化
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47京都地域における学生の「学びと成長」の支援をめざして

　 　大学政策委員会・ワーキンググループ（以下、WG）等の開催記録

■ ７５６７ 年度大学政策委員会　審議経過

Ⅶ 巻末資料

６
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Ⅶ　巻末資料

１．大学政策委員会・ワーキンググループ（以下、WG）等の開催記録

■2012 年度大学政策委員会　審議経過

■2013 年度大学政策委員会　審議経過

月
　
日
（
金
）

10

26

月
　
日
（
木
）

11

14

月
　
日
（
木
）

 1

23

月
　
日
（
水
）

 2

20

第 1 回大学政策委員会

協議事項

報告事項

報告事項

1３「第 3 ステージ」のまとめ（中間総括）について

2３ 大学政策委員会幹事会の設置について

3３2012 年度大学政策委員会の活動について

第 1 回幹事会

第 2 回幹事会

第 2 回大学政策委員会

1３ 第 3 ステージプラン調査結果（中間報告）について

1３ 第 3 ステージプラン調査結果（中間報告）について

1３ 第 3 ステージプラン調査結果（中間報告）について

第 3 回幹事会

報告事項

協議事項 1３ 第 3 ステージプランの活動まとめ（素案）について

月
　
日
（
火
）

 3

19

月
　
日
（
水
）

 ７

17

月
　
日
（
水
）

７

17

月
　
日
（
水
）

７

24

月
　
日
（
金
）

７

30

第 3WG：大学の発展を支える教職員の育成

WG による議論：1 回目

報告事項

協議事項

報告事項

協議事項

報告事項

協議事項

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）「高大接続・連携におけるキャリア教育プログラム」について

（2）「インターンシップ事業」について

第 6WG：調査・研究機能の再構築

第 4WG：大学のまち・学生のまち京都の活性化

第 1WG：大学間連携による教育プログラムの充実（その１）

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）「財団基礎調査」における調査項目の再検討

（2）重点事業の効果測定の方法（外部有識者による事業評価等の導入を含む）

（3）調査・研究課題選定ならびに共同研究プロジェクトの組織化

（4）調査・研究の組織体制

（5）財団 20 周年記録の集約

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）「大学都市京都のブランディング戦略の確立」（共同広報事業）について

（2）「学生の力を活かした都市活性化」（学生交流事業）について

（3）「都市及び大学都市政策研究支援」（都市政策研究推進事業）について

月
　
日
（
金
）

７

30
報告事項

協議事項

第 2WG：大学間連携による教育プログラムの充実（その 2）

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）単位互換事業について

（2）生涯学習事業について

（3）e- ラーニングシステムについて

月
　
日
（
金
）

７

30 報告事項

協議事項

第 5WG：国際交流プログラムの充実

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）留学生・日本人相互交流について　　　　（2）留学生受入れ体制強化について

（3）学生の海外派遣について　　　　　　　　（4）グローバル化に対応した FD４SD について

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）「高大接続・連携におけるキャリア教育プログラム」について

（2）「インターンシップ事業」について

４ 

月 

〜 

６ 

月

４
月
　
日
（
土
）

13

４
月
　
日
（
水
）

24

５
月
　
日
（
水
）

22

６
月
　
日
（
水
）

12

第 4 回幹事会

協議事項

協議事項

協議事項

協議事項

1３ 第 3 ステージの到達点と第 4 ステージに向けた課題について（案）

第 3 回大学政策委員会

第 5 回幹事会

第 6 回幹事会

1３ 第 3 ステージの到達点と第 4 ステージに向けた課題について（案）

1３ 第３ステージの到達点と第４ステージに向けた課題について（案）

2３ 大学政策委員会 WG について（案）

1３ 第 3 ステージの到達点と第 4 ステージに向けた課題について（案）

2３2013 年度大学政策委員会の発足と WG の設置について（案）

3３ 大学政策委員会 WG の編成状況について（案）

4３ 第 4 ステージプランの検討課題について

2012 年度大学政策委員会委員一覧（敬称略）

委 員 長

副委員長

草野　顕之

大西　有三

見上　崇洋 *

田中　則夫 *

土田　道夫 *

大城　光正 *

濱岡　政好

森迫　清貴

川本　重雄

戸祭　達郎

午居　隆平

山﨑　その

下村　泰彦

築山　崇

脇田　寛

畑村　博行

古瀬　ゆかり

黄瀬　謙治

内藤　暁吾

浅見直一郎 *

大谷大学・大谷大学短期大学部 学長（副理事長）

京都大学 理事・副学長（運営委員）

立命館大学 副学長（運営委員長）

龍谷大学 副学長（副運営委員長）

同志社大学 副学長（副運営委員長）

京都産業大学 副学長（運営委員）

佛教大学 副学長（運営委員）

京都工芸繊維大学 副学長

京都女子大学・短期大学部 学長（理事）

成美大学・短期大学部 学長（評議員）

京都嵯峨芸術大学・短期大学部 事務局長（監事）

京都外国語大学・短期大学 総合企画室 参事（SD 研修委員会委員長）

京都経済短期大学 事務部長（SD 研修委員会委員）

京都府立大学 副学長（運営委員）

京都市立芸術大学 事務局 整備改革推進室長（運営委員）

京都府 政策企画部 企画監

京都市総合企画局 市民協働政策推進室 大学政策担当部長（運営委員）

京都工業会 専務理事

公益財団法人 大学コンソーシアム京都　専務理事

大谷大学・大谷大学短期大学部 副学長（運営委員）オブザーバー

事 務 局 公益財団法人 大学コンソーシアム京都

委　員

* 印：大学政策委員会幹事会委員、（　）内：財団内役職

報告事項

協議事項
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■ ７５６８ 年度大学政策委員会　審議経過
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Ⅶ　巻末資料

１．大学政策委員会・ワーキンググループ（以下、WG）等の開催記録

■2012 年度大学政策委員会　審議経過

■2013 年度大学政策委員会　審議経過

月
　
日
（
金
）

10

26

月
　
日
（
木
）

11

14

月
　
日
（
木
）

 1

23

月
　
日
（
水
）

 2

20

第 1 回大学政策委員会

協議事項

報告事項

報告事項

1３「第 3 ステージ」のまとめ（中間総括）について

2３ 大学政策委員会幹事会の設置について

3３2012 年度大学政策委員会の活動について

第 1 回幹事会

第 2 回幹事会

第 2 回大学政策委員会

1３ 第 3 ステージプラン調査結果（中間報告）について

1３ 第 3 ステージプラン調査結果（中間報告）について

1３ 第 3 ステージプラン調査結果（中間報告）について

第 3 回幹事会

報告事項

協議事項 1３ 第 3 ステージプランの活動まとめ（素案）について

月
　
日
（
火
）

 3

19

月
　
日
（
水
）

 ７

17

月
　
日
（
水
）

７

17

月
　
日
（
水
）

７

24

月
　
日
（
金
）

７

30

第 3WG：大学の発展を支える教職員の育成

WG による議論：1 回目

報告事項

協議事項

報告事項

協議事項

報告事項

協議事項

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）「高大接続・連携におけるキャリア教育プログラム」について

（2）「インターンシップ事業」について

第 6WG：調査・研究機能の再構築

第 4WG：大学のまち・学生のまち京都の活性化

第 1WG：大学間連携による教育プログラムの充実（その１）

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）「財団基礎調査」における調査項目の再検討

（2）重点事業の効果測定の方法（外部有識者による事業評価等の導入を含む）

（3）調査・研究課題選定ならびに共同研究プロジェクトの組織化

（4）調査・研究の組織体制

（5）財団 20 周年記録の集約

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）「大学都市京都のブランディング戦略の確立」（共同広報事業）について

（2）「学生の力を活かした都市活性化」（学生交流事業）について

（3）「都市及び大学都市政策研究支援」（都市政策研究推進事業）について

月
　
日
（
金
）

７

30
報告事項

協議事項

第 2WG：大学間連携による教育プログラムの充実（その 2）

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）単位互換事業について

（2）生涯学習事業について

（3）e- ラーニングシステムについて

月
　
日
（
金
）

７

30 報告事項

協議事項

第 5WG：国際交流プログラムの充実

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）留学生・日本人相互交流について　　　　（2）留学生受入れ体制強化について

（3）学生の海外派遣について　　　　　　　　（4）グローバル化に対応した FD４SD について

1３ 第 3 ステージプラン総括及び大学政策委員会・同 WG 発足の経過について

2３ 検討テーマ及び各事業に関するこれまでの事業実績等について

（1）「高大接続・連携におけるキャリア教育プログラム」について

（2）「インターンシップ事業」について

４ 

月 

〜 

６ 

月

４
月
　
日
（
土
）

13

４
月
　
日
（
水
）

24

５
月
　
日
（
水
）

22

６
月
　
日
（
水
）

12

第 4 回幹事会

協議事項

協議事項

協議事項

協議事項

1３ 第 3 ステージの到達点と第 4 ステージに向けた課題について（案）

第 3 回大学政策委員会

第 5 回幹事会

第 6 回幹事会

1３ 第 3 ステージの到達点と第 4 ステージに向けた課題について（案）

1３ 第３ステージの到達点と第４ステージに向けた課題について（案）

2３ 大学政策委員会 WG について（案）

1３ 第 3 ステージの到達点と第 4 ステージに向けた課題について（案）

2３2013 年度大学政策委員会の発足と WG の設置について（案）

3３ 大学政策委員会 WG の編成状況について（案）

4３ 第 4 ステージプランの検討課題について

2012 年度大学政策委員会委員一覧（敬称略）

委 員 長

副委員長

草野　顕之

大西　有三

見上　崇洋 *

田中　則夫 *

土田　道夫 *

大城　光正 *

濱岡　政好

森迫　清貴

川本　重雄

戸祭　達郎

午居　隆平

山﨑　その

下村　泰彦

築山　崇

脇田　寛

畑村　博行

古瀬　ゆかり

黄瀬　謙治

内藤　暁吾

浅見直一郎 *

大谷大学・大谷大学短期大学部 学長（副理事長）

京都大学 理事・副学長（運営委員）

立命館大学 副学長（運営委員長）

龍谷大学 副学長（副運営委員長）

同志社大学 副学長（副運営委員長）

京都産業大学 副学長（運営委員）

佛教大学 副学長（運営委員）

京都工芸繊維大学 副学長

京都女子大学・短期大学部 学長（理事）

成美大学・短期大学部 学長（評議員）

京都嵯峨芸術大学・短期大学部 事務局長（監事）

京都外国語大学・短期大学 総合企画室 参事（SD 研修委員会委員長）

京都経済短期大学 事務部長（SD 研修委員会委員）

京都府立大学 副学長（運営委員）

京都市立芸術大学 事務局 整備改革推進室長（運営委員）

京都府 政策企画部 企画監

京都市総合企画局 市民協働政策推進室 大学政策担当部長（運営委員）

京都工業会 専務理事

公益財団法人 大学コンソーシアム京都　専務理事

大谷大学・大谷大学短期大学部 副学長（運営委員）オブザーバー

事 務 局 公益財団法人 大学コンソーシアム京都

委　員

* 印：大学政策委員会幹事会委員、（　）内：財団内役職

報告事項

協議事項
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月
　
日
（
金
）

９

６
報告事項

協議事項

第 7 回幹事会

1. 大学政策委員会ＷＧの検討状況について

2. 第 4 ステージプランの策定について（6 つのＷＧの相互調整について）

月
　
日
（
水
）

 9

18 第 2WG：大学間連携による教育プログラムの充実（その 2）

WG による議論：２回目

協議事項 1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について

月
　
日
（
金
）

9

20

第 5WG：国際交流プログラムの充実

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
水
）

9

25

第 4WG：大学のまち・学生のまち京都の活性化

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
金
）

9

27

第 3WG：大学の発展を支える教職員の育成

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
水
）

10

 2

第 1WG：大学間連携による教育プログラムの充実（その１）

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
火
）

10

 8

第 6WG：調査・研究機能の再構築

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
水
）

10

30

第 8 回幹事会

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
水
）

11

13

第 4 回大学政策委員会

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
火
）
〜
　
　日
（
金
）

12

11

13

協議事項

１日目

2 日目

3 日目

加盟大学・短期大学　意見交換会

1. 大学のまち京都・学生のまち京都推進計画について（京都市）

2. 第４ステージプラン（答申）について（大学コンソーシアム京都）

3. 意見交換（意見・要望等）

京都市立芸術大学、大谷大学・大谷大学短期大学部、京都嵯峨芸術大学・京都嵯峨芸術大学短期大学部、

京都ノートルダム女子大学、種智院大学、明治国際医療大学

京都学園大学、成安造形大学、京都女子大学・京都女子大学短期大学、佛教大学、

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部、立命館大学、京都精華大学、龍谷大学・龍谷大学短期大学部

京都外国語大学・京都外国語短期大学、京都華頂大学・華頂短期大学、京都経済短期大学、京都産業大学、

京都造形芸術大学、京都橘大学、京都薬科大学、成美大学・成美大学短期大学部、同志社大学

１
月

加盟大学・短期大学　個別ヒアリング

14 日（火）

15 日（水）

16 日（木）

17 日（金）

21 日（火）

22 日（水）

23 日（木）

24 日（金）

京都医療科学大学、京都文教短期大学、放送大学・京都学習センター

京都工芸繊維大学、池坊短期大学

京都教育大学、京都聖母女学院短期大学

大阪医科大学

京都西山短期大学、同志社女子大学

京都府立大学、京都府立医科大学、京都文教大学

花園大学

京都大学、平安女学院大学

月
　
日
（
木
）

2

20 報告事項

協議事項

第 9 回大学政策委員会幹事会

1. 加盟校における意見・要望の集約結果について（第 4 ステージプラン）

2. 京都市民を対象にした意見・要望の集約結果について（「大学のまち・学生のまち京都推進計画」2014-2018）

3. 第 4 ステージプラン答申（素案）について

月
　
日
（
水
）

2

26 協議事項

報告事項

第 5 回大学政策委員会

1. 第 4 ステージプラン答申（案）について

　意見交換会及び個別訪問における意見・要望の集約結果について

2. 大学のまち京都・学生のまち京都推進計画（2014 ～ 2018）について

2013 年度大学政策委員会委員一覧（敬称略）

委 員 長

副 委 員 長

草野　顕之

見上　崇洋 *

大塚　雄作

森迫　清貴

山﨑　その

大城　光正 *

真山　達志 *

田中　則夫 *

古瀬ゆかり

畑村　博行

浅見直一郎 *

南　寛

内藤　暁吾

大谷大学・大谷大学短期大学部 学長（副理事長）

立命館大学 副学長（運営委員長）2013 年 12 月 31 日まで

京都大学 高等教育研究開発推進センター センター長・教授

京都工芸繊維大学 副学長

京都外国語大学・短期大学 総合企画室 参事（SD 委員会委員長）

京都産業大学 副学長（運営委員、2014 年 1 月 15 日より副運営委員長）

同志社大学 副学長・教育支援機構長

                            （副運営委員長、2014 年 1 月 15 日より運営委員長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部 副学長（副運営委員長）

京都市総合企画局 市民協働政策推進室 大学政策担当部長（運営委員）

京都府政策企画部 企画監

大谷大学・大谷大学短期大学部 副学長（運営委員）

京都市立芸術大学 教務学生支援室長（運営委員）

公益財団法人 大学コンソーシアム京都 専務理事

事 務 局 公益財団法人 大学コンソーシアム京都

* 印：大学政策委員会幹事会委員、（　）内：財団内役職

委　員

第 1WG：大学間連携による教育プログラムの充実（その 1）

2013 年度 WG 委員一覧（敬称略）

座　長 田中　則夫

内村　浩

遠山　秀史

多田　実

古川　秀夫

龍谷大学・龍谷大学短期大学部 副学長（大学政策委員会幹事会）

京都工芸繊維大学 アドミッションセンター 教授（高大連携推進室　室長）

京都府教育委員会 高校教育課 指導主事（京都高大連携研究協議会事務局）

同志社大学 政策学部 教授（インターンシップ研究会副委員長・プログラムコーディネーター）

龍谷大学 国際文化学部 教授（インターンシップ研究会委員長・プログラムコーディネーター）

事 務 局 公益財団法人 大学コンソーシアム京都

委　員
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月
　
日
（
金
）

９

６
報告事項

協議事項

第 7 回幹事会

1. 大学政策委員会ＷＧの検討状況について

2. 第 4 ステージプランの策定について（6 つのＷＧの相互調整について）

月
　
日
（
水
）

 9

18 第 2WG：大学間連携による教育プログラムの充実（その 2）

WG による議論：２回目

協議事項 1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について

月
　
日
（
金
）

9

20

第 5WG：国際交流プログラムの充実

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
水
）

9

25

第 4WG：大学のまち・学生のまち京都の活性化

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
金
）

9

27

第 3WG：大学の発展を支える教職員の育成

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
水
）

10

 2

第 1WG：大学間連携による教育プログラムの充実（その１）

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
火
）

10

 8

第 6WG：調査・研究機能の再構築

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
水
）

10

30

第 8 回幹事会

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
水
）

11

13

第 4 回大学政策委員会

1. 第 4 ステージプランに向けた検討課題について協議事項

月
　
日
（
火
）
〜
　
　日
（
金
）

12

11

13

協議事項

１日目

2 日目

3 日目

加盟大学・短期大学　意見交換会

1. 大学のまち京都・学生のまち京都推進計画について（京都市）

2. 第４ステージプラン（答申）について（大学コンソーシアム京都）

3. 意見交換（意見・要望等）

京都市立芸術大学、大谷大学・大谷大学短期大学部、京都嵯峨芸術大学・京都嵯峨芸術大学短期大学部、

京都ノートルダム女子大学、種智院大学、明治国際医療大学

京都学園大学、成安造形大学、京都女子大学・京都女子大学短期大学、佛教大学、

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部、立命館大学、京都精華大学、龍谷大学・龍谷大学短期大学部

京都外国語大学・京都外国語短期大学、京都華頂大学・華頂短期大学、京都経済短期大学、京都産業大学、

京都造形芸術大学、京都橘大学、京都薬科大学、成美大学・成美大学短期大学部、同志社大学

１
月

加盟大学・短期大学　個別ヒアリング

14 日（火）

15 日（水）

16 日（木）

17 日（金）

21 日（火）

22 日（水）

23 日（木）

24 日（金）

京都医療科学大学、京都文教短期大学、放送大学・京都学習センター

京都工芸繊維大学、池坊短期大学

京都教育大学、京都聖母女学院短期大学

大阪医科大学

京都西山短期大学、同志社女子大学

京都府立大学、京都府立医科大学、京都文教大学

花園大学

京都大学、平安女学院大学

月
　
日
（
木
）

2

20 報告事項

協議事項

第 9 回大学政策委員会幹事会

1. 加盟校における意見・要望の集約結果について（第 4 ステージプラン）

2. 京都市民を対象にした意見・要望の集約結果について（「大学のまち・学生のまち京都推進計画」2014-2018）

3. 第 4 ステージプラン答申（素案）について

月
　
日
（
水
）

2

26 協議事項

報告事項

第 5 回大学政策委員会

1. 第 4 ステージプラン答申（案）について

　意見交換会及び個別訪問における意見・要望の集約結果について

2. 大学のまち京都・学生のまち京都推進計画（2014 ～ 2018）について

2013 年度大学政策委員会委員一覧（敬称略）

委 員 長

副 委 員 長

草野　顕之

見上　崇洋 *

大塚　雄作

森迫　清貴

山﨑　その

大城　光正 *

真山　達志 *

田中　則夫 *

古瀬ゆかり

畑村　博行

浅見直一郎 *

南　寛

内藤　暁吾

大谷大学・大谷大学短期大学部 学長（副理事長）

立命館大学 副学長（運営委員長）2013 年 12 月 31 日まで

京都大学 高等教育研究開発推進センター センター長・教授

京都工芸繊維大学 副学長

京都外国語大学・短期大学 総合企画室 参事（SD 委員会委員長）

京都産業大学 副学長（運営委員、2014 年 1 月 15 日より副運営委員長）

同志社大学 副学長・教育支援機構長

                            （副運営委員長、2014 年 1 月 15 日より運営委員長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部 副学長（副運営委員長）

京都市総合企画局 市民協働政策推進室 大学政策担当部長（運営委員）

京都府政策企画部 企画監

大谷大学・大谷大学短期大学部 副学長（運営委員）

京都市立芸術大学 教務学生支援室長（運営委員）

公益財団法人 大学コンソーシアム京都 専務理事

事 務 局 公益財団法人 大学コンソーシアム京都

* 印：大学政策委員会幹事会委員、（　）内：財団内役職

委　員

第 1WG：大学間連携による教育プログラムの充実（その 1）

2013 年度 WG 委員一覧（敬称略）

座　長 田中　則夫

内村　浩

遠山　秀史

多田　実

古川　秀夫

龍谷大学・龍谷大学短期大学部 副学長（大学政策委員会幹事会）

京都工芸繊維大学 アドミッションセンター 教授（高大連携推進室　室長）

京都府教育委員会 高校教育課 指導主事（京都高大連携研究協議会事務局）

同志社大学 政策学部 教授（インターンシップ研究会副委員長・プログラムコーディネーター）

龍谷大学 国際文化学部 教授（インターンシップ研究会委員長・プログラムコーディネーター）

事 務 局 公益財団法人 大学コンソーシアム京都

委　員
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第 2WG：大学間連携による教育プログラムの充実（その 2）

座　長 浅見直一郎

森迫　清貴

内藤　多恵

八木　透

阿部　一晴

大谷大学・大谷大学短期大学部 副学長（大学政策委員会幹事会）

京都工芸繊維大学 副学長（大学政策委員会）

龍谷大学 REC 事務部 課長（京カレッジ企画検討委員会）

佛教大学 歴史学部 教授（京都学企画検討委員会　委員長）

京都光華女子大学　情報教育センター 准教授

                          （e ラーニングコンテンツ調整会議委員、FD 研究ワーキング）

事 務 局 公益財団法人 大学コンソーシアム京都

委　員

第 3WG：大学の発展を支える教職員の育成事業の充実

座　長

山﨑　その

行廣　隆次

長谷川岳史

大島　英穂

川面　きよ

事 務 局 公益財団法人 大学コンソーシアム京都

京都大学 高等教育研究開発推進センター センター長・教授

（大学政策委員会・FD 研究ワーキング）

京都外国語大学・短期大学総合企画室 参事（SD 委員会委員長）

京都学園大学人間文化学部心理学科 准教授（FD 研究ワーキング委員長）

龍谷大学 経営学部 経営学科 教授（FD フォーラム企画検討 WG 委員長）

立命館大学 国際部 事務部長（SD 委員会副委員長）

大学コンソーシアム京都 FD 専門研究員

委　員

大塚　雄作

第 4WG：大学のまち・学生のまち京都の活性化

座　長

事 務 局 公益財団法人 大学コンソーシアム京都

同志社大学 副学長・教育支援機構長（大学政策委員会幹事会）

京都文教短期大学 入試センター 次長

（京都の大学「学び」フォーラム企画検討委員会　委員長）

京都市立芸術大学 教務学生支援室長（大学政策委員会）

立命館大学 国際関係学部長 教授（前 学生交流事業部長）

龍谷大学 政策学部長 教授

（都市政策研究会 委員長、未来の京都創造研究事業運営委員会 副委員長）

京都市 総合企画局市民協働政策推進室 大学政策部長（大学政策委員会）

委　員

真山　達志

田村　哲順

南　　寛

文　京洙

石田　徹

古瀬ゆかり

第 5WG：国際交流プログラムの充実

大城　光正

松浦　真理

津守　淨子

竹内　俊雄

福原　早苗

井上八三郎

事 務 局 公益財団法人 大学コンソーシアム京都

京都産業大学 副学長（大学政策委員会幹事会）

京都華頂大学 現代家政学部 准教授

（国際連携事業運営委員会、海外留学派遣プログラム開発支援事業運営委員会委員長）

龍谷大学 国際部 事務部長

京都市 総合企画局 市民協働政策推進室 大学政策課長（国際連携事業運営委員会）

京都府 政策企画部戦略企画課 大学政策担当課長

京都市 国際交流協会 総務課長

委　員

座　長

第 6WG：調査・研究機能の再構築

見上　崇洋

河村　能夫

中村　博幸

事 務 局 公益財団法人 大学コンソーシアム京都

立命館大学 副学長（大学政策委員会幹事会）

龍谷大学 名誉教授　研究地域連携フェロー

（インターンシッププログラムコーディネーター）

京都文教大学 臨床心理学部 教授（高大連携推進室）

大学コンソーシアム京都 シンクタンク事業 プロジェクト・マネージャー

立命館大学 歴史都市防災研究センター 客員研究員 非常勤講師

委　員

座　長

水田　哲生

各 WG 上段委員：座長、（　）内：財団内役職

参考．第 4 ステージプラン策定のための検討体制
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参考．第 4 ステージプラン策定のための検討体制

理事会

大学政策委員会 運営委員会

幹事会
＊ワーキンググループ間の調整

第 4 ステージプラン策定　検討ワーキンググループ

第 ６ ワーキンググループ　

大学間連帯による教育プログラムの充実（６）

第 ７ ワーキンググループ　

大学間連帯による教育プログラムの充実（７）

第 3 ワーキンググループ　

大学の発展を支える教職員の育成

第 4 ワーキンググループ　

大学のまち京都・学生のまち京都の活性化

第 5 ワーキンググループ　

国際交流プログラムの充実

第 6 ワーキンググループ　

調査・研究機能の再構築

幹事会
＊組織運営と財政改善の課題

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼ ▼ ▼

▼▼▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼



参考．第4ステージにおける主要事業一覧

①

①

①

①

②

②

③

③

③

③

③

①②③

③

①②③

①②③

財団の果たす

役割
事業の名称

主なプログラム
・

取組み等

高大連携事業

インターンシップ事業

単位互換事業

生涯学習事業

FD事業

SD事業

学生交流事業

都市政策研究推進事業

シンクタンク事業

（未来の京都創造研究事業）

（京都市予算）

学まちコラボ事業

（大学地域連携創造・支援事業）

（京都市予算）

国際交流事業

調査企画事業

共同広報事業

広報

その他

( キャンパスプラザ指定管理
・

財団運営ほか）

京都の大学「学び」フォーラム

京都高大連携研究協議会事業
（実践研究共同教育プログラム

          Kyotoカタリ場他）

ビジネスコース

パブリックコース

プログレスコース

単位互換制度運用

e- ラーニングシステム

京カレッジ

京都学講座

ＦＤ階層別研修 
（新任教員ＦＤ合同研修、

京都Ｆｄeｒ塾、ＦＤ執行部塾）

ＦＤフォーラム

ＳＤフォーラム

大学職員共同研修

ＳＤワークショップ

京都学生祭典

京都国際学生映画祭

都市政策研究会

都市政策研究交流大会

未来の京都創造研究事業

研究助成制度

京都市市民生活実感調査分析

公開プレゼンテーション
・

学まちコラボ事業報告会

短期海外学生派遣事業

海外派遣プログラム開発事業

留学生住宅支援事業

財団基礎調査

大学のまち京都推進会議
共同事業

学びスタイル発行

財団広報

（Webページ・SNSの運用、

事業紹介冊子、会報の発行）

キャンパスプラザ指定管理事業
財団運営関連

( 事務局管理事務経費・人件費等）

その他

事業の方向性や主な課題

財団組織運営の効率化、財政状況の改善

キャリア教育プログラムなど大学生・高校生双方への教育効果を

発揮できる事業を開発・推進

コース別の効果検証、事前・事後プログラムの充実

加盟校・学生のニーズに応じた科目の精選とコーディネート機能の強化

受講生のニーズに応じた科目の精選

階層別研修の効果測定

大学アドミニストレータ研修の再開に向けた準備

京都学生祭典・京都国際学生映画祭における教育効果検証、

芸術普及事業の休止

若手研究助成事業の他事業への統合に伴う廃止、

政策研究交流大会参画大学・学生層の拡大

事業認知度の向上　大学都市政策研究（指定課題）

の新規設定（財団による予算の追加措置）

事業認知度の向上

留学生と日本人学生の交流機能の強化、

短期留学生受入れプログラムの新規開発

調査・企画部門の設立、事業部横断の調査研究課題の設定・実施

共同入試広報事業の規模の大幅見直し・縮減

財団事業成果の情報発信機能強化

財団の果たす役割 (3点）

①京都地域における大学間連携事業の推進　　　　　　②加盟校の教育の質向上の追求支援

③「大学都市」京都、地域の発展と活性化への貢献
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〒600-8216

京都市下京区西洞院通塩小路下るキャンパスプラザ京都

（京都市大学のまち交流センター）内

TEL ：075-353-9100（代表）　FAX：075-353-9101

URL：http://www.consortium.or.jp

　　：http://www.facebook.com/consortium.kyoto

　  高等教育イベントナビ教まちや：http://henews.consortium.or.jp/

２
０
１
４
〜
２
０
１
８
年
度　
　
　

第
４
ス
テ
ー
ジ
プ
ラ
ン　
　

京
都
地
域
に
お
け
る
学
生
の
「
学
び
と
成
長
」
の
支
援
を
め
ざ
し
て　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

公
益
財
団
法
人 

大
学
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
京
都


